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本報告書は、国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構が実施した「令和２年度 

放射線安全規制研究戦略的推進事業費（内部被ばく線量評価コードの開発に関する

研究）事業」の成果を取りまとめたものです。 
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第1章  はじめに 

日本国内では、放射線や放射性物質の利用に伴う放射線障害の発生を防止するため、「放射

性同位元素等による放射線防止の防止に関する法律」（以下、「放射線障害防止法」とする。）

が昭和 32年 6月に制定、昭和 33年 4月 1日に施行された。原子力規制委員会（以下、「規制

委員会」とする。）では、平成 28年 1月に国際原子力機関（IAEA）の総合規制評価サービス

（IRRS）より受けた放射性物質及び関連施設に関する核セキュリティ勧告等を踏まえて、放

射性同位元素使用施設等の規制の見直しに関する議論を進めた。その結果、従来の放射線障

害防止法については、事故等の報告義務の強化等が追加され、名称も「放射性同位元素等の

規制に関する法律」[1]（以下、「RI 規制法」とする。）に変更された。RI規制法は、平成 29 年

4月に公布、平成 30年 4月に施行され、さらに防護措置の義務化や責任の明確化等もなされ

た（令和元年 9月施行）。 

RI 規制法の前身となる放射線障害防止法の他、同法の施行令、施行規則等は、放射線利用

の多様化による実態とのずれの是正、国際放射線防護委員会（ICRP）がその時々に示す勧告

の主旨を取り入れるために改正されてきた。現在、国内の放射線利用に係る規制は、ICRPの

1990 年勧告[2]の主旨を取り入れたものであるが、ICRPはこれに置き換わる 2007 年勧告[3]を

平成 19年に公開した。そのため、規制委員会の下に設置されている放射線審議会においては、

2007 年勧告の国内の規制への取入れに関する検討が継続して進められている。 

国内における放射線規制の中では、告示「放射線を放出する同位元素の数量等を定める件」

[4]（以下、「RI 数量告示」とする。）において、外部被ばくや内部被ばくによる放射線障害を

防止するための防護基準値等が定められている。このうち、内部被ばくに関する防護基準値

については、RI 数量告示の別表第 2及び別表第 3の中で、作業者の防護に関係する「空気中

濃度限度」、公衆の防護に関係する「排気中又は空気中の濃度限度」及び「排液中又は排水中

の濃度限度」が定められている。「RI 数量告示」の別表第 2では、各放射性同位元素に与えら

れている基準値の基礎とした 1990 年勧告に準拠する実効線量係数が示されている。そのた

め、将来的に国内規制へ 2007年勧告を取り入れた場合、同勧告に準拠する新しい実効線量係

数に従い、空気中濃度限度等の基準値も見直されることになる。また、各事業所の作業者等

の内部被ばく線量も同勧告に従い評価され、被ばく管理が遂行されることとなる。 

他の動向として、規制委員会は、IAEAの IRRSの勧告を踏まえ、放射線防護に関する取組

みも強化した。その中で、放射線・規制管理の分野の安全研究を推進する方針が平成 28年 7

月に示され[5]、平成 29 年度に放射線安全規制研究戦略的推進事業費が創設された[6]。平成

29 年 4月に同事業の公募があり、規制委員会が進める規制活動のニーズや国内外の動向等を

踏まえて、5つの重点テーマが提示された[7]。その一つとして、「内部被ばく線量評価コード

の開発に関する研究」があり、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機

構」とする。）が平成 29 年度からの 4 か年で実施する研究計画（第 2 章参照）を提案し、こ

れが採択された[8]。本報告書は、原子力機構が放射線安全規制研究戦略的推進事業費として

進めている「内部被ばく線量評価コードの開発に関する研究」について、令和 2 年度におけ

る事業の成果等を取りまとめたものである。  
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第2章  これまでの経緯及び令和 2 年度の研究計画 

2.1  全体計画 

平成 29 年度の放射線安全規制研究戦略的推進事業費の公募では、重点テーマ「内部被ばく

線量評価コードの開発に関する研究」の中で、2つの成果活用方針が示されていた[7]。 

・国内規制への実効線量係数取入れに活用 

・平常時または事故時の放射線防護における内部被ばく評価手法として活用 

そこで、以下に示す機能を有する内部被ばく線量評価コードを開発することとした。 

① 線量係数を計算する機能（以下、「線量係数計算機能」とする。） 

・順次公開される線量評価モデルやデータを逐次実装することを可能とする設計 

・ICRP が提示する実効線量係数等が 2007 年勧告に従う線量評価モデルやデータに従い導

出されることを検証 

② 核種摂取量を推定する機能（以下、「核種摂取量推定機能」とする。） 

・モニタリング結果から、摂取条件や核種、経過時間等を考慮し、核種摂取量を推定、内部

被ばく線量を評価 

③ ユーザーの操作性や利便性を鑑みた機能 

・線量評価用パラメータや核種の摂取条件、モニタリングの測定値等を入力するグラフィ

カルユーザーインターフェース（GUI）画面 

・線量係数の評価値、核種の摂取量等を取りまとめた数表、体内や排泄物中の放射性核種

量の時間推移を表すグラフ 

コード開発に関する研究については、下記の内部被ばく線量評価に関係するコードの開発

をはじめとして、原子力機構で蓄積してきた知見や技術等を活用して、進めることとした。 

・1990年勧告の国内規制への取入れの際、科学技術庁の委託調査により、当時の日本原子

力研究所（以下、「原研」とする。）が開発した INDES/IDEC (INternal Dose Estimation 

System/Internal Dose Easy Calculation code) [9] 

・文部科学省及び原子力規制庁の委託事業により開発してきた 2007 年勧告に従うモデル・

データに準拠した内部被ばく線量計算コード[10–15] 

・確率論的事故影響評価コード（レベル 3PRA）への実装を目的としたもので、内部被ばく

線量係数を計算する DSYS (Dose SYStem) [16]及びこれを慢性被ばくに対応させた DSYS-

Chronic [17] 

・事故時における線量評価への適用を目的とした REIDAC (REtrospective Internal Dose 

Assessment Code) [18] 

具体的な研究の進め方として、図 2-1のロードマップに示すとおり、線量係数計算機能、核

種摂取量推定機能、ユーザーの操作性や利便性を鑑みた機能を順次開発し、各機能を統合し

たコードを完成させる計画とした。 
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図 2-1 本研究のロードマップ（平成 29年度～令和 2年度、▲：マイルストーン（MS）） 

2.2  これまでの進捗 

2.2.1  平成 29年度の進捗 

平成 29 年度は、線量係数計算機能の開発として、平成 27年度以降に公開された ICRP Publ. 

133 [19]の比吸収割合（SAF）データ、職業人の放射性核種摂取シリーズ（Occupational Intakes 

of Radionuclide、以下「OIR」とする。）part 2（ICRP Publ. 134）[20]で示された全身体内動態モ

デル（Systemic model、旧訳：組織系動態モデル）等の実装を進めた。その結果、同刊行物が

掲載する主要 14 元素の実効線量係数を正確に導出することを検証して基本機能を完成させ、

同年度のMSを達成した[21]。 

核種摂取量推定機能については、既存の類似コードの分析、原子力機構でモニタリングに

従事する者との意見交換によるニーズ調査等を進めた。これらの調査結果に基づき、計算フ

ローを決定し、その際に入力項目を設定する GUI 画面のイメージを整理することで、完成形

のイメージを提示した[21]。 

2.2.2  平成 30年度の進捗 

平成 30 年度は、線量係数計算機能を今後も継続される ICRPからのモデルやデータの公開

へ対応させるため、新規モデルやデータの取込みによる拡張が可能となるように設計した。

他に、OIR part 3（ICRP Publ. 137）[22]が提示したヨウ素、セシウム等の全身体内動態モデル

へ対応させる改良を進め、同刊行物が掲載するラドン以外の主要 13 元素の実効線量係数を正

確に導出することを検証して同機能を完成させ、同年度における MS の一つを達成した。さ

らに、パラメータ等を GUI により設定する方法を検討した[23]。 

核種摂取量推定機能については、単独摂取、慢性摂取及び複数回摂取の各摂取パターンに

対し、摂取量推定で重要となるモニタリングデータのフィッティング方法等の基本機能を完

成させることを目標とした。この開発では、平成 29 年度の研究評価委員会での指摘を受けて、

原子力機構外の研究機関や大学で内部被ばくモニタリングや線量評価に従事する専門家との

意見交換等を進め、ニーズを聴取した。これらの研究開発により、核種摂取量推定機能に関

する同年度のMSを達成した[23]。 
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2.2.3  平成 31年/令和元年度の進捗 

平成 31年/令和元年度は、平成 30年度に開発した核種摂取量推定機能の基本機能について、

摂取パターン（摂取回数や経路）、モニタリング値の種類等を変えた条件で、核種摂取量や被

ばく線量等を計算して信頼性を検証した。ここでは、欧州線量評価委員会（EURADOS）の内

部被ばく線量評価ガイドライン（IDEASガイドライン）や IAEAが与える例題等[24–27]を活

用し、当該機能の計算結果を他のコードによる計算結果と比較することで、計算結果の妥当

性を確認した。また、国内で内部被ばくモニタリングや線量評価に携わる専門家との意見交

換により聴取したニーズ等に基づいて、入力設定に用いる GUI の設計を進め、核種摂取量推

定機能を完成させた。 

続いて、利便性や操作性の向上を図るための機能を開発した。ここでは、ユーザーが対話

形式で計算条件を設定する GUI の開発を進めるとともに、計算結果を数表データや、体内放

射能の経時変化を示すグラフ等で表示する機能を開発した。さらに、線量係数計算機能及び

核種摂取量推定機能を備えたコードのプロトタイプ（以下、「コードβ版」とする。）を開発

することで、同年度のMSを達成した[28]。 

2.3  令和 2年度の研究計画 

平成 31 年/令和元年度までの 3 か年では、当初に設定した各年度の MS を達成させ、ほぼ

計画通りに研究を進捗させてきた。そこで、令和 2 年度は図 2-1 に示すロードマップに基づ

いて、コードの完成及び公開を目標として、研究を進めることとした。 

最初に平成 31 年/令和元年度の事業で完成させたコードβ版を原子力機構内外の専門家に

試用提供し、GUI の使い勝手、計算結果の表示や出力方法等について意見聴取を行うとした。

その後、ここで得た意見や情報を踏まえてコードβ版を改良するとともに、操作マニュアル

を整備することとした。また、令和 2 年（2020 年）に ICRP が公開した OIR シリーズの part 

4（ICRP Publ.141）[29]に掲載されている元素について、職業被ばくに対する線量評価モデル

を実装し、実効線量係数を正確に導出することを検証するとした。以上により、ICRP2007年

勧告に準拠する内部被ばく線量評価コードを完成させる計画とした。 

開発するコードの主要な活用策としては、「RI 数量告示」[4]に掲載されている内部被ばく

防護基準値の改正に当たり、ICRPの新しい実効線量係数の正確な導出の検証がある。そこで、

ICRP による 2007 年勧告に準拠する内部被ばく線量評価に用いるモデルやデータの検討状況

について、今年度も引き続き情報を収集することとした。 

さらに、本事業による研究成果の活用（アウトカム）という観点では、開発した ICRP2007

年勧告に準拠する内部被ばく線量評価を可能とするコード（アウトプット）を内部被ばく線

量評価に携わる者に広く普及させることが肝要となる。そこで、コードの開発とともに、事

業完了後における内部被ばく線量評価コードの公開や周知及び利用普及の方法について、原

子力規制庁並びに同庁が任命するプログラムオフィサー（PO）及び PO 補佐、コードβ版を

試用提供する専門家等と意見交換を行ったうえで検討することとした。 
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第3章  内部被ばく線量評価コードの開発 

3.1  目的及び実施計画 

令和 2 年度は、線量係数計算機能と核種摂取量推定機能を統合した内部被ばく線量評価コ

ード（以下、「線量評価コード」と呼ぶ。）を完成させることを目的とし、以下の項目を実施す

ることとした。 

· コードβ版に対する意見募集 

· コードβ版の改良 

· 操作マニュアルの整備 

コードβ版に対する意見募集では、国内の大学や研究機関で内部被ばくモニタリングに従

事する専門家にコードβ版を提供して一定期間試用してもらい、改善すべき箇所や要望等を

聴取することとした。得られた意見を基にコードβ版を改良することで線量評価コードの操

作性及び利便性を向上させるとともに、コードが備える機能や操作方法をまとめたマニュア

ルを整備することで、線量評価コードを完成させた。 

他に、令和元年 12月に公開された OIR part 4 [29]に収録されたランタノイド及びアクチノ

イド元素（25元素）の全身体内動態モデルを線量評価コードに実装し、実効線量が正確に導

出されることを検証することとした。 

3.2  コードβ版に対する意見募集 

線量評価コードの操作性及び利便性を向上させるため、平成 31 年/令和元年度に完成させ

たコードβ版を専門家に試用提供し、意見を募集することとした。試用提供先は、平成 29 年

度及び平成 30年度に実施した核種摂取量推定機能のニーズ調査[21,23]の際と同様に、原子力

機構においてモニタリングに従事する研究協力者に加え、機構外の研究機関や大学のモニタ

リングや線量評価に関係する専門家とした。 

当初は、対面にてコードの使用方法等を説明し、1 ヶ月程度の試用期間後、改めて対面にて

コードの操作を交えて、意見募集を実施する計画としていた。しかしながら、新型コロナ感

染症（COVID-19）の影響により対面での意見募集の実施が難しい状況となったため、以下の

ような手順で実施することとした。 

· コードとともに簡略化した操作マニュアル及び例題の電子ファイルを格納したUSBメモ

リを用意し、提供する。（個別の使用方法説明等は実施しない。） 

· 試用提供期間中、操作上の不明点やトラブルについては、その都度メール又は電話にて

対応する。 

· 1 ヶ月程度の試用期間後、提供機関毎にオンライン会議（Zoom）を実施し、コードβ版

に対する意見を聴取する。 
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3.3  コードβ版の改良 

最初に、意見募集により得られた意見について、コードの操作などを鑑みて、以下のよう

に分類した。 

① コードのインストールに関すること 

② 起動時間、計算時間等のコードの動作に関すること 

③ 条件設定、データ入力等のインターフェースに関すること 

④ 計算可能な項目や結果表示等のコードの機能に関すること 

⑤ 公開に向けての課題、要望 

⑥ バグ等の指摘 

バグ等の指摘を除く各項目（①から⑤）について、得られた意見とそれに対する改良方針、

及び対応結果を表 3-1から表 3-5にそれぞれ示す。得られた意見に基づき、プログラミング技

術者に実現可能性について助言を受けて方針を定め、コードβ版の改良を進めることとした。 

コードのインストールでは、Javaアプリケーションの特徴に起因する課題が見られた。Java

アプリケーションは、Java 実行環境（JRE）と呼ばれる仮想マシンがインストールされた PC

であれば、基本ソフト（OS）の種類に依存せずにひとつの実行ファイルが動作するという特

徴があり、本事業ではマルチ OS 対応のメリットを生かすべく Java 言語で開発することとな

った。しかしながら、JRE には様々なバージョンがあり、本事業で開発しているコードは、開

発開始時期の影響から Java ver. 8 を採用している。そのため、コードのユーザーの PCには、

あらかじめ ver. 8 の JRE がインストールされている必要がある。コードの試用提供を開始し

た令和 2年 5月現在、最新の Java は ver. 14 となっており、被提供者は意識的に ver. 8の JRE

をインストールする必要があった。また、JRE ver. 8を正しくインストールしても、他のバー

ジョンの JRE がすでにインストールされていたり、正しくパスが通っていなかったり、また

は PC のセキュリティ設定によって動作しなかったりするなどの状況が発生した。以上を受

けて、ユーザーの IT 知識や PC の設定に依存しにくいインストール方法について検討し、イ

ンストーラーの導入等で対応することとした。 

コードの動作、インターフェース、機能に関する意見については、個別に実現可能性を検

討し、各表に示すとおりに対応を進めた。この中で、いくつかの改良点に関しては、図 3-1か

ら図 3-6に改良結果を示す。コードの公開に向けての課題、要望のうち、コードの操作マニュ

アルに関するものについては、意見を反映して整備することとした。また、指摘されたバグ

等については、令和 3 年 2 月末時点ですべて修正が完了しており、線量係数や核種摂取量等

の計算に問題のないことを確認した。 

コードの管理体制及び公開方法に関する指摘（表 3-5）については、これらを参照してコー

ドの管理体制や公開方法の検討を進めた（第 5章参照）。 

  

- 10 -



 

7 

 

表 3-1 コードのインストールに関すること 

意見 対応方針 結果 

動作条件（ Java 実行環境

（JRE）の有無やバージョン

等）が分かりにくい。 

インストーラー、又はこれ

に準ずるものを用意し、ユ

ーザーが自身で動作環境を

整備する必要性をなくす。 

線量評価コードは JRE ver. 8

のインストールが必須であ

るが、最新の JREは ver. 14

であり、ユーザーが意識的

に ver. 8 を選択してインス

トールする必要があるた

め、JRE ver. 8をバンドルし

た状態で、クリックひとつ

で PC にインストールがで

きるとよい。 

Windows 版ではインストーラ

ーを用意し、クリックひとつ

で PC へのインストールを可

能とした（図 3-1）。 

Linux 版では、コード一式をア

ーカイブファイル（tar.gz）化

し、これを任意のディレクト

リに展開する方式とした。 

macOS版では、コード一式を

イメージディスクファイル

（.dmg）化し、ダブルクリッ

ク等でマウントすることによ

り使用可能とした。 

JRE をインストールする際

に、どこで何をインストール

すればよいかが分かりにく

い。 

USBメモリからコード（実行

ファイルと参照データ一式）

を PC にコピーする際に、何

をどこにコピーすればよい

かが分かりにくい。 

表 3-2 コードの動作に関すること 

意見 対応方針 結果 

起動に時間がかかる。 起動時を含め、全身体内動態

モデルの読込みに時間を要

しているため、最適化を検討

する。 

全身体内動態モデルの読込

みタイミングを見直し、計算

条件設定時の所要時間を短

縮した。 

核種選択・変更後に再び操作

可能となるまでの時間が長

い。 

データ読込み等の待ち時間で

あることが分かるアニメーシ

ョンを追加するとよい。現状

ではフリーズしているのか否

か分からない。 

読込み中、計算中であること

が分かるよう、アニメーショ

ンを追加する。 

アニメーションを追加し、読

込み中、計算中であることを

明確にした（図 3-2）。 
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表 3-3 インターフェースに関すること 

意見 対応方針 結果 

ウインドウの大きさや文字が

小さく、読みにくい。 

ウインドウの大きさ、表の

幅、文字等を可変にする。 

プルダウンメニューで一度

に表示される選択肢を増や

す。 

ウインドウの大きさ及び表

の幅については可変とした。 

プルダウンメニューの高さ

を確保し、視認性を向上させ

た（図 3-3）。 

文字の大きさについては、採

用言語の Java の仕様により

可変とすることができなか

ったが、操作で問題とならな

い大きさは確保した。 

ウインドウの大きさ、結果表

示等の表の幅を可変にしてほ

しい。 

プルダウンメニューで一度に

視認できる選択肢が少なく、

見づらい。 

モニタリングデータの測定日

や摂取日時の入力の際、年月

日指定だけでなく、最初の摂

取からの経過時間での入力も

可能としてほしい。 

経過日数での入力と年月日

指定による入力を両立させ

る。 

いずれの方法でも入力可能

とした（図 3-4）。 

年月日入力では、カレンダー

機能があると便利である。 

カレンダー入力に対応させ

る。 

カレンダー入力を可能とし

た（図 3-5）。 

一部の条件でしか選択する必

要がない項目は、必要なとき

のみ表示される方がよい。 

不要な入力は非アクティブ

にする。 

方針のとおり修正した。 
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表 3-4 コードの機能に関すること 

意見 対応方針 結果 

結果表示の際、最も重要な結

果である実効線量係数を表示

するまでの手順が多い。最初

に表示すべき。 

重要な結果を表示するよう、

デフォルト状態を見直す。 

デフォルト表示状態を見直

すことで、ユーザーが求める

情報を表示させるための手

順数が軽減した。 

（例：実効線量係数表示に係

る手順数： 

改良前 4→改良後 1） 

等価線量の表示の初期設定と

して、すべての組織・臓器が

表示されている方がよい。 

慢性摂取、摂取量推定におい

ても実効線量を表示すべき。 

指定した摂取条件に対応す

る実効線量係数を別途計算

し、最終的な実効線量を計

算、表示させる。 

計算条件を設定後、慢性摂取

計算又は摂取量推定時にバ

ックグラウンドで実効線量

係数を計算し、総摂取量と実

効線量係数の積を表示する

ようにした（図 3-6）。 

摂取量推定の結果として 95%

信頼区間が表示されている

が、原理的に幅が非常に広く

なってしまうので表示しても

意味がない。 

利用価値のない数値は表示

させないこととする。ただ

し、コードが出力するテキス

トファイルには出力してお

き、必要に応じて利用できる

ようにしておく。 

方針のとおり修正した。 

核種摂取量推定でフィッティ

ング時の残差の二乗和も表示

されているが、数値だけ表示

されてもフィッティングが適

切であったかどうか判断でき

ない。 

フィッティングが適切であ

ったかどうかの判断基準を

アルゴリズム化することは

難しいと判断し、残差の二乗

和を表示させないこととし

た。ただし、コードが出力す

るテキストファイルには出

力しておき、必要に応じて利

用できるようにしておく。 
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表 3-5 公開に向けての課題、要望 

意見 対応方針 結果 

β版のようにすべてのデータ

が編集でき、自由度の高いコ

ードは専門家にとって非常に

有用である。一方で、一般向

けには、摂取経路や吸収タイ

プといった基本的な条件のみ

選択し、ICRPのデフォルト条

件で評価するモード（エディ

ション）も必要であろう。 

様々な条件を設定可能なフ

ル機能版と、ICRP デフォル

ト条件で評価する簡易版を

用意する。 

ソースコードから実行ファ

イルを生成する際に、条件設

定を行うボタン等を非アク

ティブ又は非表示に変更す

るためのフラグを用意し、実

行ファイルを作り分けるこ

とで対応した。 

機能を個別に説明したマニュ

アルだけでなく、基本的な操

作について簡単にまとめられ

たものが必要である。 

具体的な例題をいくつか用

意し、結果を得るまでの各操

作（経緯）をまとめたものを

用意することとした。 

左記を考慮したマニュアル

を整備した（付録 1参照）。 

Windowsや LinuxとMacでは

キーボードが違うので、対応

した操作方法の説明が必要。 

Mac キーボードに対応した

操作方法や説明を併記する。 

Webマニュアルで関連する機

能や説明等がリンクで移動で

きると分かりやすい。 

対応できるか検討する。 検討内容の詳細は第 5 章参

照。 

動画マニュアルがあると分か

りやすいのではないか。 

広く利用されるためには、

web で利用申請やダウンロー

ドを可能とするなど、入手に

係る障壁を下げる必要があ

る。 

コードの管理体制や公開方

法についてメリット・デメリ

ットを整理する。 

大学の講義で使用できるとよ

い。 
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図 3-1 Windows 版インストールの様子  

インストールウィザードが立ち上がる 

コード・データがインストールされる 

インストール完了 

スタートメニューに登録される 
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図 3-2 読込み又は計算中であることの表示 

 

 

図 3-3 ウインドウサイズの変更の様子 

  

データ読込み時、計算時に動く 
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図 3-4 経過日数から摂取日を入力する様子 

 

 

図 3-5 カレンダー機能で日付を入力する様子 
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図 3-6 摂取量推定機能における実効線量計算結果の表示 
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3.4  操作マニュアルの整備 

専門家から得られた意見を基に、線量評価コードは、特に機能を制限していないフル機能

版と、ICRPのデフォルト条件による評価が可能な簡易版の 2エディションを用意することと

した。そこで、対応する操作マニュアルもフル機能版及び簡易版の 2 種類を用意した。また、

「基本的な操作について簡単にまとめられたものが必要」という意見（表 3-5 参照）に基づ

き、具体的な例題をいくつか用意し、それぞれについて操作手順をまとめた例題集をパワー

ポイントにより作成した。 

本コードは、今後公開される新しい線量評価モデル・データの実装が可能であるという特

徴を持たせている[21]。改変が許可されていない放射性核種データや SAF データ等を除いて、

多くの線量評価モデル・データは XML形式でデータが格納されており、こうしたデータを新

規作成、編集するための操作手順をまとめた XML 編集マニュアルも作成した。 

以上のように、以下の 4 つの操作マニュアル類を整備することで、ユーザーの利便性を高

めた。 

· 内部被ばく線量評価コード取扱説明書 

· 内部被ばく線量評価コード（簡易版）取扱説明書 

· 内部被ばく線量評価コード XML 編集マニュアル 

· 例題集 

整備したマニュアル類は、本報告書の付録 1 に収録した。 

3.5  新しい線量評価モデルの実装及び検証 

OIR part 4 には、ランタノイド及びアクチノイド元素のうち、OIR part 3に収録されたトリ

ウム（Th）及びウラン（U）、並びにメンデレビウム（Md）、ノーベリウム（No）及びローレ

ンシウム（Lr）を除く 25元素（ランタン（La）、セリウム（Ce）、プラセオジム（Pr）、ネオジ

ム（Nd）、プロメチウム（Pm）、サマリウム（Sm）、ユウロピウム（Eu）、ガドリニウム（Gd）、

テルビウム（Tb）、ジスプロシウム（Dy）、ホルミウム（Ho）、エルビウム（Er）、ツリウム（Tm）、

イッテルビウム（Yb）、ルテチウム（Lu）、アクチニウム（Ac）、プロトアクチニウム（Pa）、

ネプツニウム（Np）、プルトニウム（Pu）、アメリシウム（Am）、キュリウム（Cm）、バーク

リウム（Bk）、カリホルニウム（Cf）、アインスタイニウム（Es）及びフェルミウム（Fm））の

全身体内動態モデルが収録されている[29]。今年度は、平成 30 年度の事業で整備した手法[23]

に基づいて、これらの元素の全身体内動態モデルを XML データ化し、完成させた線量評価コ

ードに実装することとした。 

平成 30 年度に OIR part 3 [22]の全身体内動態モデルをコードに実装した際、ウランやトリ

ウムの一部の化学形の吸入摂取において従来の呼吸気道血液移行モデルを使用することや、

α壊変核種については同一元素異動態モデルに対応することが必要となったため、アルゴリ

ズムの修正を行った[23]。一方、OIR part 4 のモデルの実装にあたっては、アルゴリズムの修

 
 α壊変を経て生成した子孫核種が摂取した親核種と同じ元素である場合に、子孫核種の動態が親核

種とは異なるモデルにより記述されること。 
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正が必要となる事例はなかった。 

OIR part 4の公開と同時にアップデートされた OIR Data Viewer ver. 4.01.04.19 [29]では、OIR 

part 4 収録の 25 元素の 288 核種、摂取経路や化学形の違いを考慮した 1,632 種類の摂取条件

に対する実効線量係数が有効数字 2桁で収録されている。そこで、OIR part 4 のモデルを実装

した線量評価コードが導出する実効線量係数を OIR Data Viewerの収録値と比較することで、

モデルの実装が正しく行われたかを検証した。全 1,632 種類の摂取条件のうち、両者が一致し

た数は 1,552、有効数字 2 桁の 2桁目が±1となった数が 80となった。なお、後者の差につい

ては、多数のステップを経る計算過程における端数処理によるものと推察される。 

以上の結果から、OIR part 4 のモデルが正しく実装され、実効線量係数を正確に導出するこ

とを検証した。また、今後も新たな元素・核種の摂取に対するモデル等が公開された場合で

も、既に整備した手法によりデータを追加するのみで対応可能であることが確認された。 

3.6  内部被ばく線量評価コード開発のまとめ 

今年度は、内部被ばく線量評価コードを完成させるため、平成 31 年/令和元年度に開発し

たコードβ版を国内の専門家に試用提供して意見募集を実施し、得られた意見を参考にコー

ドβ版の改良を進めた。また、操作マニュアル類を整備するとともに、現在 ICRPより公開さ

れている線量評価モデル・データをすべて実装し、その妥当性も検証した。そのため、令和 3

年 3月現在、ICRPより公開されている線量評価モデル・データのすべてが線量評価コードに

実装され、正確な線量係数計算等が可能な状態となっている。 

以上のように、4か年計画で進めてきた内部被ばく線量評価コードの開発については、当初

計画どおりに令和 2年度末（令和 3年 3月末）を以て完成させることができた。 
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第4章  線量評価モデル等の調査及び開発したコードの活用 

4.1  ICRPによる線量評価モデル等の公開に係る情報収集 

本研究を開始した当初の時点（平成 29 年 8 月）では、ICRP2007 年勧告に準拠する内部被

ばく線量評価モデルやデータのうち、表 4-1 に示すものが正式な刊行物として公開されてい

た。その後、OIR part 3（ICRP Publ.137）[22]及び OIR part 4（ICRP Publ.141）[29]が公開され

たが、令和 3年 3月現在も多くの全身体内動態モデル及び成人以外の SAF データは未公開と

なっている。このような背景から、平成 29年度「放射線安全規制研究戦略的推進事業費」の

募集要領[7]の中で、本研究で開発する内部被ばく線量評価コードの活用策として、「継続的に

改良が検討される内部被ばく実効線量係数取り入れへの対応」が示されていた。この課題に

関しては、第 3章に記した通り、OIR part 4に掲載されている元素の職業被ばくに対する全身

体内動態モデルの実装、並びに正確な実効線量係数の導出を検証し、一定の解決が図られた。 

表 4-1 平成 29 年 8月時点で公開済の ICRP2007年勧告に準拠する線量評価モデル・データ 

線量評価モデル、データ 刊行物 

体重データ、組織・重量質量データ ICRP Publ. 89 [30] 

ヒト消化管モデル（HATM） ICRP Publ. 100 [31] 

放射線加重係数、組織加重係数 ICRP Publ. 103 [3] 

放射性核種データ ICRP Publ. 107 [32] 

ヒト呼吸器モデル（HRTM）、全身体内動態モデルの考え方 ICRP Publ. 130 [33] 

成人の比吸収割合（SAF）データ ICRP Publ. 133 [19] 

作業者の全身体内動態モデル（主要 14元素, H-Tc）、OIR part 2 ICRP Publ. 134 [20] 

一方、本研究では新規に公開された線量評価モデルやデータへも随時対応して更新すると

したため、ICRP での検討や公開の状況の調査も進めてきた[21,23,28]。近年、ICRP は各専門

委員会等の議事録、意見募集を目的とした刊行物のドラフト文書等を HP に公開している。

今年度の事業期間中では、令和 2年 10月に OIRシリーズの最終巻となる OIR part 5 のドラフ

ト文書が HPに公開された[34]。OIR part 5 では、OIR part 2 から OIR part 4に含まれない元素

を対象としていることが周知されていたが、ドラフト文書では 38元素の全身体内動態モデル

や実効線量係数等がドラフト文書に含まれている（表 4-2）。気体状の元素である窒素（N）、

酸素（O）、アルゴン（Ar）、クリプトン（Kr）及びキセノン（Xe）については、現在の国内に

おける内部被ばく評価の技術的基準を与える RI 数量告示の別表第 2 で実効線量係数が空欄

となっており、サブマージョンでの被ばくを考慮した濃度限度のみが与えられている[4]。こ

れら 5元素については、吸入及び経口摂取を考慮している OIRシリーズに含まれていない。

また、現在の RI数量告示に掲載されているアクチノイド元素で原子番号が 101 のメンデルビ

ウム（Md）については、OIRシリーズのみならず、原子番号 100 までの放射性核種の崩壊デ

ータ等を取りまとめた ICRP Publ.107 [32]にも含まれていない。 
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表 4-2 OIR part 2から part 5で掲載、あるいは掲載予定の元素 

刊行物 掲載、あるいは掲載予定の元素 

OIR part 2 (ICRP Publ.134) H, C, P, S, Ca, Fe, Co, Zn, Sr, Y, Zr, Nb, Mo, Tc 

OIR part 3 (ICRP Publ.137) Ru, Sb, Te, I, Cs, Ba, Ir, Pb, Bi, Po, Rn, Ra, Th, U 

OIR part 4 (ICRP Publ.141) 
La, Ce, Pr, Nd, Pm, Sm, Eu, Gd, Tb, Dy, Ho, Er, Tm, Yb, 

Lu, Ac, Pa, Np, Pu, Am, Cm, Bk, Cf, Es, Fm 

OIR part 5 (ドラフト文書) 

Be, F, Na, Mg, Al, Si, Cl, K, Sc, Ti, V, Cr, Mn, Ni, Cu, Ga, 

Ge, As, Se, Br, Rb, Rh, Pd, Ag, Cd, In, Sn, Hf, Ta, W, Re, 

Os, Pt, Au, Hg, Tl, At, Fr 

成人以外の年齢群に関する内部被ばく線量評価モデルやデータに関連する刊行物の中で、

SAF データの導出に用いられる小児標準コンピュータファントムが ICRP Publ. 143 [35]とし

て、令和 2年 9月に公開された。令和元年（2019年）の 11月に開催された ICRP第 2専門委

員会の議事録では、成人以外の年齢群に対する SAFデータ及び一部の元素に対する公衆被ば

くの評価に用いる実効線量係数等を含む刊行物について、2020 年（令和 2年）中に意見募集

を開始するための準備が進められていることが周知されていた[36]。ただし、今年度の事業期

間（令和 3 年 3 月）中にこれらのドラフト文書は ICRP の HP で確認することはできなかっ

た。そのため、成人以外の年齢群に関する内部被ばく線量評価モデルやデータについて、公

開のスケジュールは令和元年（2019 年）の 11月時点の予定よりも遅延すると想定される。 

4.2  内部被ばく評価法に係る技術的基準の見直しにおけるコードの活用 

本研究では、国内の放射線規制への ICRP2007 年勧告の取入れに伴う内部被ばく防護基準

値の見直しでの活用を想定して、線量係数計算機能の開発を進めた。現在の国内における放

射線規制では、内部被ばく防護に対する基準値は RI 数量告示の別表第 2 及び別表第 3で与え

られている。このうち、放射性同位元素の種類が明らかで、かつ一種類である場合の濃度限

度を与える別表第 2は、下記のように 6つの欄で構成されている[4]。 

 第 1欄 放射性同位元素の種類（核種、化学形等） 

 第 2欄 吸入摂取した場合の実効線量係数（mSv/Bq） 

 第 3欄 経口摂取した場合の実効線量係数（mSv/Bq） 

 第 4欄 空気中濃度限度（Bq/cm3） 

 第 5欄 排気中又は空気中濃度限度（Bq/cm3） 

 第 6欄 排液中又は排水中濃度限度（Bq/cm3） 

第 1 欄では被ばく線量評価で考慮する放射性同位元素の種類を与え、核種及び化学形等の

組み合わせで種類が決定される。第 2 欄及び第 3 欄で、第 1 欄にある種類の放射性同位元素

の吸入及び経口摂取した場合の実効線量係数を与えている。内部被ばく防護の基準値につい

ては、第 4 欄から第 6 欄で空気中、排気中、排液中及び排水中の濃度限度が単位容積あたり

の放射能濃度（Bq/cm3）で与えられている。このうち、第 4欄は作業環境中での職業被ばく、

第 5欄及び第 6欄は公衆被ばくにおける基準値となる。 
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現行の RI 数量告示中の内部被ばく防護基準値については、ICRP1990 年勧告[2]に基づいて

制定されている。その改正経緯については、「外部被ばく及び内部被ばくの評価法に係る技術

的指針（平成 11年 4月）、放射線審議会基本部会」[37]で確認できる。第 1欄で規定される核

種は、当時の法令等で規定されている核種及び職業被ばくに対する線量係数等を編集した

ICRP Publ. 68 [38]の表 B.1 に示されている核種とされた。なお、1990 年勧告に準拠する公衆

の線量係数等を与える ICRP Publ. 72 [39]において、考慮されている放射性同位元素の種類は

ICRP Publ. 68 に掲載されているものと概ね一致している。続いて、第 2欄及び第 3欄の線量

係数は、ICRP Publ. 68の値（エアロゾル吸入は表 B.1 の空気力学的放射能中央径（AMAD） 

5μm の値、経口摂取は表 B.1 の値、可溶性または反応性放射性ガスを吸入した場合は表 C.1

の値）を用いることが適当とされた。また、第 4欄の空気中濃度限度は ICRP Publ. 68 に準拠

した実効線量係数に基づき、第 5 欄及び第 6 欄の排気中又は空気中濃度限度及び排液中又は

排水中濃度限度は年齢依存性を考慮して、ICRP Publ. 72 の線量係数に基づいて算出されてい

る。日本原子力研究所（原研）による報告書「JAERI-Data/Code 2000-001」[40]では、RI数量

告示別表第 2 と同様に第 1 欄から第 6 欄で構成した表を掲載しており、基本とした実効線量

係数に基づく濃度基準値の導出過程が説明されている。 

ICRP2007 年勧告の取入れに伴う RI 数量告示の別表第 2 の改正については、放射線審議会

で今後も議論される。令和 3年 3月時点で改正後における RI 数量告示の別表第 2のフォーマ

ットは不明であるが、2007 年勧告に準拠する実効線量係数に基づいて、内部被ばく防護のた

めの濃度限度が見直されることが想定される。そこで、今年度の事業期間中、公開済の OIR 

part 2 から part 4 に含まれる元素のうち、特別な取扱いをしている Rn を除く 52 元素に関し

て、放射性同位元素の種類（核種や化学形等）や実効線量係数等を調査し、現行の RI 数量告

示と照合、比較した。また、その結果に基づいて、内部被ばく評価法に係る技術的基準の見

直しにおけるコードの活用策を検討した。 

OIRシリーズでは ICRP Publ. 107 [32]に掲載されている核種のうち、半減期が 10 分以上及

び他の選択された核種を作業者が摂取した場合の実効線量係数等を与えている[20,22,29]。第

3章で記した通り、開発したコードの線量係数計算機能により、最新の OIR Data Viewer に掲

載されている実効線量係数を正確に導出していることを検証した。今後も半減期が 10分以上

の核種に対する新しい実効線量係数が公開されると想定されるが、これらの数値は関係する

線量評価モデルやデータをコードに実装することで検証できる。なお、Rn を除く OIR part 2

から part 4に含まれる 52 元素について、OIRで実効線量係数等が与えられ、RI 数量告示に含

まれない核種は、114Te、161Tm、194Pb、235Pa、242U 及び 250mEs の 6 核種に限定されている。一

方、表 4-2の中で OIR part 2 から part 4に含まれる 52 元素（Rn を除く）について、半減期 10

分未満の放射性核種に関しては、現行の RI 数量告示別表第 2 に掲載されているものを含め

て、実効線量係数が OIR Data Viewer [29]に含まれていない。現在の RI 数量告示別表第 2の改

正において、ICRP Publ. 68 及び ICRP Publ. 72 に掲載されていない核種に対する防護基準値を

策定する際、国内で独自に実効線量係数を導出した経緯も確認される（詳細は、「JAERI-

Data/Code 2000-001」[40]及び「JAERI-Data/Code 2000-033」[41]を参照のこと）。ICRP2007 年

勧告の取入れに伴う RI 数量告示の改正において、OIR Data Viewer に未掲載の核種を含める
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か否かは現時点では不明である。ただし、掲載となった場合でも、開発したコードを活用す

ることで半減期 10分未満の核種に対する実効線量係数を導出することは可能である。 

これまでも、開発したコードにある線量係数計算機能の妥当性は、OIR Data Viewerに掲載

されている実効線量係数との比較により検証してきた。ここで、RI 数量告示の改正において

は、実効線量係数と化学形等（Material）の照合が重要となる。その一例として、表 4-3に 137Cs

の実効線量係数と対応する化学形等（ICRPの原語は”Material”）の一覧を示す。 

表 4-3 OIR Data Viewerに掲載されている 137Cs の実効線量係数等 

経路 化学形等 吸収タイプ、fA値等* 実効線量係数（mSv/Bq） 

吸入 

塩化物、硝酸塩及び硫酸塩 粒子 (Type F), fA = 0.99 9.3×10−6 

照射された燃料の破片、全ての

特定されていない化学形 
粒子 (Type M), fA = 0.2 5.6×10−6 

数値のみ（化学形等なし） 粒子 (Type S), fA = 0.01 5.1×10−6 

経口 

塩化物、硝酸塩、硫酸塩；全て

の特定されていない化学形 
fA = 0.99 1.4×10−5 

難溶性の物質（照射された燃料

の破片） 
fA = 0.1 1.6×10−6 

 *吸入摂取に対するエアロゾル粒子のサイズは 5μm 

例えば、エアロゾル粒子の吸入摂取に関しては、ICRPが 2002年（平成 14年）に公開した

サポートガイダンス[42]での定義に従い、全元素で 3つの典型的な血液への吸収タイプ（Type 

F、Type M 及び Type S）で実効線量係数を与えている。一方で、表 4-3に示すセシウムの Type 

S のエアロゾル粒子吸入は、化学形等（Material）が空欄となっている。このようなケースは

多くの元素で確認される。また、ICRPが順次公開している新しい実効線量係数について、現

行の基準値の基礎としている 1990 年勧告に準拠する実効線量係数との増減を比較する場合

も化学形等（Material）への留意が必要である。例えば、セシウムのエアロゾル吸入摂取につ

いて、現行の RI 数量告示では、第 1 欄のすべての化合物に対し、第 2 欄で ICRP Publ. 68 の

Type Fのエアロゾル粒子吸入に対応する数値として、6.7×10−6 (mSv/Bq)が掲載されている。

同じ Type F のエアロゾル粒子吸入に関して、新しい実効線量係数は 9.3×10−6 (mSv/Bq)であ

り、現行の RI数量告示の数値よりも高い値となる。ただし、2007 年勧告に準拠する内部被ば

く線量評価においては、Type F に該当する化学形等は塩化物、硝酸塩及び硫酸塩に限定され

る。そのため、例えば OIRシリーズで“デフォルト”とされる特定されない化学形の物質等

を吸入摂取した場合、Type M のエアロゾル粒子吸入に対応する数値 5.6×10−6 (mSv/Bq)を適

用することとなり、現行の RI 数量告示の第 2欄にある実効線量係数よりも低い値となる。こ

のように、新旧の実効線量係数を比較する際には、化学形等を確認したうえで比較すること

が必要となり、血液の吸収タイプを照合した比較では、実効線量係数の増減に関して誤った

結論が導かれる可能性がある。 

なお、放射性同位元素の種類及び実効線量係数について、公開済みの OIRシリーズ（part 2

から part 4）と現行の RI数量告示と比較した調査の結果等は JAEA報告書（JAEA-Review 2020-

068）[43]として取りまとめ、令和 3年 3 月に公開した。  
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第5章  コード完成後の課題及び今後の対応策 

5.1  コード完成後の課題 

放射線安全規制研究戦略的推進事業費の中で、研究テーマ「内部被ばく線量評価コードの

開発に関する研究」については、今年度で完了となっており、完成させたコードは原子力規

制庁へ納品する。そこで、コードの完成後の公開や提供、利用普及に関する課題を整理した。 

5.1.1  コードの更新 

第 4章で記した通り、ICRP2007年勧告に準拠する内部被ばく線量評価モデルやデータにつ

いては、令和 3年 3月の段階で全てが公開されていない。本研究テーマでは、“順次公開され

る線量評価モデルやデータを逐次実装することを可能とし、その都度で実効線量係数の検証

などを可能とする”ように、コードを開発した。今後も順次公開される線量評価モデルやデ

ータの中で、OIR part 5などで公開が想定される全身体内動態モデルについて、汎用ソフトを

活用しコンパートメント（組織等）名、物質の種類等を ID番号で XMLデータにより表現し、

コードの線量係数計算で正確に認識させることを可能とさせた。今年度の事業でも、ICRP Publ. 

141 [29]で公開されたデータを上記の手法で実装し、実効線量係数の正確な導出を検証した。

そのため、成人以外の年齢群を含む公衆被ばくに関しても、未公開の全身体内動態モデルへ

は対応できると考える。 

他に、令和 3年 3月末現在で公開予定の線量評価データとして、ICRP Publ. 143 [35]で公開

された小児標準コンピュータファントムを用いた解析で整備が進められている成人以外の

SAF データがある。しかしながら、SAF データを公開する刊行物については、意見募集のた

めのドラフト文書も未公開の状況となっている。そのため、成人以外の SAFデータに関する

フォーマットやサイズは現時点で不明である。なお、現状のコードは、年齢群毎のデータが

成人データと同様のフォーマットで提供されることを前提として整備している。 

5.1.2  コードの公開及び利用普及 

近年、原子力や放射線科学に関係する分野では、様々な計算コードが活用されている。原

子力機構でも計算コードを開発後、広く利用普及が見込まれるものは一定のルールを設けて

公開している。このようなコードに対し、利用希望者から申請があった場合、利用目的等を

確認した上で提供の可否を判断している。また、近年では、提供者とユーザーの双方の利便

性から、インターネットで公開し、web アクセスあるいはダウンロードにより入手して、利

用できる計算コードも増加している。 

コードの公開、提供により利用普及が図られる一方、課題や懸念も生じる。事業中の意見

交換（PO会合、第 3章に報告する専門家との意見交換）においても、無制限にコードを公開

した場合、専門的知識を有しない利用者により非現実的な条件設定による不正な数値が流布

される懸念について、多くの指摘やコメントがあった。この点について、技術的な解決策の

一つとして、第 3章に記したように専門知識に応じて機能を制限するコードの開発を進めた。

また、コードの提供先が商用利用を希望する場合、対価の取得という問題も生じる。さらに、
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知的財産となる技術と位置づけられる線量評価コードについては、国内などへ提供する場合

に輸出管理手続きへの留意も必要となる。 

コード提供を通じて利用普及を促進する場合には、機能や実効性を潜在的な利用者に理解

してもらうことが前提となる。本事業期間を通じて、PO 会合、評価委員会（成果報告会）、

放射線審議会等において、コードの利用普及策については、以下のような場面での活用に関

するコメントや要望があった。 

・教育機関での講義 

・原子力災害時医療中核人材研修の線量評価に関する講義・実習 

5.2  当面の実施方針 

5.1節の内容を踏まえて、完成後のコードの管理、公開、提供（利用普及）に関して、解決

あるいは留意すべき主な事項を下記のように整理し、検討を進めた。 

· 将来的な更新を見据えたコードの維持管理体制の構築 

· 利用許諾条件（例えば、教育目的での再配布や複数 PCへのインストール、商用利用の制

限等）の整理、利用希望者の専門知識レベルの審査方法や判定基準の設定 

· 国外への提供、または非居住者（留学生等）への提供する場合の輸出管理（web での公開

とする場合、利用申請やアクセス制限付ダウンロードサイトの整備が必須） 

5.2.1  コードの管理 

令和 3 年 4 月以降も本研究で開発した線量評価コードは、新規の線量評価モデルやデータ

の実装による更新が必須となる。一方、ICRPによる新しい線量評価モデルやデータの公開ス

ケジュールは不明確であり、更新作業の時期も見通せない状況にある。将来的なコード更新

作業の実施機関は確定していないが、作業を再開する際には技術の伝承が必須となる。本研

究を進めた原子力機構においては、開発したコードを登録、管理する体制が整備されている。

そこで、効率性、合理性の観点から、これまでに線量評価コードの開発を進めた原子力機構

で管理することとした。 

5.2.2  コードの公開及び利用普及 

原子力機構で管理されているコードについては、当該分野におけるニーズ等を鑑みて外部

機関にも公開、提供している[44]。開発した内部被ばく線量評価コードは、主要な目的として

いる被ばく防護基準値の見直しでの活用や事業所での被ばく管理の他、放射性核種を投与す

る核医学での活用等も想定される。原子力機構からの機構外へのコード提供は一定のルール

が制定されており、原則として有償としているが、研究目的等の場合は条件を限定すること

で無償提供している実績も多くある。他、原子力機構ではコードを国外や非居住者へ提供し

ているが、知的財産となる技術の国外等へ提供する際は輸出管理に留意して進めており、必

要なシステムやノウハウがある。以上のように、原子力機構ではコードの提供に関するシス

テムが整備されている状況にある。 

一方で、完成させた内部被ばく線量評価コードは、原子力規制庁の公募事業である放射線
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安全規制研究戦略的推進事業の下で開発が進められた。また、「条件付き配付」とする場合の

「条件」は慎重に検討する必要があり、商用利用の希望の可能性は完全には排除されない。

他に、第 3 章で記したβ版に対する意見聴取でコメントを提供した大学や研究機関と共有す

ることで、内部被ばく線量評価コードの機能や信頼性の向上を図ることも期待できる。 

そこで、原子力機構はコードを適切に管理する一方、提供に関しては原子力規制庁と引き

続き検討するとした。 

コードの普及・利用促進方法については、本事業における意見交換等で、以下のような意

見が示されていた。 

· ホームページや学会発表等による周知 

· 講習会の開催（コード管理者等が主催するもの、コード導入者への出張講習等） 

原子力機構の開発しているコードのうち、粒子・重イオン輸送計算コード PHITS [45]につ

いては、多くの提供実績がある。同コードは、ホームページ[46]を用意して更新情報や最新情

報の周知、講習会の告知、マニュアルや例題のダウンロード等の発信や質問の受付を行い、

ユーザーコミュニティの拡大、醸成を図っている。また、PHITSの開発チームが主催する他、

大学等からの要望に応じた出張形式での講習会を多く開催している。本事業で開発した内部

被ばく線量評価コードについては、利用分野はより限定的となるが、原子力災害時医療中核

人材研修等、利用が期待されるコミュニティとの連携を図ることは重要となる。 

また、今年度の事業においては、専門知識に応じた利用可能な機能の制限などの利用者の

観点でのコード開発を進めたが、更なる利用普及が期待される戦略も重要となる。現在、国

内では、量研機構が開発し、本研究でも調査[21,23]した先行コードのMONDAL [47]が内部被

ばく線量評価で広く活用されている。ユーザーは、MONDALはインターネットでも公開され

ており[48]、web を通じて操作できるという利便性がある。さらに、コードの機能の面でも、

重要な核種に焦点を絞って、核種や摂取条件を設定することで、体内残留量やモニタリング

値あたりの預託線量等が提供される。本研究テーマで開発した線量評価コードは、国内にお

ける内部被ばく防護基準値の改正での活用を鑑みて、全ての放射性核種に対する線量評価が

可能である。ただし、ユーザーのニーズに合わせて重要な核種に焦点を当てたバージョンを

開発することは、コードのプレゼンスの向上という観点からも検討の余地がある。 

以上の結果、利用普及についても、原子力規制庁と原子力機構で協力して、引き続き検討

することとした。 
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第6章  あとがき 

平成 29 年度からの 4 か年計画で、ICRP 2007年勧告に準拠して、内部被ばく線量評価に用

いる実効線量係数を導出するとともに、核種の摂取量を推定できるコードの開発に関する研

究に取り組んできた。昨年度までの事業で、2つの基本機能を順次開発し、これらを統合した

コードβ版を完成させた。そこで、最終年度となる令和 2 年度は、線量評価コードの完成及

び公開を目標として、研究を進めた。 

線量評価コードの完成へ向けて、原子力機構、他の大学や研究機関において緊急被ばく医

療やモニタリングに携わる専門家へコードβ版を試用提供し、操作上での使い勝手、結果の

表示方法等に関する意見を聴取した。専門家からは、コードの操作性の他、インストールや

動作、更には公開へ向けての要望等があった。そこで、得られた意見を分類し、各項目の対

応方針を検討したうえでβ版コードの改良を進めた。このうち、コードの動作、インターフ

ェース等に関しては、概ね意見を反映してβ版を改良し、モニタリング結果に基づく核種摂

取量の推定や線量評価等を効率的かつ簡便に遂行することが可能となった。また、インスト

ールに関しては、線量評価コードが確実に動作するよう、基本ソフト（OS）の種類に応じた

インストール手順を整備した。他、事業期間を通じて、ICRP による 2007 年勧告に準拠する

線量評価モデルやデータが順次公開され、コードへ実装してきた。今年度も、令和 2年（2020

年）1月に OIR part 4 （ICRP Publ.141）[29]で公開されたランタノイド、アクチノイド元素（25

元素）の職業被ばくに対する全身体内動態モデルを実装し、実効線量係数の正確な導出を検

証した。そのため、令和 3年 3月末段階で ICRPが公開している実効線量係数に関しては、国

内で独自に検証するための技術基盤を確保できた。更に、ユーザーの専門知識に応じて、例

題を含めたマニュアルを整備した。以上のように、順次公開される線量評価モデルやデータ

を逐次実装することを可能としたうえで、実効線量係数の検証やモニタリングに基づく核種

摂取量推定などを可能とする線量評価コードを完成させ、当初の目標を達成させた。 

線量評価コードの開発に加えて、RI 数量告示の改正などにおける活用策、今後の管理や公

開、提供等に関する検討も進めた。本研究では、放射線安全規制におけるコードの活用とい

う観点から、2007年勧告に準拠する線量評価モデルやデータの調査も進めてきた。その中で、

これまでに公開された OIR シリーズにおいて、半減期 10分未満の核種に関しては、ICRP か

ら 2007年勧告に準拠する実効線量係数が公開されていない等の情報を得た。完成させた線量

評価コードでは、現行の RI 数量告示にあるものを含めて、半減期 10 分未満の核種に対する

実効線量係数を国内で独自に導出することが可能である。そのため、完成させた線量評価コ

ードを活用することで、RI 数量告示の改正を着実に進捗させることができると考える。 

また、本事業を通じて、β版の意見聴取を行った専門家の他にも、PO会合や成果報告会な

どで、開発した線量評価コードの利用普及に関するコメントが多くあった。そこで、現在の

状況を鑑みて、コードの管理や提供、利用普及などに関する検討を進めた。現時点の懸念と

して、ICRP から 2007 年勧告に準拠する内部被ばく線量評価モデルやデータの公開が完了し

ていないという問題がある。全身体内動態モデルに関しては、今年度の事業で一定の技術基

盤を確保したことを確認したが、成人以外の SAF データについては正式に公開されるまで、

フォーマットやサイズなどが不透明な状況にある。そこで、コードの更新に関する情報を適
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切に伝承できるよう、本研究を進めた原子力機構で完成させた線量評価コードを管理するこ

ととした。また、線量評価コードの提供や公開についても、今年度の事業を通じて課題が見

いだされた。コードの公開や提供に関しては、普及するための方策とともに、原子力規制庁

と原子力機構で今後も協力して検討することとした。 

 

最後に、本研究の進捗にあたり、貴重なご助言やコメントを頂いたプログラムオフィサー

（PO）の古田定昭先生、PO補佐の原子力規制庁 大町康氏、佐藤直己氏、小林駿司氏に深く

御礼申し上げます。 
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付 1-1 

 

付録 1 コード操作マニュアル 

内部被ばく線量評価コードのマニュアルとして作成した以下の文書について、付録として

収録する。 

· 内部被ばく線量評価コード取扱説明書 

· 内部被ばく線量評価コード（簡易版）取扱説明書 

· 内部被ばく線量評価コード XML 編集マニュアル 

· 例題集 
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付 1-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内部被ばく線量評価コード 

 

取扱説明書（ver. 1.0） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年 3 月 

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 
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付 1-3 

 

  

内部被ばく線量評価コードは、原子力規制委員会放射線安全

規制研究戦略的推進事業費（内部被ばく線量評価コードの開

発に関する研究）事業（JPJ007057）において開発された。 
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付 1-4 

 

1. はじめに 

日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」と呼ぶ。）は、平成 29年度から令和 2年度

までの 4 ヵ年計画で、原子力規制委員会放射線安全規制研究戦略的推進事業費（内部被ばく

線量評価コードの開発に関する研究）事業（JPJ007057）として、国際放射線防護委員会（ICRP）

2007 年勧告に準拠した内部被ばく線量評価コード（Internal Dose Calculation Code: IDCC）を

開発した。本説明書は、IDCCの操作方法をまとめたものである。 

IDDC は、ICRP 2007 年勧告に対応した線量係数（放射性核種 1 Bq 摂取あたりの預託実効

線量）を計算する機能と、全身カウンタやバイオアッセイ等の内部被ばくモニタリング値か

ら摂取量を推定する機能を備えている。また、1990 年勧告に準拠した線量係数との差違の解

析や、1990年勧告に対応した体内動態モデルによる摂取量推定を実行できるよう、1990 年勧

告に対応した線量評価モデル・データも備えている。 

これらの機能は、グラフィカルユーザーインターフェイス（GUI）により計算条件を設定し

て実行することができる。また、あらかじめ計算条件等を収録したファイルを用意しておき、

コマンドプロンプト等の CUI により順次読み込んで連続計算することも可能である。GUI及

び CUI による計算実行方法について、それぞれ第 3章及び第 4章で説明する。 
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2. IDCCのインストールおよび GUIの起動方法 

2.1  実行環境 

IDCC は Java アプリとして開発されており、オペレーティングシステム（OS）ごとに対応

する Java8 の実行環境（JRE）がバンドルされている。表 2-1 に、推奨する実行環境を示す。 

 

表 2-1 推奨する実行環境 

項目 要件 

CPU Intel Core i3 以上 

（実行速度はシングルスレッドの処理能力に依存） 

メモリ 4 GB以上 

外部記憶装置容量 10 GB以上 

モニタ解像度 1920 × 1080 

OS（動作確認済） Windows 10 Pro・Home、 

Ubuntu 20.04 LTS、 

macOS Catalina 

 

2.2  インストールおよび起動方法 

2.2.1 Windows 

インストーラーを起動し、インストールを行う。インストール時にはインストール先のフ

ォルダの選択（デフォルトは Cドライブ直下）、デスクトップショートカットの作成を行うこ

とが可能である。 

インストール後にはスタートメニューにアプリケーションが追加されるため、それを選択

して起動することができる。また、インストール中にデスクトップショートカットの作成を

選んだ場合にはデスクトップにショートカットが生成されるため、そこから起動することも

できる。 
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2.2.2 Linux 

アーカイブファイル（tar.gz）を任意のディレクトリ（ユーザーのホームディレクトリなど）

で展開する。 

 

tar zxvf idcc_unlimited.tar.gz 

 

ターミナルでラッパーIDCCを実行することで起動する（この時、IDCCに実行権限が付与

されていることを確認する）。 

 

idcc_unlimited/IDCC 

 

デスクトップショートカットのサンプルを以下に示す。installer¥linux¥idcc.desktop の中身を

使用者の環境に合わせて編集する。 

 

[Desktop Entry] 

Name=IDCC           デスクトップ上に表示されるアプリケーション名 

Comment=Internal Radiation GUI 

Type=Application                   変更不可 

Exec=/home/user_name/idcc_unlimited/IDCC       ラッパーの絶対パス（必須） 

Icon=/home/user_name/idcc_unlimited/IREC_icon.png    アイコンの絶対パス 

Terminal=false                    変更不可 

 

この idcc.desktop をデスクトップに保存する。保存するとデスクトップにアイコンが表れ

る。このアイコンをダブルクリックすると起動するように以下の手順で設定を行う。 

① アイコンを右クリックして「プロパティ」を選択する。 

② プロパティのダイアログでアクセス権タブの「プログラムとして実行可能」にチェックを入

れて閉じる 

③ アイコンを右クリックして「起動を許可する」を選択する（図 2-1） 

以上でデスクトップショートカットをダブルクリックで GUIが起動するようになる。 
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図 2-1 Ubuntuのデスクトップショートカットの設定 

 

2.2.3 macOS（CUI で実行したい場合） 

Linux と同様にアーカイブファイル（tar.gz）を任意のディレクトリ（ユーザーのホームディ

レクトリなど）で展開する。CUI で実行する場合には Java8 の実行環境がインストールされ

ている必要がある。CUIによる実行方法については 4章で説明する。 

 

tar zxvf idcc_unlimited.tar.gz 

 

2.2.4 macOS（GUI で実行したい場合） 

イメージディスクファイル（.dmg）をダブルクリックするなどしてマウントする。マウン

トするとデスクトップ上にイメージディスクのアイコンが表示される（図 2-2）。 

 

 

図 2-2 イメージディスクのアイコン 

 

このアイコンをダブルクリックすると図 2-3に示すウィンドウが表示される。appファイル

のアイコンをアプリケーションフォルダーのエイリアスにドラッグアンドドロップすること

- 39 -



付 1-8 

 

でユーザーのアプリケーションフォルダーにアプリケーションがインストールされる。また、

アプリケーションフォルダー以外にも任意のフォルダに app ファイルをコピーすることでイ

ンストールが可能である。 

 

 

図 2-3 アプリケーションのインストール 

 

インストール後はイメージディスクをアンマウントする。図 2-2 のアイコンを右クリック

し、「～を取り出す」を選択する（図 2-4）。また、イメージディスクファイル（.dmg）は削除

しても問題ない。 

 

ドラッグ＆ドロップ
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図 2-4 イメージディスクのアンマウント 

 

アプリケーションへのショートカットを作成するには app ファイルを右クリックしてエイ

リアスの作成を行い、デスクトップなどにエイリアスを移動する。 
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3. GUIによる計算実行 

3.1  概要 

GUI による処理フローを図 3-1に示す。IDCCを実行すると、既定の計算条件設定ファイル

を読み込んだ状態の GUI 主画面（図 3-2）が立ち上がり、計算条件入力モードとなる。計算条

件設定ファイルとは、GUI で設定可能な項目に関するデータ（例：使用するモデルやデータ

ファイルのディレクトリ及びファイル名、核種、摂取経路等）を格納したファイルで、既定

のファイルには初期設定が格納されている。計算条件の変更は、GUI の各ボタンをクリック

すると表示されるダイアログに従って行い、設定を完了（「Calculation stage」ボタンをクリッ

ク）すると計算実行・結果閲覧モードに移行する。このモードでは、まず S 係数（線源領域

において核種が 1 回崩壊したときに標的臓器に与える等価線量）を計算し、続いて体内放射

能と等価線量や実効線量の計算を行う。これらの計算結果は出力フォルダにテキストファイ

ルで出力されるとともに、GUI 上で表やグラフによって閲覧できる。 

 

 

 

図 3-1 GUI による処理フロー 

  

入力ファ
イル

既定の入力ファ
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〇HrtmKinetics.xml

◎ HatmKinetics.xml (Male,Female)
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出力フォルダに結果

を出力

S係数結果を表で閲覧
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図 3-2 GUI 主画面 
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3.2  macOS における操作方法 

macOSにおける以下の操作は Windowsと異なることに注意する必要がある。 

⚫ macOSでは、Ctrl キーの代わりに⌘commandキーを用いる。 

⚫ macOS では、右クリックの代わりに副ボタンのクリックを用いる。副ボタンのクリッ

クの操作方法は、システム環境設定に依存する。 

 

次節以降は Windows における操作方法を説明するが、上記の操作を除き他の OS において

も基本的に GUI の操作方法は同じである。 

 

3.3  計算条件入力モード 

IDCCを実行し、GUI が起動すると、計算条件入力モードとなる。本節では、計算条件入力

モードでの操作について説明する。 

 

3.3.1  計算条件設定ファイル 

GUI を起動すると、既定の計算条件設定ファイルに収録された計算条件が表示される。計

算条件設定ファイルは XML で記述され、表 3-1 の内容を収録している。GUI 上で任意の計

算条件を設定した後、その条件を計算条件設定ファイルとして保存することができる。また、

任意の計算条件設定ファイルを指定し、読み込むこともできる。 

図 3-3 に、計算条件設定ファイルに関する GUI のキャプチャー画面を示す。図 3-3 の①で

示す枠には、現在選択中の計算条件設定ファイルのファイル名及びそのディレクトリが示さ

れている。任意の計算条件設定ファイルに変更する場合は「Change」ボタン（図 3-3 ②）を

押し、表示されるダイアログからファイルを指定する。計算条件設定ファイルを読み込み後、

GUI 上で変更した計算条件を保存する場合は「Save」ボタン（図 3-3 ③）を押し、表示され

るダイアログで保存するディレクトリ及びファイル名を指定することで保存する。また、

「Reset」ボタン（図 3-3 ④）を押すと、GUI上で設定した計算条件をリセットし、計算条件

設定ファイルを読み込んだときの状態に戻すことができる。 

コードの初期状態では、表 3-2 に示す 3 種類の計算条件設定ファイルが用意されてい

る。”07-input.xml”は、すべてのモデルやデータについて 2007 年勧告対応のものを使用するよ

う設定されており、コード起動時の既定ファイルに指定されている。”90-input.xml”は、核崩

壊データを除くモデルやデータについて 1990 年勧告対応のものを使用するよう設定されて

いる。ただし、1990年勧告対応のモデルやデータを用いた線量係数の計算は、新旧の線量係

数の違いの原因を解析するという目的においては十分正確に計算できる（1990 年勧告対応の

線量係数を再現できる）ことは確認しているものの、計算アルゴリズムについては 2007 年勧

告準拠のままであることに留意が必要である。”xx-input.xml”は、体内動態モデル（呼吸気道・

消化管クリアランスモデル、全身体内動態モデル）のみ 1990 年勧告対応とし、その他のモデ

ル・データは 2007 年勧告対応のものを使用する設定となっている。  

- 44 -



付 1-13 

 

表 3-1 計算条件設定ファイルの内容 

 

  

1 2 3 4 5 6
Input

Data
DecayNdx ICRP Publ.107の崩壊系列データ ICRP-07.NDX
DecayRad ICRP Publ.107の放射線エネルギーデータ ICRP-07.RAD

DecayBet ICRP Publ.107のβ線連続スペクトルデータ ICRP-07.BET
Age 年齢のXMLデータ 1-age.xml
Material 物質のXMLデータ 1-material.xml

Compartemnt コンパートメントのXMLデータ 2-compartment.xml
Organ 臓器のXMLデータ 1-organ.xml

EvaluationTime 計算結果出力時間データ time.dat
AerosolDeposition 呼吸気道のエアロゾル沈着割合のXMLデータ 3-hrtm-deposition-aerosol.xml
GasDeposition 呼吸気道のガス沈着割合のXMLデータ 3-hrtm-deposition-gas.xml

HrtmTransfer 呼吸気道の移行のXMLデータ 3-hrtm-transfer.xml
HrtmAbsorption 呼吸気道の血液吸収のXMLデータ 2-hrtm-absorption.xml
HatmTransfer 消化管の移行のXMLデータ 3-hatm-transfer.xml

HatmAbsorption 消化管の血液吸収のXMLデータ 3-hatm-absorption.xml
WoundDeposition 創傷の沈着のXMLデータ 3-wound-deposition.xml

WoundTransfer 創傷の移行のXMLデータ 3-wound-transfer.xml
SystemicTransfer Systemic移行のXMLデータ 3-systemic-transfer.xml
BladderTransfer 膀胱の移行のXMLデータ 3-bladder-transfer.xml

Noble 希ガスのXMLデータ 3-noble.xml
RadiationFactor 放射線加重係数のXMLデータ 1-radiation-factor.xml
EquivalentDose 等価線量のXMLデータ 1-equivalent-dose.xml

EquivalentTissue 等価線量組織のXMLデータ 2-equivalent-tissue.xml
BodyMass 体重のXMLデータ 2-body.xml

SafMass
Source 線源領域データ sregions_2017-03-07.NDX
Target 標的領域データ torgans_2017-03-07.NDX

SystemicSource 全身線源データ SystemicSource.dat
SafList

Saf

DayOld SAFデータの日齢[d] 7300
PhotonMale 男性の光子SAFデータ rcp-am_photon_2017-03-07.SAF

ElectronMale 男性の電子SAFデータ rcp-am_electron_2017-03-07.SAF
AlphaMale 男性のα粒子SAFデータ rcp-am_alpha_2017-03-07.SAF
NeutronMale 男性の中性子SAFデータ rcp-am_neutron_2017-03-07.SAF

PhotonFemale 女性の光子SAFデータ rcp-af_photon_2017-03-07.SAF
ElectronFemale 女性の電子SAFデータ rcp-af_electron_2017-03-07.SAF
AlphaFemale 女性のα粒子SAFデータ rcp-af_alpha_2017-03-07.SAF

NeutronFemale 女性の中性子SAFデータ rcp-af_neutron_2017-03-07.SAF
Repository

Folder 保存ホルダ ./repository/test
Evaluation

Flag
評価選択フラグ

0=AcuteIntakeForBoth, 1=ChronicIntake, 2=IntakeEstimation
0

Exposure
Gender 性別(male, female) male

Subject 対象者(worker, public) worker
DayOld 日齢[d] 7300(成人)
Period 期間[d] 18250(50年間)

Aerosol
Amad 空気力学的放射能中央径[µm] 5.0(作業者のデフォルト値)

Intake
Nuclide 核種 Co-60
Route 経路(inhalation, ingestion, injection, wound) inhalation

ChemicalForm 化学形 F(CobaltNitrate,Chloride)
AlimentaryMaterial 消化管モデルの物質 total-diet
SystemicMaterial Systemicモデルの物質 none

Quantities
Quantity

Date 摂取日付(yyyy/mm/dd-hh) 2018/08/28-00
Value 摂取量[Bq] 1

Measurement

DeviationType 偏差タイプ(none, normal, lognormal) none
Radiations

Radiation

Nuclide 測定核種 Co-60
Source 測定線源または構成臓器 Urine

Lungs,Bronchi,Bronchi-b,Bronchi-
q,Brchiole,Brchiole-b,Brchiole-q,ALV,LN-

Th,BBi-gel,BBi-sol,BBi-seq,BBi-bnd,bbe-
gel,bbe-sol,bbe-seq,bbe-bnd,AI

Limit 測定下限値[Bq] 10

ErrorType 測定誤差タイプ(absolute, relative) absolute
Activities

Date 測定日付(yyyy/mm/dd-hh) 2018/09/04-00
Value 測定値[Bq] 1000
Error 測定誤差 0

要素
内容 例
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① 現在選択中の計算条件設定ファイルのディレクトリ及びファイル名を表示する枠。 

② 読み込む計算条件設定ファイルを変更するボタン。ボタンを押すとダイアログが表示され、

計算条件設定ファイルを指定可能。 

③ GUI 上で設定した計算条件を保存するボタン。ボタンを押すとダイアログが表示され、保

存するディレクトリ及びファイル名を指定可能。 

④ 計算条件をリセットするボタン。ボタンを押すと Confirm ダイアログが表示され、「はい

(Y)」を押すと GUI 上で設定した計算条件をリセットし、計算条件設定ファイルを読み込

んだときの状態に戻す。 

図 3-3 計算条件設定ファイルの確認、変更、保存画面 

 

 

表 3-2 標準装備の計算条件設定ファイル 

ファイル名 組織加重係数 体内動態モデル SAFデータ 

07-input.xml（既定ファイル） 2007年勧告対応 2007年勧告対応 2007年勧告対応 

90-input.xml 1990年勧告対応 1990 年勧告対応 1990 年勧告対応 

xx-input.xml 2007年勧告対応 1990 年勧告対応 2007年勧告対応 

①

②

②

③

③

④

④
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3.3.2  モデル・データファイルの設定 

IDCC は、計算を実行する際に様々な線量評価用モデルやデータのファイル（以下、「線量

評価用データファイル」と呼ぶ。）を参照する。既定の計算条件設定ファイルが参照するよう

設定している線量評価用データファイルの一覧を表 3-3 に示す。形式が「定型 TEXT」とな

っているファイルは、ICRPが公開しているデータファイルをそのまま利用している。形式が

「XML」及び「CSV」となっているファイルは、関連する ICRP刊行物に記載されたデータを

所定の様式に編集したものである。 

線量評価用データファイルは、所定の様式に従って編集された任意のものを使用すること

ができる。図 3-4 に、使用する線量評価用データファイルを確認及び変更するときの GUI キ

ャプチャー画面を示す。GUI 主画面の「Data file」枠内の「Change」ボタン（図 3-4 ①）を押

すとダイアログが表示され、「Data」及び「Saf」タブ（図 3-4 ②及び③）を切り替えることに

より現在指定されている線量評価用データファイルを確認することができる。 

「Data」タブに示されている線量評価用データファイルを変更するときは、3 列目「File」

の対応する行のボックスをクリックし、ディレクトリ（IDCCのインストールディレクトリに

対する相対パス）とファイル名を直接入力する。 

「Saf」タブでは、使用する SAF データの確認及び変更と、任意の日齢に対する SAF デー

タの追加ができる。データの追加は、図 3-5 ①の枠に SAFデータを追加する日齢を入力して

「Add」ボタン（図 3-5 ②）を押し、下段の「File」列のボックス（図 3-5 ③）をクリックし

て指定する SAFデータのディレクトリ及びファイル名を入力することでできる。 
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表 3-3 既定の線量評価用データファイル一覧 

データファイル 形式 概要 

ICRP-07.NDX 定型 TEXT ICRP Publ.107 の核崩壊データ（半減期、分岐比等） 

ICRP-07.RAD 定型 TEXT ICRP Publ.107 の核崩壊データ（放出率、エネルギー） 

ICRP-07.BET 定型 TEXT ICRP Publ.107 の核崩壊データ（β線スペクトル） 

sregions_2017-03-07.NDX 定型 TEXT ICRP Publ.133 の SAF データ（線源領域） 

torgans_2017-03-07.NDX 定型 TEXT ICRP Publ.133 の SAF データ（標的領域） 

rcp-am_photon_2017-03-07.SAF 定型 TEXT ICRP Publ.133 の SAF データ（成人男の光子の SAF） 

rcp-am_electron_2017-03-07.SAF 定型 TEXT ICRP Publ.133 の SAF データ（成人男の電子の SAF） 

rcp-am_alpha_2017-03-07.SAF 定型 TEXT ICRP Publ.133 の SAF データ（成人男のα粒子の SAF） 

rcp-am_neutron_2017-03-07.SAF 定型 TEXT ICRP Publ.133 の SAF データ（成人男の中性子の SAF） 

rcp-af_photon_2017-03-07.SAF 定型 TEXT ICRP Publ.133 の SAF データ（成人女の光子の SAF） 

rcp-af_electron_2017-03-07.SAF 定型 TEXT ICRP Publ.133 の SAF データ（成人女の電子の SAF） 

rcp-af_alpha_2017-03-07.SAF 定型 TEXT ICRP Publ.133 の SAF データ（成人女のα粒子の SAF） 

rcp-af_neutron_2017-03-07.SAF 定型 TEXT ICRP Publ.133 の SAF データ（成人女の中性子の SAF） 

1-age.xml XML 年齢データ 

1-equivalent-dose.xml XML 等価線量データ 

1-material.xml XML 物質データ 

1-organ.xml XML 臓器データ 

1-radiation-factor.xml XML 放射線加重係数データ 

2-body.xml XML 体重データ 

2-compartment.xml XML コンパートメントデータ 

2-equivalent-tissue.xml XML 等価線量を構成する標的組織・臓器データ 

2-hrtm-absorption.xml XML 呼吸気道の血液吸収データ 

3-bladder-transfer.xml XML 膀胱の移行係数データ 

3-hatm-absorption.xml XML 消化管の血液吸収データ 

3-hatm-transfer.xml XML 消化管の移行係数データ 

3-hrtm-deposition-aerosol.xml XML 呼吸気道のエアロゾルの沈着割合データ 

3-hrtm-deposition-gas.xml XML 呼吸気道のガス・蒸気状の沈着割合データ 

3-hrtm-transfer.xml XML 呼吸気道の移行係数データ 

3-noble.xml XML 呼吸気道と消化管の希ガスの移行係数データ 

3-systemic-transfer.xml XML 全身体内動態モデルの移行係数データ 

3-wound-deposition.xml XML 創傷モデルの沈着コンパートメントデータ 

3-wound-transfer.xml XML 創傷モデルの移行係数データ 

time.dat CSV 経時変化計算の時間データ 
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① 線量評価用モデル・データの確認及び変更ボタン。ボタンを押すとダイアログが表示され、

使用するモデルやデータの確認及び変更が可能。 

② SAFデータ以外のモデル・データを確認及び変更を行うタブ。 

③ SAFデータの確認、変更及び追加を行うタブ。 

図 3-4 データファイルの確認、変更画面 

  

①

②

③
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①  SAFデータを追加する日齢を入力するボックス。 

② 「Intake age」枠に①ボックスの日齢を追加するボタン 

③ 指定する SAF データのディレクトリ及びファイル名を入力する列。 

図 3-5 年齢別 SAFデータの追加画面 

  

①

②

③
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3.3.3  出力ファイル保存ディレクトリの設定 

IDCCは、計算結果の出力ファイルを指定したディレクトリに保存する。現在指定されてい

る保存ディレクトリは、GUI 主画面の「Output directory」枠（図 3-6 ①）に表示されている。

変更する場合は、「Change」ボタン（図 3-6 ②）を押すと表示されるダイアログによりディレ

クトリを指定する。 

 

 

① 現在設定されている保存ディレクトリを表示する枠。 

② 保存ディレクトリを変更するボタン。ボタンを押すとダイアログが表示され、保存するデ

ィレクトリ名を変更可能。 

図 3-6 保存ディレクトリの確認、変更画面 

  

① ②

②
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3.3.4  評価機能の選択 

IDCCは、単位放射能の急性摂取に対する線量係数の計算、複数回または継続的な放射能の

摂取（以下、「慢性摂取」と呼ぶ。）に対する累積被ばく線量の計算、及びモニタリング値から

の核種摂取量の推定を実行できる。これらの評価機能は、GUI 主画面の「Evaluation mode」プ

ルダウンメニューから選択する。急性摂取に対する線量係数計算は「Acute unit intake」、慢性

摂取に対する累積被ばく線量計算は「Chronic intake」、核種摂取量推定は「Intake estimation」

をそれぞれ選択する。「Chronic intake」または「Intake estimation」を選択すると、GUI 主画面

の「Intake」枠下部にある「Chronic intake」ボタンまたは「Intake estimation」ボタンがそれぞ

れアクティブになり、条件設定やモニタリング値入力が可能となる。 
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①  評価機能を選択するプルダウンメニュー（Acute unit intake、Chronic intake、Intake 

estimation）。 

②  慢性摂取の摂取条件を入力するボタン。①で「Chronic intake」を選択するとアクティブ。 

③  摂取量推定におけるモニタリング値を入力するボタン。①で「Intake estimation」を選択

するとアクティブ。 

図 3-7 評価機能の選択画面 

  

①

② ③

- 53 -



付 1-22 

 

3.3.5  評価対象の設定 

評価対象の設定は、GUI主画面の「Exposure」枠で行う。上段の「Gender」プルダウンメニ

ュー（図 3-8 ①）は、評価機能選択で「Chronic intake」または「Intake estimation」を選択した

場合にアクティブとなり、「male」または「female」を選ぶ。「Subject」プルダウンメニュー（図

3-8 ②）は、「worker」または「public」から選択する。「public」を選択した場合、「Age」プル

ダウンメニュー（図 3-8 ③）がアクティブとなり、評価対象の年齢（単位：日）を設定する。

所定の日齢がある場合はメニューから選択する。任意の日齢を指定する場合は「Enter」を選

択し、アクティブになる Intake age[d]ボックス（図 3-8 ③）に日齢を入力する。あるいは Age、

Month、Day ボックス（図 3-8 ⑥）に年、月、日齢を入力すると、自動的に日齢に換算される。

ただし、現行版は公衆のデータは含まれていないため、メニューに「public」は含まれていな

い。「Period」ボックス（図 3-8 ⑤）は、急性摂取については預託期間を、慢性摂取について

は最初の摂取から被ばく線量を積算する期間を入力する。初期値は、作業者（成人）の 50 年

（18250日）となっている。 
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①  評価機能が「Chronic intake」または「Intake estimation」の場合に性別を指定するプルダウ

ンメニュー。 

② 評価対象を選択するプルダウンメニュー（worker、public）。ただし、現行版は「worker」

のみ。 

③ ②で「public」選択時に既定の年齢（日齢）の指定または任意の日齢の入力（Enter）を選

択するプルダウンメニュー。 

④ ③で「Enter」を選択時に日齢を入力するボックス。⑥と連動している。 

⑤ ③で「Enter」を選択時に急性摂取における預託期間、慢性摂取における被ばく線量積算期

間を入力するボックス。 

⑥ ③で「Enter」を選択時に年、月、日齢を入力するボックス。④と連動している。 

図 3-8 評価対象の設定画面 

  

①
② ③

⑤④
⑥
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3.3.6  摂取条件の設定 

摂取条件の設定は、GUI主画面の「Intake」枠で行う。摂取核種の指定は、核種名が表示さ

れているボタン（図 3-9 ①）をクリックすると表示されるダイアログ内の周期表で元素を選

択し、ダイアログ左下の「Nuclide」枠（図 3-9 ⑦）から核種を選択する。周期表で括弧書き

になっている元素は、全身体内動態モデルのデータファイルが整備されていないことを表し

ており、データファイルを用意すれば括弧が外れ、選択できるようになる。 

図 3-9 ②のプルダウンメニューで摂取経路（「Inhalation」、「Ingestion」、「Injection」または

「Wound」）を選択する。「Inhalation」を選択したときは「Deposition」ボタン（図 3-9 ③）が

アクティブになり、押すと開くダイアログにより吸入したエアロゾルの呼吸気道沈着割合を

確認することができる。現行版は、空気力学的放射能中央径（AMAD）が 5 μm（作業者の標

準値）の時の沈着割合データのみ実装しているが、AMADに応じた沈着割合データファイル

を用意することでダイアログの「AMAD」プルダウンメニュー（図 3-9 ⑧）から選択可能と

なる。また、「Fraction」枠の「male」及び「female」列（図 3-9 ⑨）に沈着割合を直接設定す

ることも可能である。「Chemical form」プルダウンメニュー（図 3-9 ④）では、元素の種類や

摂取経路に応じて表示される化学形、血液への吸収タイプ等を選択する。「Alimentary material」

プルダウンメニュー（図 3-9 ⑤）ではヒト消化管モデルにおける消化管内の移行速度を決め

る材質（「Solid」、「Caloric-liquid」、「Non-caloric-liquid」及び「Total-diet」）を選択するが、現行

版には「Total-diet」のみ実装している。「Systemic material」プルダウンメニュー（図 3-9 ⑥）

では、化学形によって全身体内動態モデルが異なる核種（H-3、S-35等）が選択されている場

合に、使用する全身体内動態モデルを指定する。 
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① 摂取核種を指定するボタン。ボタンを押すと周期表ダイアログが表示され、元素、核種を

選択可能。 

② 核種の摂取経路を指定するプルダウンメニュー。 

③ 吸入摂取の際に吸入エアロゾルの呼吸気道沈着割合データを確認、変更するボタン。ボタ

ンを押すとダイアログが表示され、データを確認、変更可能。 

④ 核種の化学形を選択するプルダウンメニュー。 

⑤ 消化管における移行速度を決める材質の種類を選択するプルダウンメニュー。ただし、現

行版では「total-diet」のみ。 

⑥ 化学形により全身体内動態モデルが異なる場合に使用する動態モデルを選択するプルダ

ウンメニュー。 

⑦ 周期表で選択された元素の核種を選択する枠。 

⑧ AMAD に応じた沈着割合データファイルがある場合に、使用するファイルを指定するプ

ルダウンメニュー。 

⑨ 沈着割合を直接設定する場合に数値を入力するボックス。 

図 3-9 摂取条件の設定画面 

  

①
② ③

⑤
④

⑥

①

③

⑦

⑨

⑧
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3.3.7  慢性摂取の条件設定 

GUI 主画面「Evaluation」プルダウンメニュー（3.3.4 項参照）で「Chronic intake（慢性摂取）」

を選択すると、GUI 主画面「Intake」枠内の「Chronic intake」ボタンがアクティブになる（図

3-10 ①）。このボタンを押すと表示されるダイアログ（図 3-10 ①）で摂取条件を設定する。 

本コードでは、指定した期間、一定の速さで放射能を摂取したという条件で慢性摂取を設

定できる。摂取条件の表（図 3-10 ②）は、左の列から「年」、「月」、「日」、「時」、「摂取量（Bq）」

となっている。ここで、摂取量は、次の行の日時までの積算摂取量である。行の追加及び削

除は、表中で右クリックすることにより行う。最終行は、摂取量が 0とする。 

例えば、図 3-10に示す条件では、以下のような摂取を意味する。 

・ 11/19 10時から 11 時まで一定速度で 10 Bq を摂取。 

・ 11/19 11時から 11/23 13時までは摂取なし。 

・ 11/23 13時から 15 時まで一定速度で 20 Bq を摂取。 

・ 11/23 15時から 16 時まで一定速度で 30 Bq を摂取。 

・ 11/23 16時からは摂取なし。 

摂取条件は、CSV（カンマ区切り）、空白またはタブで区切った 5列のテキストデータを別

途用意し、それを表にコピーアンドペーストすることもできる（図 3-10 ③）。なお、Microsoft 

Excel で作成したデータはタブ区切りとなるため、そのまま貼り付けできる。枠内右上の

「Elapsed day」ボタン（図 3-10 ④）を押すと、表に最初の摂取開始時からの経過時間が表示

される。「Open calendar」ボタン（図 3-10 ⑤）を押すと、カレンダーが表示され、選択した日

付を入力することができる。 
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① 評価機能で慢性摂取を選択時に摂取条件を入力するダイアログを表示するボタン。 

② 摂取条件を表示、入力する表。 

③ 右クリックにより摂取条件を追加、削除する。または、摂取条件をテキストエディタ等で

別途作成し、貼り付ける。 

④ 摂取開始からの経過時間を表示させるボタン。 

⑤ カレンダーで選択した日付を入力するボタン。 

図 3-10 慢性摂取の条件設定画面 

  

①

①

③

④

②

⑤

⑤
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3.3.8  摂取量推定の条件設定 

GUI 主画面「Evaluation」プルダウンメニュー（3.3.4項参照）で「Intake estimation（摂取量

推定）」を選択すると、GUI 主画面「Intake」枠内の「Intake estimation」ボタンがアクティブに

なる（図 3-11 ①）。このボタンを押すと表示されるダイアログで摂取量推定の条件（摂取日

及びモニタリング値）を設定する。 

ダイアログの「Intake」枠内の表（図 3-11 ②）は、核種を摂取した日時を入力する。行の

追加及び削除は、表中で右クリックすることにより行う。また、摂取に関するデータを CSV、

空白またはタブで区切った 5 列のテキストデータを別途用意し、それを表にコピーアンドペ

ーストすることもできる（図 3-11 ③）。なお、Microsoft Excel で作成したデータはタブ区切り

となるため、そのまま貼り付けできる。「Open calendar」ボタンを押すと、カレンダーが表示

され、選択した日付を入力することができる。「Apply elapsed day」ボタンを押すと、elapsed 

day 列に入力した経過時間に基づいて計算された日時を入力することができる。 

モニタリング値の入力は、まず「Measurement」枠内の「Sample」欄（図 3-11 ④）の中から

モニタリング箇所を選択する。複数箇所の測定データを考慮する場合は、Ctrl キーを押しな

がら選択すると、複数の測定箇所を指定できる。続いて、表（図 3-11 ⑤）にモニタリングの

日時及びモニタリング値を入力する。モニタリング値を入力する行は、表中で右クリックし

て追加及び削除することができる。また、モニタリングに関するデータを CSV、空白または

タブで区切った 6 列のテキストデータを別途用意し、それを表にコピーアンドペーストする

こともできる。「Open calendar」ボタンを押すと、カレンダーが表示され、選択した日付を入

力することができる。「Apply elapsed day」ボタンを押すと、elapsed day列の数値に基づいて

計算された日時を入力することができる。 

検出下限値未満という測定結果を考慮する場合は、「Limit detection」ボックス（図 3-11 ⑥）

に検出下限値を入力する。「Deviation type」プルダウンメニュー（図 3-11 ⑦）は、モニタリン

グ値に付随する誤差の分布様式を指定する。「Error type」プルダウンメニュー（図 3-11 ⑧）

は、モニタリング値に付帯する誤差の種類（相対誤差または絶対誤差）を指定する。 
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①  評価機能で摂取量推定を選択すると「Intake estimation」ボタンがアクティブになり、ボ

タンを押すとモニタリング値入力ダイアログが表示される。 

② 摂取した日時を入力する。 

③ 右クリックにより、摂取条件を追加、削除する選択肢を表示。摂取条件をテキストエディ

タ等で別途作成し、貼り付けることも可能。 

④ モニタリング箇所を選択する枠。 

⑤ モニタリング値を表示、入力する表。 

⑥ 検出下限値を入力するボックス。 

⑦ 誤差の分布様式を選択するプルダウンメニュー。 

⑧ 誤差の種類（相対誤差または絶対誤差）を選択するプルダウンメニュー。 

⑨ カレンダーを表示するボタン。 

⑩ 経過時間から計算された日時を入力するボタン。 

図 3-11 摂取量推定の条件設定画面 

  

①

①

②

③

⑩

⑥ ⑧

④

⑤

⑨

⑨ ⑩
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3.4  計算実行・結果閲覧モード 

計算条件設定モードで計算条件を設定して GUI主画面の「Calculation stage」ボタン（図 3-12 

①）を押すと、計算条件が固定され計算実行・結果閲覧モードに移行する。再度「Calculation 

stage」ボタンを押すと計算条件設定モードに戻り、計算条件を変更することができる。本節

では、計算実行・結果閲覧モードでの操作について説明する。 

 

 

① 計算実行・結果閲覧モードへの移行ボタン。再度押すと、計算条件設定モードに戻る。 

図 3-12 計算実行・結果閲覧モードへの移行画面 

  

①
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3.4.1  体内動態モデルの編集 

計算に使用する体内動態モデルの確認及び編集は、GUI 主画面「Intake」枠内の「Biokinetics」

ボタン（図 3-13 ①）を押すと表示されるダイアログで行う。ダイアログは、動態モデルの種

類を示すタブ（図 3-13 ②）が 5個あり、摂取経路に応じてアクティブなタブが変化する。各

タブにおける確認、編集について、タブ毎に説明する。 

 

 

① 体内動態モデルを確認、編集する際に押すボタン。 

② 表示するモデルを選択するタブ。 

図 3-13 体内動態モデルの確認、編集用ボタン 

  

①

①

②
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(a) Respiratory タブ 

「Respiratory」タブは、摂取経路が吸入摂取の場合にアクティブになる。このタブでは、呼

吸気道モデルに関する動態モデルの確認、編集を行う。 

「Transfer」枠内の表（図 3-14 ①）は、粒子輸送クリアランス及び血液吸収クリアランス双

方の移行経路及び移行係数（d−1）を示している。「Option」列が「rate」の場合は、「Rate」列

の数値が移行係数である。「Option」列が数式となっている場合は、下段の血液吸収クリアラ

ンスに対するパラメータ（図 3-14 ②）を用いて移行係数が設定されることを意味する。移行

経路を追加または削除したいときは、「Transfer」枠内の表にカーソルを移動し、右クリックす

ると表示される「add」と「delete」（図 3-14 ③）を選択することにより、実行できる。経路を

追加する時は、「Compartment」枠内の表（図 3-14 ④）からコンパートメントを選択する。血

液吸収クリアランスに関するパラメータは、2007 年勧告及び 1990 年勧告に準拠の線量係数

計算で標準採用されている 2 種類のモデル（図 3-14 ②の「Dissolution」枠内の図）に対応し

ており、「Parameter」枠内のプルダウンメニュー（図 3-14 ⑤）で切り替えることができる。

また、結合状態に移行する核種・化学形の場合は、「Bound material」枠内のチェックボックス

（図 3-14 ⑥）にチェックを入れることで考慮することができる。 

 

 

① 移行経路と移行係数を表示する表。 

② 血液吸収クリアランスに関する設定を表示する枠。 

③ 右クリックで移行経路を追加、削除する選択肢を表示。 

④ 移行経路に追加可能なコンパートメントの表。 

⑤ 血液吸収クリアランスモデルを選択するプルダウンメニュー。 

⑥ 結合状態を考慮するコンパートメントのチェックボックス。 

図 3-14 呼吸気道モデルの確認、編集画面 

①

②

③

⑤
⑥

④
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(b) Alimentary タブ 

「Alimentary」タブは、すべての摂取経路でアクティブである。このタブでは、消化管モデ

ルに関する動態モデルの確認、編集を行う。 

「Transfer」枠内の表（図 3-15 ①）は、消化管内の移行に関する移行経路及び移行係数（d−1）

を示している。表の見出しの「7300」は日齢を示しており、年齢依存データを整備した場合

は年齢群列が追加、表示される。移行経路の追加及び削除は、「Transfer」枠内の表の中で右ク

リックすると表示される「add」または「delete」を選択することにより実行できる。移行係数

を変更する場合は、数値のボックスをクリックすると入力可能となる。「Absorption」枠（図

3-15 ②）には、小腸内容物等から血液への吸収パラメータが示されている。表の見出しの

「Order」は、血液に移行する経路の移行元コンパートメント（「From ID」及び「From name」）

の経路順を示している。見出しの「7300」は日齢を示しており、この列の数値はその経路に

おける吸収割合（fA値）である。小腸内容物以外のコンパートメントから血液への吸収を考慮

する場合は、表の中で右クリックすると表示される「add」をクリックすると経路を追加する

ことができる。「Kinetic element」プルダウンメニュー（図 3-15 ③）は、摂取核種とその子孫

核種名が表示され、吸収に関するパラメータを設定する核種を選択する。元素名の右隣の数

字は、0は摂取した核種（親核種）、1は子孫核種であることを示している。 

 

 

① 消化管内の移行経路と移行係数を表示する表。 

② 血液への吸収に関するパラメータを表示する表。 

③ 血液への吸収に関するパラメータを表示、編集する核種を指定するプルダウンメニュー。 

図 3-15 消化管モデルの確認、編集画面 

  

①

②
③
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(c) Woundタブ 

「Wound」タブは、摂取経路が創傷の場合にアクティブになる。このタブでは、創傷汚染モ

デルに関する動態モデルの確認、編集を行う。 

「Transfer」枠内の表（図 3-16 ①）は、創傷部の移行に関する移行経路及び移行係数（d−1）

を示している。移行係数を変更する場合は、数値のボックスをクリックすると入力可能とな

る。移行経路の追加及び削除は、「Transfer」枠内の表の中で右クリックすると表示される「add」

または「delete」を選択することにより実行できる。 

 

 

① 創傷部の移行経路と移行係数を表示する表。 

図 3-16 創傷汚染モデルの確認、編集画面 

  

①
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(d) Systemic タブ 

「Systemic」タブは、すべての摂取経路においてアクティブである。このタブでは、全身体

内動態モデル（血液吸収後の全身循環に関するモデル）の確認、編集を行う。 

「Transfer」枠内の表（図 3-17 ①）は、全身循環に関する移行経路及び移行係数（d−1）を

示している。移行係数を変更する場合は、数値のボックスをクリックすると入力可能となる。

移行経路の追加及び削除は、「Transfer」枠内の表の中で右クリックすると表示される「add」

または「delete」を選択することにより実行できる。摂取核種が子孫核種を持つ場合は、「Kinetic 

element」プルダウンメニュー（図 3-17 ②）で表示する核種を選択する。元素名の右隣の数字

は、0は摂取した核種（親核種）、1は子孫核種であることを示している。 

 

 

① 全身循環に関する移行経路及び移行係数を表示する表。 

② 移行係数を表示、編集する核種を指定するプルダウンメニュー。 

図 3-17 全身体内動態モデルの確認、編集画面 

  

①

②
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(e) Bladderタブ 

「Bladder」タブは、すべての摂取経路においてアクティブである。このタブでは、膀胱モ

デルの確認、編集を行う。 

「Bladder」枠内の表（図 3-18 ①）は、膀胱内容物から尿への移行に関する移行経路及び移

行係数（d−1）を示している。表の見出しの「7300」は日齢を示しており、年齢依存データを

整備した場合は年齢群の列が追加、表示される。移行経路の追加及び削除は、「Transfer」枠内

の表の中で右クリックすると表示される「add」または「delete」を選択することにより実行で

きる。移行係数を変更する場合は、数値のボックスをクリックすると入力可能となる。 

 

 

① 膀胱内容物から尿への移行に関する移行経路及び移行係数を表示する表。 

図 3-18 膀胱モデルの確認、編集画面 

  

①
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3.4.2  S係数計算の実行 

計算実行・結果閲覧モードでは、まず S係数の計算を行う。 

GUI 主画面の「S-Coefficient」枠の「Alpha」、「Electron」及び「Photon」ボックス（図 3-19 

①）は、それぞれの放射線に対する放射線加重係数であり、2007 年勧告の値が格納されてい

る。 

S 係数の計算は、「S-Coefficient」枠の「Calculate」ボタン（図 3-19 ②）を押すと実行され

る。計算実行中は「Calculate」ボタンが「Run」と表示され（図 3-19 ③）、計算が完了すると

「View」ボタンが押下可能となる（図 3-19 ④）。 

 

 

① 放射線加重係数を設定するボックス。 

② S係数計算の実行ボタン。 

③ 計算中の表示。 

④ 計算結果を表示するボタン。 

図 3-19 S係数計算の実行画面 

  

① ② ③ ④
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3.4.3  S係数計算結果の閲覧 

S係数計算の実行後、GUI 主画面の「S-Coefficient」枠内の「View」ボタン（図 3-20 ①）を

押すと、S係数の計算結果を表示するダイアログが開く。「Nuclide」プルダウンメニュー（図

3-20 ②）で S係数計算結果を表示する核種を選択すると、「S-Coefficient」の表（図 3-20 ③）

に S係数の計算結果が表示される。表の見出しの数値は、S係数の計算に使用した SAFデー

タの日齢を示しており、年齢別の SAFデータが整備されていれば列が追加される。「Systemic 

source」枠（図 3-20 ④）は、全身体内動態モデルにおける Other コンパートメントに含まれ

る線源領域が表示されている。 

 

 

① 計算結果を閲覧するダイアログを表示するボタン。 

② 計算結果を表示する核種を選択するプルダウンメニュー。 

③ S係数の計算結果を示す表。 

④ 全身体内動態モデルにおいて Other に含まれる線源領域を示す枠。 

図 3-20 S係数計算結果の閲覧画面 

  

①

①

②
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3.4.4  組織加重係数の設定 

「Internal exposure」枠の「Dose」ボタン（図 3-21 ②）を押すと、計算に使用する組織加重

係数等を確認、変更するダイアログが表示される。「Equivalent dose」の表（図 3-21 ③）は、

実効線量計算時に考慮される組織・臓器とその加重係数を示している。残りの組織に含まれ

る組織・臓器は、この表の「Item」に含めるが、「Tissue factor」は 0とし、「Remainder」枠内

で（図 3-21 ④）で加重係数を示している。表（図 3-21 ③）の見出し「Sum opt」は、等価線

量の計算で複数の組織・臓器を考慮する時の足合せ方法のオプション（図 3-21 ⑤）を示して

いる。「0」はウェイト値による加重平均、「1」は組織質量による加重平均、「2」はその中で最

大の等価線量を示す組織・臓器の等価線量とする（例：1990 年勧告における生殖腺の等価線

量）。「Target」枠（図 3-21 ⑥）は、左の表で選択した組織・臓器が複数の標的組織で構成さ

れている時の構成組織とそのウェイトが示されている。 

 

 

① 組織加重係数の設定ダイアログを表示する。 

②1,2列目は等価線量の IDと名前、3列目は組織加重係数、4列目は構成する標的領域を合計

するときのオプション（0=重み平均, 1=重量平均, 2=最大値）を表示する（3,4 列目は変更可）。。 

③ 1 列目は等価線量を構成する標的領域、2 列目は合計するときの重み（変更可）を表示す

る。 

④ 残りの等価線量の組織加重係数（変更可）と残りを構成する等価線量を表示する。 

図 3-21 組織加重係数の設定画面 

  

①

④

①
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3.4.5  線量計算・摂取量推定の実行 

S係数の計算が完了すると、GUI 主画面下部の「Internal exposure」枠の「Calculate」ボタン

（図 3-22 ①）がアクティブとなり、線量計算または摂取量推定を実行することができる。計

算実行中は「Calculate」ボタンが「Run」と表示され（図 3-22 ②）、計算が完了すると「View」

ボタンが押下可能となる（図 3-22 ③）。 

 

 

① 線量計算・摂取量推定の実行ボタン。 

② 計算中の表示。 

③ 計算結果を表示するボタン。 

図 3-22 線量計算・摂取量推定の実行画面 

 

  

② ③①
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3.4.6  線量計算・摂取量推定結果の閲覧 

線量計算または摂取量推定の実行後、GUI 主画面の「Internal exposure」枠内の「View」ボ

タン（図 3-23 ①）を押すと、計算結果を表示するダイアログが表示される。ダイアログでは、

評価機能で「Acute unit intake」または「Chronic intake」を選択時は「Activity」及び「Dose」

のタブが、「Intake estimation」を選択時は「Intake」タブがアクティブとなる（図 3-23 ②）。各

タブにおける表示内容について、タブ毎に説明する。 

 

 

① 計算結果を閲覧するダイアログを表示するボタン。 

② 表示する計算結果の種類を選択するタブ。 

図 3-23 線量計算・摂取量推定結果の閲覧画面 

  

②

①
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(a) Activity タブ 

「Activity」タブでは、線量計算の過程で得られた体内放射能及び排泄率の推移を閲覧、表

示する。「Nuclide」プルダウンメニュー（図 3-24 ①）では、摂取核種が子孫核種を持つ場合

に表示する核種を選択する。「Type」プルダウンメニュー（図 3-24 ②）では、表示する種類

（体内放射能または排泄率）を選択する。「Item」リスト（図 3-24 ③）には、選択した「Type」

に応じてコンパートメント名等が表示され、選択したコンパートメント等についての時間推

移が表（図 3-24 ④）となって表示される。「Item」の選択では、Ctrl キーを押しながらクリッ

クすると、複数選択できる。「Plot」ボタン（図 3-24 ⑤）を押すと、表に示している放射能ま

たは排泄率の推移をグラフ表示するダイアログが開く。グラフ表示ダイアログの左上部にあ

る「Log-x」及び「Log-y」チェックボックス（図 3-25 ①）にチェックを入れると、表示され

るグラフの横軸及び縦軸がそれぞれ対数表示になる。グラフ上で左クリックボタンを押しな

がら範囲を指定すると、指定した箇所を拡大表示できる（図 3-25 ②）。 
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図 3-24 体内放射能・排泄率の推移の閲覧画面 

① 表示する核種を選択するプルダウンメニュー。 

② 表示する種類を選択するプルダウンメニュー。 

③ 推移を表に表示するコンパートメント等を選択するリスト。 

④ 選択されたコンパートメント等の推移を示す表。 

⑤ 表に表示されている推移をグラフ表示するボタン。 

  

①

②
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① グラフの軸を対数表記に変えるチェックボックス。 

② 左クリックしたまま範囲を指定すると拡大表示可能。 

図 3-25 体内放射能・排泄率の推移のグラフ表示画面 
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(b) Dose タブ 

「Dose」タブでは、等価線量や実効線量の計算結果を閲覧できる。「Gender」プルダウンメ

ニュー（図 3-26 ①）では、等価線量の計算結果を表示する性別を指定する。ここで「both」

を選択すると、実効線量の計算結果を表示する（図 3-26 ⑦）。ここで、「Type」プルダウンメ

ニュー（図 3-26 ②）は、表示する等価線量を組織加重係数の掛かる組織・臓器単位か SAFデ

ータ・S係数の標的臓器単位とするかを選択する。「Item」リスト（図 3-26 ③）は、等価線量

を表示する組織・臓器等を選択する。複数選択もできる。右側の「Committed dose」の表（図

3-26 ④）は、あらかじめ設定した預託期間（3.3.5 項参照）全体の積算線量（預託線量）であ

る。左側の「Time course of accumulated dose」の表（図 3-26 ⑤）は、積算線量の推移を示し

ている。「Plot」ボタン（図 3-26 ⑥）を押すことで、積算線量の推移をグラフ表示できる。グ

ラフの操作については 3.4.6 (a)と同様である。 
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① 性別を選択するプルダウンメニュー。 

② 表示する等価線量の区分を選択するプルダウンメニュー。 

③ 等価線量を表示する組織・臓器を選択するリスト。 

④ 預託期間全体の積算線量（預託線量）を示す表。 

⑤ 積算線量の推移を示す表。 

⑥ 関銭線量の推移をグラフ表示するボタン。 

⑦ 表示する実効線量の種類を選択する。 

図 3-26 等価線量・実効線量の計算結果の閲覧画面  

①

②

①

③

⑥

④

⑦
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(c) Intakeタブ 

「Intake」タブでは、摂取量推定の結果を閲覧できる。「Measurement」枠内の表（図 3-27 ①）

は、計算条件入力モードで入力したモニタリング値（3.3.8項参照）を表示している。「Estimation」

枠内の表（図 3-27 ②）は、摂取日毎の摂取量推定結果を示している。「Prediction」枠内の表

（図 3-27 ③）は、推定された摂取量を基にモデル計算によって算出されたモニタリング日に

おける体内放射能または排泄率（予測値）と、モニタリング値の比較を示す表である。「Dose」

枠内の表は、推定された摂取量を基に算出された各組織・臓器の等価線量及び実効線量であ

る（図 3-27 ④）。 

 

 

① 入力したモニタリング値を表示する表。 

② 摂取量推定結果を示す表。 

③ 推定された摂取量を基にモデル計算された体内放射能または排泄率（予測値）の表。 

④ 摂取量に基づき評価された預託線量。 

図 3-27 摂取量推定結果の閲覧画面 

  

①

③ ④

②

- 79 -



付 1-48 

 

4. CUIによる計算実行 

4.1  概要 

多数の条件について計算を実行したい場合は、あらかじめ個々の計算条件設定ファイルを

用意しておき、Windowsのコマンドプロンプト、LinuxやmacOSのターミナル等（以下、「CUI」

と呼ぶ。）を用いて順次実行することができる。計算結果等は、計算条件設定ファイルで指定

したディレクトリに生成されるファイル（拡張子：out）に出力される。 

4.2  計算条件設定ファイルの作成 

4.2.1  GUI の利用 

計算条件設定ファイルは、3 章で説明した GUI を用いて作成することができる。GUI を起

動し、3.3.2項～3.3.8 項を参考に計算条件を設定し、計算条件設定ファイルとして保存すれば

よい（3.3.1 項参照）。 

 

4.2.2  XML ファイルの編集 

計算条件設定ファイルは XML 言語で記述され、表 3-1 に示す内容を含んでいる。既存の

計算条件設定ファイルを参考に、テキストエディタ等を用いてタグで挟まれたデータを編集

することにより、任意の計算条件設定ファイルを作成できる。 

Microsoft Excel を利用して XML を編集する方法については「XML 編集マニュアル」参照。 

 

4.3  計算の実行 

CUI で実行する場合には Java8 の実行環境がインストールされている必要がある。Java の

バージョンは以下のコマンドで確認することができる。Java8 はバージョン番号が 1.8から始

まる。 

 

> java -version 

openjdk version "1.8.0_282" 

OpenJDK Runtime Environment (AdoptOpenJDK)(build 1.8.0_282-b08) 

OpenJDK 64-Bit Server VM (AdoptOpenJDK)(build 25.282-b08, mixed mode) 

 

javaコマンドが見つからない場合、インストールする必要がある。例えば、AdoptOpenJDK 

8は https://adoptopenjdk.net/から入手することができる。 

PATH が設定されていない場合や Java8 以外のバージョンに PATH が設定されている場合、

環境変数を設定する必要がある。CUI で環境変数を設定する方法は以下の通りである。
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JAVA_HOME には Java8をインストールしたディレクトリを指定する。 

 

Windows 

> set JAVA_HOME=C:¥Program Files¥AdoptOpenJDK¥jdk-8.0.282.8-hotspot 

> set PATH=%JAVA_HOME%¥bin;%PATH% 

 

Linux および macOS（ターミナルが bash 等の場合） 

> export JAVA_HOME=/Library/Java/JavaVirtualMachines/adoptopenjdk-8.jre/Contents/Home 

> PATH=${JAVA_HOME}/bin:${PATH} 

 

CUI を起動して IDCC の jar ファイルが存在するディレクトリ（IDCC をインストールした

ディレクトリ）に移動し、下記のコマンドを実行する。 

 

> java -jar IDCC2020.jar ./inp/input.xml 

 

jarファイルを起動したときに、スプラッシュ画像を表示させたくない場合は、下記のよう

に-splash:オプションを追加して実行する。 

 

> java -splash: -jar IDCC2020.jar ./inp/input.xml 

 

下線部は、実行したい計算の計算条件設定ファイル名（ディレクトリ名含む）である。計算

条件設定ファイル名を指定しなかった場合は GUI が起動する。実行したい計算が複数ある場

合は、batファイルやシェルスクリプト等を用意し、上記コマンドを連続して実行すればよい。 
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4.4  計算結果出力ファイルの閲覧 

計算結果は、計算条件設定ファイルで指定した出力ファイル保存ディレクトリ（3.3.3 項参

照）にテキストデータとして出力される。 

評価機能で「Acute unit intake」を選択した場合は、「result_(核種名)_(摂取経路)_(性別)_(化

学形等).out」と命名された男性及び女性等価線量計算結果ファイルと、「GenderMeanDose_(核

種名)_(摂取経路)_(性別)_(化学形等).out」と命名される性平均線量（実効線量）計算結果ファ

イル、合計 3個のファイルが出力される。 

「Chronic intake」を選択した場合は、「ChronicResult_(核種名)_(摂取経路)_(性別)_(化学形

等).out」と命名された計算結果出力ファイルが 1個出力される。 

「Intake estimation」を選択した場合は、「IntakeEstimation_(核種名)_(摂取経路)_(性別)_(化学

形等).out」と命名された計算結果出力ファイルが 1個出力される。 

いずれの計算結果出力ファイルも、テキストエディタで閲覧できる。 
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5. データの整備状況 

令和 3年 3月現在、2007 年勧告に準拠した線量係数を導出するためのモデル・データのう

ち、作業者については OIR part 2～4に未収録の元素の全身体内動態モデルが、公衆について

は成人以外の年齢群に対する SAFデータ、すべての元素についての年齢依存全身体内動態モ

デルが未公開であり、IDCCにも実装されていない。そのため、内部被ばく線量評価コード現

行版では、成人についての全身体内 動態モデルが未収録の元素の核種を選択することや、評

価対象として「public」を選択することはできない。また、ICRP Publication 100 のヒト消化管

モデルでは、物質の種類（「Solid」、「Caloric liquid」、「Non-caloric liquid」及 び「Total diet」）

に応じた消化管内の移行係数が与えられているが、現状では「Total diet」のみとしている。 

今後、ICRPから新しい刊行物が出版された際は、適宜、モデル・データの追加を実施して

いく予定である。 
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内部被ばく線量評価コード 

 

取扱説明書（簡易版 ver. 1.0） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年 3 月 

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 
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内部被ばく線量評価コードは、原子力規制委員会放射線安全

規制研究戦略的推進事業費（内部被ばく線量評価コードの開

発に関する研究）事業（JPJ007057）において開発された。 
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1. はじめに 

日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」と呼ぶ。）は、平成 29年度から令和 2年度

までの 4 ヵ年計画で、原子力規制委員会放射線安全規制研究戦略的推進事業費（内部被ばく

線量評価コードの開発に関する研究）事業（JPJ007057）として、国際放射線防護委員会（ICRP）

2007 年勧告に準拠した内部被ばく線量評価コード（Internal Dose Calculation Code: IDCC）を

開発した。本説明書は、IDCCグラフィカルユーザーインターフェイス（GUI）簡易版の操作

方法をまとめたものである。 

IDDC は、ICRP 2007 年勧告に対応した線量係数（放射性核種 1 Bq 摂取あたりの預託実効

線量）を計算する機能と、全身カウンタやバイオアッセイ等の内部被ばくモニタリング値か

ら摂取量を推定する機能を備えている。また、1990 年勧告に準拠した線量係数との差違の解

析や、1990年勧告に対応した体内動態モデルによる摂取量推定を実行できるよう、1990 年勧

告に対応した線量評価モデル・データも備えている。 
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2. IDCCのインストールおよび GUIの起動方法 

2.1  実行環境 

IDCC は Java アプリとして開発されており、オペレーティングシステム（OS）ごとに対応

する Java8 の実行環境（JRE）がバンドルされている。表 2-1 に、推奨する実行環境を示す。 

 

表 2-1 推奨する実行環境 

項目 要件 

CPU Intel Core i3 以上 

（実行速度はシングルスレッドの処理能力に依存） 

メモリ 4 GB以上 

外部記憶装置容量 10 GB以上 

モニタ解像度 1920 × 1080 

OS（動作確認済） Windows 10 Pro・Home、 

Ubuntu 20.04 LTS、 

macOS Catalina 

 

2.2  インストールおよび起動方法 

2.2.1 Windows 

インストーラーを起動し、インストールを行う。インストール時にはインストール先のフ

ォルダの選択（デフォルトは Cドライブ直下）、デスクトップショートカットの作成を行うこ

とが可能である。 

インストール後にはスタートメニューにアプリケーションが追加されるため、それを選択

して起動することができる。また、インストール中にデスクトップショートカットの作成を

選んだ場合にはデスクトップにショートカットが生成されるため、そこから起動することも

できる。 
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2.2.2 Linux 

アーカイブファイル（tar.gz）を任意のディレクトリ（ユーザーのホームディレクトリなど）

で展開する。 

 

tar zxvf idcc_limited.tar.gz 

 

ターミナルでラッパーIDCCを実行することで起動する（この時、IDCCに実行権限が付与

されていることを確認する）。 

 

idcc_limited/IDCC 

 

デスクトップショートカットのサンプルを以下に示す。installer¥linux¥idcc.desktop の中身を

使用者の環境に合わせて編集する。 

 

[Desktop Entry] 

Name=IDCC           デスクトップ上に表示されるアプリケーション名 

Comment=Internal Radiation GUI 

Type=Application          変更不可 

Exec=/home/user_name/idcc_unlimited/IDCC    ラッパーの絶対パス（必須） 

Icon=/home/user_name/idcc_unlimited/image/IREC_icon.png  アイコンの絶対パス 

Terminal=false           変更不可 

 

この idcc.desktop をデスクトップに保存する。保存するとデスクトップにアイコンが表れ

る。このアイコンをダブルクリックすると起動するように以下の手順で設定を行う。 

① アイコンを右クリックして「プロパティ」を選択する。 

② プロパティのダイアログでアクセス権タブの「プログラムとして実行可能」にチェックを入

れて閉じる 

③ アイコンを右クリックして「起動を許可する」を選択する（図 2-1） 

以上でデスクトップショートカットをダブルクリックで GUIが起動するようになる。 
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図 2-1 Ubuntuのデスクトップショートカットの設定 

 

2.2.3 macOS 

イメージディスクファイル（.dmg）をダブルクリックするなどしてマウントする。マウン

トするとデスクトップ上にイメージディスクのアイコンが表示される（図 2-2）。 

 

 

図 2-2 イメージディスクのアイコン 

 

このアイコンをダブルクリックすると図 2-3に示すウィンドウが表示される。appファイル

のアイコンをアプリケーションフォルダーのエイリアスにドラッグアンドドロップすること

でユーザーのアプリケーションフォルダーにアプリケーションがインストールされる。また、

アプリケーションフォルダー以外にも任意のフォルダに app ファイルをコピーすることでイ

ンストールが可能である。 
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図 2-3 アプリケーションのインストール 

 

インストール後はイメージディスクをアンマウントする。図 2-2 のアイコンを右クリック

し、「～を取り出す」を選択する（図 2-4）。また、イメージディスクファイル（.dmg）は削除

しても問題ない。 

 

 

図 2-4 イメージディスクのアンマウント 

 

ドラッグ＆ドロップ
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アプリケーションへのショートカットを作成するには app ファイルを右クリックしてエイ

リアスの作成を行い、デスクトップなどにエイリアスを移動する。 
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3. GUIによる計算実行 

3.1  概要 

GUI による処理フローを図 3-1に示す。IDCCを実行すると、既定の計算条件設定ファイル

を読み込んだ状態の GUI 主画面（図 3-2）が立ち上がり、計算条件入力モードとなる。計算条

件設定ファイルとは、GUI で設定可能な項目に関するデータ（例：使用するモデルやデータ

ファイルのディレクトリ及びファイル名、核種、摂取経路等）を格納したファイルで、既定

のファイルには初期設定が格納されている。計算条件の変更は、GUI の各ボタンをクリック

すると表示されるダイアログに従って行い、設定を完了（「Calculation stage」ボタンをクリッ

ク）すると計算実行・結果閲覧モードに移行する。このモードでは、まず S 係数（線源領域

において核種が 1 回崩壊したときに標的臓器に与える等価線量）を計算し、続いて体内放射

能と等価線量や実効線量の計算を行う。これらの計算結果は出力フォルダにテキストファイ

ルで出力されるとともに、GUI 上で表やグラフによって閲覧できる。 

 

 

 

図 3-1 GUI による処理フロー 

  

入力ファ
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図 3-2 GUI 主画面 
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3.2  macOS における操作方法 

macOSにおける以下の操作は Windowsと異なることに注意する必要がある。 

⚫ macOSでは、Ctrl キーの代わりに⌘commandキーを用いる。 

⚫ macOS では、右クリックの代わりに副ボタンのクリックを用いる。副ボタンのクリッ

クの操作方法は、システム環境設定に依存する。 

 

次節以降は Windows における操作方法を説明するが、上記の操作を除き他の OS において

も基本的に GUI の操作方法は同じである。 

 

3.3  計算条件入力モード 

IDCCを実行し、GUI が起動すると、計算条件入力モードとなる。本節では、計算条件入力

モードでの操作について説明する。 

 

3.3.1  計算条件設定ファイル 

GUI を起動すると、既定の計算条件設定ファイルに収録された計算条件が表示される。GUI

上で任意の計算条件を設定した後、その条件を計算条件設定ファイルとして保存することが

できる。また、任意の計算条件設定ファイルを指定し、読み込むこともできる。 

図 3-3 に、計算条件設定ファイルに関する GUI のキャプチャー画面を示す。図 3-3 の①で

示す枠には、現在選択中の計算条件設定ファイルのファイル名及びそのディレクトリが示さ

れている。任意の計算条件設定ファイルに変更する場合は「Change」ボタン（図 3-3 ②）を

押し、表示されるダイアログからファイルを指定する。計算条件設定ファイルを読み込み後、

GUI 上で変更した計算条件を保存する場合は「Save」ボタン（図 3-3 ③）を押し、表示され

るダイアログで保存するディレクトリ及びファイル名を指定することで保存する。また、

「Reset」ボタン（図 3-3 ④）を押すと、GUI上で設定した計算条件をリセットし、計算条件

設定ファイルを読み込んだときの状態に戻すことができる。 

コードの初期状態では、表 3-1 に示す 3 種類の計算条件設定ファイルが用意されてい

る。”07-input.xml”は、すべてのモデルやデータについて 2007 年勧告対応のものを使用するよ

う設定されており、コード起動時の既定ファイルに指定されている。”90-input.xml”は、核崩

壊データを除くモデルやデータについて 1990 年勧告対応のものを使用するよう設定されて

いる。ただし、1990年勧告対応のモデルやデータを用いた線量係数の計算は、新旧の線量係

数の違いの原因を解析するという目的においては十分正確に計算できる（1990 年勧告対応の

線量係数を再現できる）ことは確認しているものの、計算アルゴリズムについては 2007 年勧

告準拠のままであることに留意が必要である。”xx-input.xml”は、体内動態モデル（呼吸気道・

消化管クリアランスモデル、全身体内動態モデル）のみ 1990 年勧告対応とし、その他のモデ

ル・データは 2007 年勧告対応のものを使用する設定となっている。 
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① 現在選択中の計算条件設定ファイルのディレクトリ及びファイル名を表示する枠。 

② 読み込む計算条件設定ファイルを変更するボタン。ボタンを押すとダイアログが表示され、

計算条件設定ファイルを指定可能。 

③ GUI 上で設定した計算条件を保存するボタン。ボタンを押すとダイアログが表示され、保

存するディレクトリ及びファイル名を指定可能。 

④ 計算条件をリセットするボタン。ボタンを押すと Confirm ダイアログが表示され、「はい

(Y)」を押すと GUI 上で設定した計算条件をリセットし、計算条件設定ファイルを読み込

んだときの状態に戻す。 

図 3-3 計算条件設定ファイルの確認、変更、保存画面 

 

 

表 3-1 標準装備の計算条件設定ファイル 

ファイル名 組織加重係数 体内動態モデル SAFデータ 

07-input.xml（既定ファイル） 2007年勧告対応 2007年勧告対応 2007年勧告対応 

90-input.xml 1990年勧告対応 1990 年勧告対応 1990 年勧告対応 

xx-input.xml 2007年勧告対応 1990 年勧告対応 2007年勧告対応 

①

②

②

③

③

④

④
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3.3.2  出力ファイル保存ディレクトリの設定 

IDCCは、計算結果の出力ファイルを指定したディレクトリに保存する。現在指定されてい

る保存ディレクトリは、GUI 主画面の「Output directory」枠（図 3-4 ①）に表示されている。

変更する場合は、「Change」ボタン（図 3-4 ②）を押すと表示されるダイアログによりディレ

クトリを指定する。 

 

 

① 現在設定されている保存ディレクトリを表示する枠。 

② 保存ディレクトリを変更するボタン。ボタンを押すとダイアログが表示され、保存するデ

ィレクトリ名を変更可能。 

図 3-4 保存ディレクトリの確認、変更画面 

  

① ②

②
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3.3.3  評価機能の選択 

IDCCは、単位放射能の急性摂取に対する線量係数の計算、複数回または継続的な放射能の

摂取（以下、「慢性摂取」と呼ぶ。）に対する累積被ばく線量の計算、及びモニタリング値から

の核種摂取量の推定を実行できる。これらの評価機能は、GUI 主画面の「Evaluation mode」プ

ルダウンメニューから選択する。急性摂取に対する線量係数計算は「Acute unit intake」、慢性

摂取に対する累積被ばく線量計算は「Chronic intake」、核種摂取量推定は「Intake estimation」

をそれぞれ選択する。「Chronic intake」または「Intake estimation」を選択すると、GUI 主画面

の「Intake」枠下部にある「Chronic intake」ボタンまたは「Intake estimation」ボタンがそれぞ

れアクティブになり、条件設定やモニタリング値入力が可能となる。 
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付 1-66 

 

 

①  評価機能を選択するプルダウンメニュー（Acute unit intake、Chronic intake、Intake 

estimation）。 

②  慢性摂取の摂取条件を入力するボタン。①で「Chronic intake」を選択するとアクティブ。 

③  摂取量推定におけるモニタリング値を入力するボタン。①で「Intake estimation」を選択

するとアクティブ。 

図 3-5 評価機能の選択画面 

  

①

② ③
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付 1-67 

 

3.3.4  評価対象の設定 

評価対象の設定は、GUI主画面の「Exposure」枠で行う。上段の「Gender」プルダウンメニ

ュー（図 3-6 ①）は、評価機能選択で「Chronic intake」または「Intake estimation」を選択した

場合にアクティブとなり、「male」または「female」を選ぶ。「Subject」プルダウンメニュー（図

3-6 ②）は、「worker」または「public」から選択する。「public」を選択した場合、「Age」プル

ダウンメニュー（図 3-6 ③）がアクティブとなり、評価対象の年齢（単位：日）を設定する。

所定の日齢がある場合はメニューから選択する。任意の日齢を指定する場合は「Enter」を選

択し、アクティブになる Intake age[d]ボックス（図 3-6 ④）に日齢を入力する。あるいは Age、

Month、Day ボックス（図 3-6 ⑥）に年、月、日齢を入力すると、自動的に日齢に換算される。

ただし、現行版は公衆のデータは含まれていないため、メニューに「public」は含まれていな

い。「Period」ボックス（図 3-6 ⑤）は、急性摂取については預託期間を、慢性摂取について

は最初の摂取から被ばく線量を積算する期間を入力する。初期値は、作業者（成人）の 50 年

（18250日）となっている。 

  

- 99 -



付 1-68 

 

 

①  評価機能が「Chronic intake」または「Intake estimation」の場合に性別を指定するプルダウ

ンメニュー。 

② 評価対象を選択するプルダウンメニュー（worker、public）。ただし、現行版は「worker」

のみ。 

③ ②で「public」選択時に既定の年齢（日齢）の指定または任意の日齢の入力（Enter）を選

択するプルダウンメニュー。 

④ ③で「Enter」を選択時に日齢を入力するボックス。⑥と連動している。 

⑤ ③で「Enter」を選択時に急性摂取における預託期間、慢性摂取における被ばく線量積算期

間を入力するボックス。 

⑥ ③で「Enter」を選択時に年、月、日齢を入力するボックス。④と連動している。 

図 3-6 評価対象の設定画面 

  

①
② ③

⑤④
⑥

- 100 -



付 1-69 

 

3.3.5  摂取条件の設定 

摂取条件の設定は、GUI主画面の「Intake」枠で行う。摂取核種の指定は、核種名が表示さ

れているボタン（図 3-7 ①）をクリックすると表示されるダイアログ内の周期表で元素を選

択し、ダイアログ左下の「Nuclide」枠（図 3-7 ⑦）から核種を選択する。周期表で括弧書き

になっている元素は、全身体内動態モデルのデータファイルが整備されていないことを表し

ており、データファイルを用意すれば括弧が外れ、選択できるようになる。 

図 3-7 ②のプルダウンメニューで摂取経路（「Inhalation」、「Ingestion」、「Injection」または

「Wound」）を選択する。「Inhalation」を選択したときは「Deposition」ボタン（図 3-7 ③）が

アクティブになり、押すと開くダイアログにより吸入したエアロゾルの呼吸気道沈着割合を

確認することができる。現行版は、空気力学的放射能中央径（AMAD）が 5 μm（作業者の標

準値）の時の沈着割合データのみ実装しているが、AMADに応じた沈着割合データファイル

を用意することでダイアログの「AMAD」プルダウンメニュー（図 3-7 ⑧）から選択可能と

なる。「Chemical form」プルダウンメニュー（図 3-7 ④）では、元素の種類や摂取経路に応じ

て表示される化学形、血液への吸収タイプ等を選択する。「Alimentary material」プルダウンメ

ニュー（図 3-7 ⑤）ではヒト消化管モデルにおける消化管内の移行速度を決める材質（「Solid」、

「Caloric-liquid」、「Non-caloric-liquid」及び「Total-diet」）を選択するが、現行版には「Total-diet」

のみ実装している。「Systemic material」プルダウンメニュー（図 3-7 ⑥）では、化学形によっ

て全身体内動態モデルが異なる核種（H-3、S-35等）が選択されている場合に、使用する全身

体内動態モデルを指定する。 
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付 1-70 

 

 

① 摂取核種を指定するボタン。ボタンを押すと周期表ダイアログが表示され、元素、核種を

選択可能。 

② 核種の摂取経路を指定するプルダウンメニュー。 

③ 吸入摂取の際に吸入エアロゾルの呼吸気道沈着割合データを確認、変更するボタン。ボタ

ンを押すとダイアログが表示され、データを確認、変更可能。 

④ 核種の化学形を選択するプルダウンメニュー。 

⑤ 消化管における移行速度を決める材質の種類を選択するプルダウンメニュー。ただし、現

行版では「total-diet」のみ。 

⑥ 化学形により全身体内動態モデルが異なる場合に使用する動態モデルを選択するプルダ

ウンメニュー。 

⑦ 周期表で選択された元素の核種を選択する枠。 

⑧ AMAD に応じた沈着割合データファイルがある場合に、使用するファイルを指定するプ

ルダウンメニュー。 

図 3-7 摂取条件の設定画面 

  

①
② ③

⑤
④

⑥

①

③

⑦

⑧
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付 1-71 

 

3.3.6  慢性摂取の条件設定 

GUI 主画面「Evaluation」プルダウンメニュー（3.3.3 項参照）で「Chronic intake（慢性摂取）」

を選択すると、GUI 主画面「Intake」枠内の「Chronic intake」ボタンがアクティブになる（図

3-8 ①）。このボタンを押すと表示されるダイアログ（図 3-8 ①）で摂取条件を設定する。 

本コードでは、指定した期間、一定の速さで放射能を摂取したという条件で慢性摂取を設

定できる。摂取条件の表（図 3-8 ②）は、左の列から「年」、「月」、「日」、「時」、「摂取量（Bq）」

となっている。ここで、摂取量は、次の行の日時までの積算摂取量である。行の追加及び削

除は、表中で右クリックすることにより行う。最終行は、摂取量が 0とする。 

例えば、図 3-8に示す条件では、以下のような摂取を意味する。 

・ 11/19 10時から 11 時まで一定速度で 10 Bq を摂取。 

・ 11/19 11時から 11/23 13時までは摂取なし。 

・ 11/23 13時から 15 時まで一定速度で 20 Bq を摂取。 

・ 11/23 15時から 16 時まで一定速度で 30 Bq を摂取。 

・ 11/23 16時からは摂取なし。 

摂取条件は、CSV（カンマ区切り）、空白またはタブで区切った 5列のテキストデータを別

途用意し、それを表にコピーアンドペーストすることもできる（図 3-8 ③）。なお、Microsoft 

Excel で作成したデータはタブ区切りとなるため、そのまま貼り付けできる。枠内右上の

「Elapsed day」ボタン（図 3-8 ④）を押すと、表に最初の摂取開始時からの経過時間が表示

される。 

「Open calendar」ボタン（図 3-8 ⑤）を押すと、カレンダーが表示され、選択した日付を入

力することができる。 
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付 1-72 

 

 

① 評価機能で慢性摂取を選択時に摂取条件を入力するダイアログを表示するボタン。 

② 摂取条件を表示、入力する表。 

③ 右クリックにより摂取条件を追加、削除する。または、摂取条件をテキストエディタ等で

別途作成し、貼り付ける。 

④ 摂取開始からの経過時間を表示させるボタン。 

⑤ カレンダーで選択した日付を入力するボタン。 

図 3-8 慢性摂取の条件設定画面 

  

①

⑤

①

③

④

②

⑤
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付 1-73 

 

3.3.7  摂取量推定の条件設定 

GUI 主画面「Evaluation」プルダウンメニュー（3.3.3項参照）で「Intake estimation（摂取量

推定）」を選択すると、GUI 主画面「Intake」枠内の「Intake estimation」ボタンがアクティブに

なる（図 3-9 ①）。このボタンを押すと表示されるダイアログで摂取量推定の条件（摂取日及

びモニタリング値）を設定する。 

ダイアログの「Intake」枠内の表（図 3-9 ②）は、核種を摂取した日時を入力する。行の追

加及び削除は、表中で右クリックすることにより行う。また、摂取に関するデータを CSV、

空白またはタブで区切った 5 列のテキストデータを別途用意し、それを表にコピーアンドペ

ーストすることもできる（図 3-9 ③）。なお、Microsoft Excel で作成したデータはタブ区切り

となるため、そのまま貼り付けできる。「Open calendar」ボタンを押すと、カレンダーが表示

され、選択した日付を入力することができる。「Apply elapsed day」ボタンを押すと、elapsed 

day 列に入力した経過時間に基づいて計算された日時を入力することができる。 

モニタリング値の入力は、まず「Measurement」枠内の「Sample」欄（図 3-9 ④）の中から

モニタリング箇所を選択する。複数箇所の測定データを考慮する場合は、Ctrl キーを押しな

がら選択すると、複数の測定箇所を指定できる。続いて、表（図 3-9 ⑤）にモニタリングの

日時及びモニタリング値を入力する。モニタリング値を入力する行は、表中で右クリックし

て追加及び削除することができる。また、モニタリングに関するデータを CSV、空白または

タブで区切った 6 列のテキストデータを別途用意し、それを表にコピーアンドペーストする

こともできる。「Open calendar」ボタンを押すと、カレンダーが表示され、選択した日付を入

力することができる。「Apply elapsed day」ボタンを押すと、elapsed day列の数値に基づいて

計算された日時を入力することができる。 

検出下限値未満という測定結果を考慮する場合は、「Limit detection」ボックス（図 3-9 ⑥）

に検出下限値を入力する。「Deviation type」プルダウンメニュー（図 3-9 ⑦）は、モニタリン

グ値に付随する誤差の分布様式を指定する。「Error type」プルダウンメニュー（図 3-9 ⑧）は、

モニタリング値に付帯する誤差の種類（相対誤差または絶対誤差）を指定する。 
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付 1-74 

 

 

①  評価機能で摂取量推定を選択すると「Intake estimation」ボタンがアクティブになり、ボ

タンを押すとモニタリング値入力ダイアログが表示される。 

② 摂取した日時を入力する。 

③ 右クリックにより、摂取条件を追加、削除する選択肢を表示。摂取条件をテキストエディ

タ等で別途作成し、貼り付けることも可能。 

④ モニタリング箇所を選択する枠。 

⑤ モニタリング値を表示、入力する表。 

⑥ 検出下限値を入力するボックス。 

⑦ 誤差の分布様式を選択するプルダウンメニュー。 

⑧ 誤差の種類（相対誤差または絶対誤差）を選択するプルダウンメニュー。 

⑨ カレンダーを表示するボタン。 

⑩ 経過時間から計算された日時を入力するボタン。 

図 3-9 摂取量推定の条件設定画面 

  

①

①

②

③

⑩

⑥ ⑧

④

⑤

⑨

⑨ ⑩

⑨
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付 1-75 

 

3.4  計算実行・結果閲覧モード 

計算条件設定モードで計算条件を設定して GUI主画面の「Calculation stage」ボタン（図 3-10 

①）を押すと、計算条件が固定され計算実行・結果閲覧モードに移行する。再度「Calculation 

stage」ボタンを押すと計算条件設定モードに戻り、計算条件を変更することができる。本節

では、計算実行・結果閲覧モードでの操作について説明する。 

 

 

① 計算実行・結果閲覧モードへの移行ボタン。再度押すと、計算条件設定モードに戻る。 

図 3-10 計算実行・結果閲覧モードへの移行画面 

  

①
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付 1-76 

 

3.4.1  S係数計算の実行 

計算実行・結果閲覧モードでは、まず S係数の計算を行う。 

GUI 主画面の「S-Coefficient」枠の「Alpha」、「Electron」及び「Photon」ボックス（図 3-11 

①）は、それぞれの放射線に対する放射線加重係数であり、2007 年勧告の値が格納されてい

る。 

S 係数の計算は、「S-Coefficient」枠の「Calculate」ボタン（図 3-11 ②）を押すと実行され

る。計算実行中は「Calculate」ボタンが「Run」と表示され（図 3-11 ③）、計算が完了すると

「View」ボタンが押下可能となる（図 3-11 ④）。 

 

 

① 放射線加重係数を表示するボックス。 

② S係数計算の実行ボタン。 

③ 計算中の表示。 

④ 計算結果を表示するボタン。 

図 3-11 S係数計算の実行画面 

  

① ② ③ ④
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付 1-77 

 

3.4.2  S係数計算結果の閲覧 

S係数計算の実行後、GUI 主画面の「S-Coefficient」枠内の「View」ボタン（図 3-12 ①）を

押すと、S係数の計算結果を表示するダイアログが開く。「Nuclide」プルダウンメニュー（図

3-12 ②）で S係数計算結果を表示する核種を選択すると、「S-Coefficient」の表（図 3-12 ③）

に S係数の計算結果が表示される。表の見出しの数値は、S係数の計算に使用した SAFデー

タの日齢を示しており、年齢別の SAFデータが整備されていれば列が追加される。「Systemic 

source」枠（図 3-12 ④）は、全身体内動態モデルにおける Other コンパートメントに含まれ

る線源領域が表示されている。 

 

 

① 計算結果を閲覧するダイアログを表示するボタン。 

② 計算結果を表示する核種を選択するプルダウンメニュー。 

③ S係数の計算結果を示す表。 

④ 全身体内動態モデルにおいて Other に含まれる線源領域を示す枠。 

図 3-12 S係数計算結果の閲覧画面 

  

①

①

②

④ ③
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付 1-78 

 

3.4.3  線量計算・摂取量推定の実行 

S係数の計算が完了すると、GUI 主画面下部の「Internal exposure」枠の「Calculate」ボタン

（図 3-13 ①）がアクティブとなり、線量計算または摂取量推定を実行することができる。計

算実行中は「Calculate」ボタンが「Run」と表示され（図 3-13 ②）、計算が完了すると「View」

ボタンが押下可能となる（図 3-13 ③）。 

 

 

① 線量計算・摂取量推定の実行ボタン。 

② 計算中の表示。 

③ 計算結果を表示するボタン。 

図 3-13 線量計算・摂取量推定の実行画面 

 

  

② ③①
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付 1-79 

 

3.4.4  線量計算・摂取量推定結果の閲覧 

線量計算または摂取量推定の実行後、GUI 主画面の「Internal exposure」枠内の「View」ボ

タン（図 3-14 ①）を押すと、計算結果を表示するダイアログが表示される。ダイアログでは、

評価機能で「Acute unit intake」または「Chronic intake」を選択時は「Activity」及び「Dose」

のタブが、「Intake estimation」を選択時は「Intake」タブがアクティブとなる（図 3-14 ②）。各

タブにおける表示内容について、タブ毎に説明する。 

 

 

① 計算結果を閲覧するダイアログを表示するボタン。 

② 表示する計算結果の種類を選択するタブ。 

図 3-14 線量計算・摂取量推定結果の閲覧画面 

  

②

①

①
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付 1-80 

 

(a) Activity タブ 

「Activity」タブでは、線量計算の過程で得られた体内放射能及び排泄率の推移を閲覧、表

示する。「Nuclide」プルダウンメニュー（図 3-15 ①）では、摂取核種が子孫核種を持つ場合

に表示する核種を選択する。「Type」プルダウンメニュー（図 3-15 ②）では、表示する種類

（体内放射能または排泄率）を選択する。「Item」リスト（図 3-15 ③）には、選択した「Type」

に応じてコンパートメント名等が表示され、選択したコンパートメント等についての時間推

移が表（図 3-15 ④）となって表示される。「Item」の選択では、Ctrl キーを押しながらクリッ

クすると、複数選択できる。「Plot」ボタン（図 3-15 ⑤）を押すと、表に示している放射能ま

たは排泄率の推移をグラフ表示するダイアログが開く。グラフ表示ダイアログの左上部にあ

る「Log-x」及び「Log-y」チェックボックス（図 3-16 ①）にチェックを入れると、表示され

るグラフの横軸及び縦軸がそれぞれ対数表示になる。グラフ上で左クリックボタンを押しな

がら範囲を指定すると、指定した箇所を拡大表示できる（図 3-16 ②）。 
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付 1-81 

 

 

図 3-15 体内放射能・排泄率の推移の閲覧画面 

① 表示する核種を選択するプルダウンメニュー。 

② 表示する種類を選択するプルダウンメニュー。 

③ 推移を表に表示するコンパートメント等を選択するリスト。 

④ 選択されたコンパートメント等の推移を示す表。 

⑤ 表に表示されている推移をグラフ表示するボタン。 

  

①

②

③

④

⑤

⑤

- 113 -



付 1-82 

 

 

① グラフの軸を対数表記に変えるチェックボックス。 

② 左クリックしたまま範囲を指定すると拡大表示可能。 

図 3-16 体内放射能・排泄率の推移のグラフ表示画面 

  

①

②

②
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(b) Dose タブ 

「Dose」タブでは、等価線量や実効線量の計算結果を閲覧できる。「Gender」プルダウンメ

ニュー（図 3-17 ①）では、等価線量の計算結果を表示する性別を指定する。ここで「both」

を選択すると、実効線量の計算結果を表示する（図 3-17 ⑦）。ここで、「Type」プルダウンメ

ニュー（図 3-17 ②）は、表示する等価線量を組織加重係数の掛かる組織・臓器単位か SAFデ

ータ・S係数の標的臓器単位とするかを選択する。「Item」リスト（図 3-17 ③）は、等価線量

を表示する組織・臓器等を選択する。複数選択もできる。右側の「Committed dose」の表（図

3-17 ④）は、あらかじめ設定した預託期間（3.3.4 項参照）全体の積算線量（預託線量）であ

る。左側の「Time course of accumulated dose」の表（図 3-17 ⑤）は、積算線量の推移を示し

ている。「Plot」ボタン（図 3-17 ⑥）を押すことで、積算線量の推移をグラフ表示できる。グ

ラフの操作については 3.4.4 (a)と同様である。 
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① 性別を選択するプルダウンメニュー。 

② 表示する等価線量の区分を選択するプルダウンメニュー。 

③ 等価線量を表示する組織・臓器を選択するリスト。 

④ 預託期間全体の積算線量（預託線量）を示す表。 

⑤ 積算線量の推移を示す表。 

⑥ 関銭線量の推移をグラフ表示するボタン。 

⑦ 表示する実効線量の種類を選択する。 

図 3-17 等価線量・実効線量の計算結果の閲覧画面  

①

②

①

③

⑥

④

⑦

⑤
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(c) Intakeタブ 

「Intake」タブでは、摂取量推定の結果を閲覧できる。「Measurement」枠内の表（図 3-18 ①）

は、計算条件入力モードで入力したモニタリング値（3.3.7項参照）を表示している。「Estimation」

枠内の表（図 3-18 ②）は、摂取日毎の摂取量推定結果を示している。「Prediction」枠内の表

（図 3-18 ③）は、推定された摂取量を基にモデル計算によって算出されたモニタリング日に

おける体内放射能または排泄率（予測値）と、モニタリング値の比較を示す表である。「Dose」

枠内の表は、推定された摂取量を基に算出された各組織・臓器の等価線量及び実効線量であ

る（図 3-18 ④）。 

 

 

① 入力したモニタリング値を表示する表。 

② 摂取量推定結果を示す表。 

③ 推定された摂取量を基にモデル計算された体内放射能または排泄率（予測値）の表。 

④ 摂取量に基づき評価された預託線量。 

図 3-18 摂取量推定結果の閲覧画面 

  

①

③ ④

②
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4. データの整備状況 

令和 3年 3月現在、2007 年勧告に準拠した線量係数を導出するためのモデル・データのう

ち、作業者については OIR part 2～4に未収録の元素の全身体内動態モデルが、公衆について

は成人以外の年齢群に対する SAFデータ、すべての元素についての年齢依存全身体内動態モ

デルが未公開であり、IDCCにも実装されていない。そのため、内部被ばく線量評価コード現

行版では、成人についての全身体内動態モデルが未収録の元素の核種を選択することや、評

価対象として「public」を選択することはできない。また、ICRP Publication 100 のヒト消化管

モデルでは、物質の種類（「Solid」、「Caloric liquid」、「Non-caloric liquid」及 び「Total diet」）

に応じた消化管内の移行係数が与えられているが、現状では「Total diet」のみとしている。 

今後、ICRPから新しい刊行物が出版された際は、適宜、モデル・データの追加を実施して

いく予定である。 
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1. はじめに 

 

線量係数計算および摂取量推定コードにおける体内動態データは、XML形式で記述してい

る。XML ファイル自体はテキストファイルであるからテキストエディタで編集可能である。

しかしながら、テキストエディタではタグで構造化された XMLは見難く、値の追加や変更は

容易ではない。 

このマニュアルでは、簡単に XML データを編集するために、表計算ソフトウェアMicrosoft 

Excel（以下、Excel と表記）を利用した XMLデータの編集の方法を提示する。 
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2. XML Schema 

 

XMLデータは木構造によってデータを階層的に表現する。その構造を記述したものがXML 

Schema である（XML データはファイルの拡張子が xml で、XML Schema のファイルの拡張

子は xsdである）。作成した XML データに対応する XML Schemaファイルを表 1に示す。 

XML データに対応した XML Schema を Excel 内で対応付けすることによって、XML デー

タを Excel で読込むことができるようになる。なお XML Schema がなくても Excel で XMLデ

ータを読込むことは可能であるが、ここでは対応付けを行う方法で処理する。 

 

表 1 XMLファイルと XML Schema ファイルの対応 

XML ファイル XML Schemaファイル 

1-age.xml 1-age.xsd 

1-equivalent-dose.xml 1-equivalent-dose.xsd 

1-material.xml 1-material.xsd 

1-organ.xml 1-organ.xsd 

1-radiation-factor.xml 1-radiation-factor.xsd 

2-body.xml 2-body.xsd 

2-compartment.xml 2-compartment.xsd 

2-equivalent-tissue.xml 2-equivalent-tissue.xsd 

2-hrtm-absorption.xml 2-hrtm-absorption.xsd 

3-bladder-transfer.xml 3-bladder-transfer.xsd 

3-hatm-absorption.xml 3-hatm-absorption.xsd 

3-hatm-transfer.xml 3-hatm-transfer.xsd 

3-hrtm-deposition-aerosol.xml 3-hrtm-deposition-aerosol.xsd 

3-hrtm-deposition-gas.xml 3-hrtm-deposition-gas.xsd 

3-hrtm-transfer.xml 3-hrtm-transfer.xsd 

3-noble.xml 3-noble.xsd 

3-systemic-transfer.xml 3-systemic-transfer.xsd 

3-wound-deposition.xml 3-wound-deposition.xsd 

3-wound-transfer.xml 3-wound-transfer.xsd 
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3. 表計算ソフトウェア Excelの利用 

 

2020年現在マイクロソフト社がサポートしている Excel は 2013、2016および 2019であ

る。これら Excelは XML 形式のファイルの読込みが可能で、XMLデータを行と列の表形式

で Excel 上に出力する。ここでは Excel 2016 を用いて XML データの編集方法を説明する。 

 

 

3.1. 準備 

 

Excel で XML を扱うには開発タブの中の XML を使用する。この開発タブが表示されてい

ない場合には、次の手順によって開発タブを表示する。 

 

① リボンの「ファイル」タブをクリックする。 

② 「ヘルプ」の「オプション」をクリックする。 

③ 開いた Excelのオプションダイアログの左パネルの「リボンのユーザー設定」をクリック

する。 

④ 右表の「リボンのユーザー設定」内の「開発」チェックボックスをオンにする（図 1）。 

⑤ 「OK」ボタンをクリックし閉じる。 

 

 

図 1 開発タブの表示方法 
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3.2. 対応付け 

 

Excelで XML データが扱えるようにするために XML Schema を用いて対応付けを行う。対

応付けの手順は以下のようになる。 

 

① 「開発」タブのソースをクリックする。 

② 右側に表示された「XMLソース」の中の「XMLの対応付け」をクリックする。 

③ 現れた「XML の対応付け」ダイアログボックスで、「追加」をクリックし、表 1の XML 

Schema ファイルを追加する。 

④ 「複数ルート」ダイアログボックスでは、XMLデータのルートのタグを選択する（例え

ば 1-age.xsdであればルートのタグは data-age である）。 

⑤ 右側の「XML ソース」に XML の木構造が表示され、それをドラッグして表にドロップ

する（図 2）。 

 

 

図 2 XML Schema による XML の対応付け 
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3.3. 読込み 

 

XML Schemaを用いた対応付けができたならば、対応する XMLデータが読込めるようにな

る。読込む方法は以下のような手順となる。 

 

① 「開発」タブのインポートをクリックする。 

② 「XML のインポート」ダイアログボックスで、対応する XML データを選択する（例え

ば XML Schema の 1-age.xsd に対応した XML データは 1-age.xml である）。 

 

 

図 3 XMLデータの読込み 
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3.4. 書込み 

 

Excel を用いて編集した XML データを XML 形式のファイルとして出力する方法は以下の

ような手順となる。 

 

① 出力したい表中にカーソルを移動する。 

② 「開発」タブのエクスポートをクリックする。 

③ 出現した「XMLのエクスポートダイアログ」で出力場所選択し、出力ファイル名を入力

し、「エクスポート」をクリックする。 
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4. 各 XMLファイルの説明 

1)  1-age.xml 

 

ファイル 項目 内容 
依存ファイ

ル 

1-age.xml 

（年齢データ） 

id ID（整数） － 

item 項目名 － 

day 年齢（日） － 

year 年齢（年） － 

period-day 預託期間 － 

flag-member 
0：公衆 

1：作業者 
－ 

 

1-age.xml には、年齢データを入力する。 

 

2)  1-equivalent-dose.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

1-equivalent-dose.xml 

（等価線量データ） 

id ID（整数） － 

item 項目名 － 

tissue-factor 組織加重係数 － 

flag-remainder 

0：残りに含まない 

1：残りに含む 

2：残り自身 

－ 

flag-sum 

0：重み平均 

1：重量平均 

2：最大値 

－ 

 

1-equivalent-dose.xml には等価線量データを入力する。ここに入力された項目が、計算結果

の出力ファイルの等価線量データと対応する。 

 

3)  1-material.xml 

 

ファイル 項目 内容 
依存ファイ

ル 

1-material.xml 

（物質データ） 

id ID（整数） － 

value 物質名 － 

 

1-material.xml には、物質データを入力する。 
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4)  1-organ.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

1-organ.xml 

（臓器データ） 

id ID（整数） － 

value 臓器名 － 

 

1-organ.xml には、臓器データを入力する。臓器名は SAFデータの線源臓器名と一致させな

ければならない。また、SAFデータには無い Other および糞尿等の臓器が必要となる。 

 

5)  1-radiation-factor.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

1-radiation-factor.xml 

（放射線加重係数データ） 

radiation 
放射線名 

Photon, electron, alpha 
－ 

value 放射線加重係数 － 

 

1-radiation-factor.xml には、放射線加重係数データを入力する。ただし、中性子の放射線加

重係数は SAFデータファイルにおいて核種ごとに与えられるため、ここでは入力しない。 

 

6)  2-body.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

2-body.xml 

（体重データ） 

gender 性別 － 

age-id 年齢 ID 1-age.xml 

mass 体重[kg] － 

 

2-body.xml には、体重データを入力する。 
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7)  2-compartment.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

2-compartment.xml 

（コンパートメントデータ） 

id ID（整数） － 

organ-id 臓器 ID 1-organ.xml 

flag-inout 

0：no 

1：吸入の流入口 

2：経口の流入口 

3：注入の流入口 

4：創傷の流入口 

5：尿 

6：糞 

7：排出 

－ 

region 

Respiratory 

UpperAlimentary 

LowerAlimentary 

Wound 

Blood 

Systemic 

Bladder 

Urine 

Faeces 

Excreta 

－ 

value コンパートメント名 － 

 

2-compartment.xml には、コンパートメントデータを入力する。flag-inout では体外からの流

入・体外への流出のフラグを指定する。region は体内放射能の計算でコンパートメント間の

流れを上流から下流へ（ Respiratory→ UpperAlimentary→Wound→ Blood→ Systemic→

LowerAlimentary→Bladder→Urine→Faeces→Excreta）設定するために指定する。 

 

8)  2-equivalent-tissue.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

2-equivalent-tissue.xml 

（等価線量の構成組織データ） 

gender 性別 － 

dose-id 線量 ID 
1-equivalent-

dose.xml 

organ-id 臓器 ID 1-organ.xml 

weight 重み － 

 

2-equivalent-tissue.xml には、等価線量の構成組織データ（組織加重係数）を入力する。 
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9)  2-hrtm-absorption.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

2-hrtm-absorption.xml 

（HRTM の血液吸収データ） 

element 元素名 － 

material-id 物質 ID 1-material.xml 

fr-spt 速い溶解割合 － 

sr-sp 速い溶解速度[d−1] － 

ss-st 遅い溶解速度[d−1] － 

fb 結合状態の割合 － 

sb 結合状態の移行率[d−1] － 

flag-ETb 
0：ETbへの移行なし 

1：ETbへの移行あり 
－ 

flag-LNETb 
0：LNETb への移行なし 

1：LNETb への移行あり 
－ 

flag-BBb 
0：BBb への移行なし 

1：BBb への移行あり 
－ 

flag-bbb 
0：bbb への移行なし 

1：bbb への移行あり 
－ 

flag-AIb 
0：AIb への移行なし 

1：AIb への移行あり 
－ 

flag-LNTHb 
0：LNTHb への移行なし 

1：LNTHb への移行あり 
－ 

 

2-hrtm-absorption.xmlには、呼吸気道モデルの血液吸収データを入力する。fr-spt, sr-sp, ss-st

は使用する血液吸収モデルによって入力方法が分かれる。fr, sr, ssの形式で入力する場合は正

の値、sp, st, spt の形式で入力する場合は負の値でそれぞれ入力する。bound state への移行が

ある場合は、fb, sbを入力し、移行する臓器の flag を 1にする。 
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10)  3-bladder-transfer.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

3-bladder-transfer.xml 

（膀胱の移行データ） 

gender 性別 － 

from-compartment-id 
移行元 

コンパートメント ID 
2-compartment.xml 

to-compartment-id 
移行先 

コンパートメント ID 
2-compartment.xml 

age-id 年齢 ID 1-age.xml 

rate 移行係数[d−1] － 

 

3-bladder-transfer.xml には、膀胱の移行データを入力する。 

 

11)  3-hatm-absorption.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

3-hatm-

absorption.xml 

（HATM の血

液吸収データ） 

route 

ingestion 

inhalation 

injection 

wound 

－ 

intake-element 摂取元素 － 

material-id 物質 ID 1-material.xml 

kinetic-element 動態元素 － 

flag-kinetic 
0：摂取元素 

1：子孫元素 
－ 

gender 性別 1-age.xml 

flag-absorption 

0：移行係数 

1,2,…：吸収割合（番号は

吸収の順番） 

－ 

from-compartment-id 
移行元 

コンパートメント ID 
2-compartment.xml 

to-compartment-id 
移行先 

コンパートメント ID 
2-compartment.xml 

age-id 年齢 ID 1-age.xml 

value 
移行係数[d−1]または 

吸収割合 
－ 

 

3-hatm-absorption.xmlには、消化管モデルの血液吸収データを入力する。親核種の動態モデ

ルの場合は flag-kinetic = 0、娘核種の動態モデルの場合は flag-kinetic = 1に設定する。fA値を

入力する場合、flag-absorption = 1に設定し、value に fA値を入力する。 
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12)  3-hatm-transfer.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

3-hatm-transfer.xml 

（HATMの移行データ） 

route 

ingestion 

inhalation, 

injection 

wound 

－ 

material-id 物質 ID 1-material.xml 

gender 性別 － 

from-compartment-id 
移行元 

コンパートメント ID 
2-compartment.xml 

to-compartment-id 
移行先 

コンパートメント ID 
2-compartment.xml 

age-id 年齢 ID 1-age.xml 

value 移行係数[d−1] － 

 

3-hatm-transfer.xmlには、消化管モデルにおける移行データを入力する。 

 

13)  3-hrtm-deposition-aerosol.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

3-hrtm-deposition-

aerosol.xml 

（HRTM のエアロゾル沈

着割合データ） 

AMAD AMAD[μm] － 

gender 性別 － 

age-id 年齢 ID 1-age.xml 

compartment-id コンパートメント ID 2-compartment.xml 

value 沈着割合 － 

 

3-hrtm-deposition-aerosol.xml には呼吸気道モデルにおけるエアロゾルの沈着割合データを

入力する。 

 

14)  3-hrtm-deposition-gas.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

3-hrtm-deposition-gas.xml 

（HRTM のガス沈着割合

データ） 

material-id 物質 ID 1-material.xml 

compartment-id コンパートメント ID 2-compartment.xml 

value 沈着割合 － 

 

3-hrtm-deposition-gas.xmlには、呼吸気道モデルにおけるガスの沈着割合データを入力する。 
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15)  3-hrtm-transfer.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

3-hrtm-

transfer.xml 

（HRTM の移行

データ） 

from-compartment-id 移行元コンパートメント ID 2-compartment.xml 

to-compartment-id 移行先コンパートメント ID 2-compartment.xml 

flag-rate 

移行に応じた文字列 

 rate 

 fb*sr(ETb) 

 fb*sr(LNETb) 

 fb*sr(BBb) 

 fb*sr(bbb) 

 fb*sr(AIb) 

 fb*sr(LNTHb) 

 (1-fb)*sr 

 fb*ss(ETb) 

 fb*ss(LNETb) 

 fb*ss(BBb) 

 fb*ss(bbb) 

 fb*ss(AIb) 

 fb*ss(LNTHb) 

 (1−fb)*ss 

 sb 

－ 

rate 
移行係数[d−1] 

フラグの rate以外は内部で決定 
－ 

 

3-hrtm-transfer.xml には、呼吸気道モデルにおける移行データを入力する。 

 

16)  3-noble.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

3-noble.xml 

（希ガスの移行データ） 

element 希ガスの元素名 － 

hrtm HRTM からの移行係数[d−1] － 

hatm HATM からの移行係数[d−1] － 

escape-

compartment-id 
排出先のコンパートメント ID 2-compartment.xml 

 

3-noble.xml には、希ガスの移行データを入力する。 
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17)  3-systemic-transfer.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

3-systemic-

transfer.xml 

（systemic model 

の移行データ） 

intake-element 摂取元素 － 

material-id 物質 ID 1-material.xml 

kinetic-element 動態元素 － 

flag-kinetic 
0：摂取元素 

1：子孫元素 
 

gender 性別 － 

from-compartment-id 移行元コンパートメント ID 2-compartment.xml 

to-compartment-id 移行先コンパートメント ID 2-compartment.xml 

age-id 年齢 ID 1-age.xml 

rate 
移行係数[d−1] 

halflifeと fractionの入力のとき−1 
－ 

halflife 
生物学的半減期[d] 

rate の入力のとき−1 
－ 

fraction 
移行割合 

rate の入力のとき−1 
－ 

 

3-systemic-transfer.xml には、組織系動態モデルの移行データを入力する。始めに摂取元素を

設定する。物質 IDは、摂取した物質依らない場合は 0（none）に設定し、有機・無機などの

個別に設定したい場合は、その物質 IDを入力する。動態元素は親核種と娘核種の元素記号を

入力する。親核種の動態モデルの場合は flag-kinetic = 0、娘核種の動態モデルの場合は flag-

kinetic = 1 に設定する。次に、性別、移行元・移行先のコンパートメント ID、年齢 IDを適宜

設定する。最後に移行係数を入力する場合は、halflife = −1、fraction = −1に設定する。 

 

〇注意点 

・ コンパートメントからの流出が設定されていない場合、元のコンパートメントでは半減期

による崩壊が起きなくなる。よって移行先が無い場合でも、崩壊を考慮しなければならな

い場合は、任意のコンパートメント（基本的には血液）への移行係数 0を設定しなければ

ならない。 

 

・ Trabecular bone marrow (T-marrow)は、Yellow marrow (Y-marrow) + Red marrow (R-marrow)で

構成される（Publ.110 p.67）。また、Y-marrowおよび R-marrowは Otherの構成臓器に割り

振られている。よって、T-marrowを動態モデルで扱う場合、Y-marrowと R-marrowに見か

け上の移行係数 0を設定して、Otherから除かなければならない。 

 

・ 消化管モデルとは別に動態モデルで小腸から血液への移行を考慮する場合、消化管モデル

の小腸コンパートメントと動態モデルの小腸コンパートメントは分けて考慮しなければ

ならない。動態モデルにおける小腸から血液への移行は、 

𝑓𝐴
(1 − 𝑓𝐴)

× 6 
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で計算される移行係数データを追加する。さらに小腸から右結腸への移行データも追加す

る必要がある。 

 

18)  3-wound-deposition.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

3-wound-deposition.xml 

（創傷の沈着コンパー

トメントデータ） 

material-id 物質 ID 1-material.xml 

compartment-id コンパートメント ID 2-compartment.xml 

 

3-wound-deposition.xml には、創傷モデルの沈着コンパートメントデータを入力する。 

 

19)  3-wound-transfer.xml 

 

ファイル 項目 内容 依存ファイル 

3-wound-transfer.xml 

（創傷の移行データ） 

material-id 物質 ID 1-material.xml 

from-compartment-id 
移行元 

コンパートメント ID 
2-compartment.xml 

to-compartment-id 
移行先 

コンパートメント ID 
2-compartment.xml 

rate 移行係数[d−1] － 

 

3-wound-transfer.xmlには、創傷モデルの移行データを入力する。 
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1990
† 1990 Cs AllCompounds(Caesium)

[1] C.M. Castellani, J.W. Marsh, C. Hurtgen, E. Blanchardon, P. Berard, A. Giussani, and M.A. Lopez, IDEAS Guidelines (Version 2) for the 
Estimation of Committed Doses from Incorporation Monitoring Data, Eurpean Radiation Dosimetry Group e. V, EURADOS Report 2013-01 (2013).
[2] IAEA, Methods for Assessing Occupational Radiation Doses Due to Intakes of Radionuclides, IAEA Safety Report Series No. 37 (2004).
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付録 2 プログラムオフィサー（PO）会合、専門家との打合せ及び外部発表 

1. プログラムオフィサー（PO）との会合 

・第 1回 PO会合 

日付：令和 2年 9月 19日 

場所：オンライン（Zoom） 

出席者： 

（研究推進委員会）古田定昭 PO、大町康 PO補佐 

（主任研究者）高橋史明 

（研究参加者）真辺健太郎 

議題： 

(1) コード公開に向けた課題に関する意見交換 

(2) その他 

 

・第 2回 PO会合 

日付：令和 2年 11月 6日 

場所：原子力規制庁会議室（東京都港区） 

出席者： 

（研究推進委員会）伴信彦規制委員会委員、古田定昭 PO、小林駿司 PO補佐 

（原子力規制庁）田中桜企画官、角田潤一係長 

（主任研究者）高橋史明 

（研究参加者）真辺健太郎 

議題： 

(1) 事業の進捗状況 

(2) 内部被ばく線量評価コードに係る令和 3年度以降の取組 

(3) 今後のスケジュール、その他 

 

2. 専門家との打合せ 

・コードβ版に対する意見募集 その 1 

日付：令和 2年 7月 17日 

場所：オンライン（Zoom） 

出席者： 

（QST）谷幸太郎、他 

（主任研究者）高橋史明 

（研究参加者）佐藤薫、真辺健太郎 

議題 

(1) コードβ版への意見募集 

(2) コードの公開、普及・利用促進方法に対する意見募集 
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・コードβ版に対する意見募集 その 2 

日付：令和 2年 7月 21日 

場所：オンライン（Zoom） 

出席者： 

（弘前大）床次眞司、細田正洋 

（研究参加者）佐藤薫、真辺健太郎 

議題 

(1) コードβ版への意見募集 

(2) コードの公開、普及・利用促進方法に対する意見募集 

 

・コードβ版に対する意見募集 その 3 

日付：令和 2年 7月 22日 

場所：オンライン（Zoom） 

出席者： 

（長崎大）福田直子、他 

（主任研究者）高橋史明 

（研究参加者）佐藤薫、真辺健太郎 

議題 

(1) コードβ版への意見募集 

(2) コードの公開、普及・利用促進方法に対する意見募集 

 

・コードβ版に対する意見募集 その 4 

日付：令和 2年 7月 28日 

場所：オンライン（Zoom） 

出席者： 

（福島医大）石川徹夫 

（主任研究者）高橋史明 

（研究参加者）真辺健太郎 

議題 

(1) コードβ版への意見募集 

(2) コードの公開、普及・利用促進方法に対する意見募集 
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・コードβ版に対する意見募集 その 5 

日付：令和 2年 8月 4日 

場所：オンライン（Zoom） 

出席者： 

（研究協力者・JAEA核燃料サイクル工学研究所）高田千恵、滝本美咲 

（研究協力者・JAEA原子力科学研究所）高橋聖 

（主任研究者）高橋史明 

（研究参加者）佐藤薫、真辺健太郎 

議題 

(1) コードβ版への意見募集 

(2) コードの公開、普及・利用促進方法に対する意見募集 

 

・コードβ版に対する意見募集 その 6 

日付：令和 2年 8月 6日 

場所：オンライン（Zoom） 

出席者： 

（JAEA安全研究センター）高原省五、廣内淳、渡嘉敷雄士 

（研究参加者）真辺健太郎 

議題 

(1) コードβ版への意見募集 

(2) コードの公開、普及・利用促進方法に対する意見募集 

 

3. 外部発表 

· 原子力機構技術報告書 1 件 

(1) 高橋 史明, 真辺 健太郎, 佐藤 薫, ICRP2007 年勧告に準拠する内部被ばく線量評価に

用いる実効線量係数（受託研究）, JAEA-Review 2020-068 (2021). 

· 学会発表 2件 

(1) 高橋 史明, 真辺 健太郎, 佐藤 薫, 「ICRP2007 年勧告に準拠する内部被ばく線量評価

コード」, 日本保健物理学会第 53回研究発表会, オンライン. 

(2) 高橋 史明, 真辺 健太郎, 田窪 一也, 佐藤 薫, 「ICRP2007年勧告に基づく内部被ばく

線量評価コードの開発 -コードの全体概要-」, 日本原子力学会 2021 年春の年会, オン

ライン. 
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付録 3 学会等発表資料 

1. 日本保健物理学会第 53 回研究発表会 口頭発表 1 件 

· ICRP 2007年勧告に準拠する内部被ばく線量評価コード 

2. 日本原子力学会 2021 年春の年会 口頭発表 1 件 

· ICRP2007 年勧告に基づく内部被ばく線量評価コードの開発 -コードの全体概要- 
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本報告書は、国立大学法人 九州大学が実施した「令和2年度放射線安全規制
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関する調査及び開発）事業」の成果を取りまとめたものです。  
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1 

1. 研究目的及び研究目標 

現在、我が国では平成23年の東日本大震災、そして東京電力福島第１原子

力発電所の教訓を踏まえて、原子力災害時の医療体制の整備が全国的に進め

られている。その中でも地域の中核とされている原子力災害拠点病院が原

子力災害時に業務が中断されることなく活動するためには、平時から業務

継続計画 Business Continuity Plan（以下「BCP」という。）を策定して

おくことが重要と考えられる。 

本研究では、原子力災害時における原子力災害拠点病院の医療体制の充実

強化のため、BCPを策定するための技術的指針類を開発し、原子力災害医

療・総合支援センターとともに全国の原子力災害拠点病院のBCP策定を支援

することを目標とする。さらに、策定されたBCPの内容の充実度を評価するた

めの仕組みを提案する。 

また、原子力災害時には情報の発信が重要な役割を果たすことから、技術

的指針類の一つとして、地域社会や報道機関、そして原子力災害拠点病院の

医療スタッフへ情報を発信するためのリスクコミュニケーションのガイド

ラインについても併せて開発する。  
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1.1. 本年度の研究計画 

原子力災害拠点病院の整備の経緯を説明する。平成27年8月26日に改正さ

れた原子力災害対策指針に基づき整備されており、令和2年8月1日時点では

原子力災害対策重点区域内の道府県において50箇所の医療機関が原子力災害

拠点病院指定にされている。しかしながら、医療機関にとって原子力拠点病

院を担うことは、原子力災害医療を提供するための体制整備（設備・資機

材・設備・その他）及び人材育成が大きな負担となることから、整備の推進

のためには何らかの技術的支援等が不足している可能性が考えられた。 

また、平成31年度成果報告会にて「計画を前倒しして進めたことは評価で

きる。BCP研修（ワークショップ）開催回数を増加させ、その効果を検証す

るとともに、マネジメント層（病院長、事務長等）の参画を促進すべきであ

る。」との指摘があった。そのため、今年度のワークショップ実施にあたっ

て、１）BCP研修開催回数を増やすことが求められている、２）効果を検証

することが求められている、３）マネジメント層（病院長、事務長等）の参

画を促進すべき、の３点に努めることとした。 

 

3年目の事業計画として、当初以下の4項目を設定した。 

①原子力災害拠点病院における業務継続計画BCP策定のための技術的指針

類の作成 

②策定された業務継続計画BCPの充実度を評価する仕組みの作成 

③複合災害を想定した原子力災害拠点病院の業務継続計画BCP策定 

④原子力災害時に原子力災害拠点病院が円滑に活動を行うため、地域社会

や報道機関に向けたリスクコミュニケーションのガイドラインの確立 

 

平成31年度に①から④の目標は前倒しで到達することができた。したがっ

て、令和2年度はBCP研修回数を可能な限り実施し、マネジメント層の参画を

促進しつつ、本事業の効果を検証することを目指すこととした。 
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1.2. 研究参加者 

本研究班の構成員は、災害医療、救急医療又は被ばく医療の専門家により

構成される。具体的には、東京医療保健大学の明石教授から研究全体の監督

指導を、帝京大学病院の坂本院長、杏林大学医学部の山口教授から学術指

導・助言を受ける。また、国から原子力災害医療・総合支援センターとして

指定されている弘前大学、福島県立医科大学、広島大学及び長崎大学で実務

を担当する医師を中心に原子力災害拠点病院におけるBCP策定に関する研究

を行う。 

平成31年度に分担研究として、藤田医科大学岡崎医療センター救急診療科

の有嶋医師を中心にリスクコミニュケーションに関する研究を行い、所定の

成果が得られたため分担研究は終了とした。そして令和２年度では有嶋医

師は後述するオンライン・ワークショップの講師として研究協力者として

参画いただいた。 

なお、研究班の構成を以下に記す（2021年3月時点）。 
 
 

   氏名 協力内容 所属機関 所属機関職名 

1 明石 真言 監督指導 東京医療保健大学 教授 

2 坂本 哲也 学術指導 

助言 

帝京大学病院 院長 

3 山口 芳裕 学術指導 

助言 

杏林大学医学部 救急医学教室 教授 

4 宇佐 俊郎 研究協力 長崎大学病院  

国際ヒバクシャ医療センター 

教授 

5 廣橋 伸之 研究協力 広島大学  

原爆放射線医科学研究所 

教授 

6 山村 仁 研究協力 大阪府立中河内救命救急センター 所長 

7 長谷川 有史 研究協力 福島県立医科大学 

医学部放射線災害医療学講座 

主任教授 

8 濵田 昌彦 研究協力 株式会社重松製作所 主任研究者 

9 中尾 博之 研究協力 岡山大学 

災害医療マネジメント学講座 

教授 

10 萩原 明人 研究協力 国立循環器病研究センター研究 客員部長 
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所 予防医学・疫学情報部 

11 花田 裕之 研究協力 弘前大学大学院災害医学講座 教 授 

12 有嶋 拓郎 研究協力 藤田医科大学岡崎医療センター 

救急診療科 

病院教授 

13 山本 尚幸 研究協力 原子力安全研究協会 

放射線災害医療研究所 

業務執行理事・

所長 

14 岡本 正 研究協力 銀座パートナーズ法律事務所 弁護士・博士

（法学） 

15 赤星 朋比古 研究参加 九州大学大学院  

先端医療医学講座 

准教授 

16 石村 徳彦 研究参加 九州大学病院 副看護師長 

17 南渕 篤 研究参加 九州大学病院 主任 
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2. 本年度事業の実施内容及び成果  
2.1. 新型コロナ感染症に伴う実施計画の変更 

2019年12月に中国の武漢で突如発生した新型コロナウィルス感染症は、多

くの努力にもかかわらず今や全世界を巻き込む感染症パンデミックとなった。

日本では第一波としての感染蔓延の恐れに対して、新型インフルエンザ等対

策特措法に新型コロナウィルスを加えた法改正が3月に国会で可決成立され

た。これに基づいて、日本では2020年4月7日7都道府県を対象に緊急事態宣言

が出され、16日には全国に拡大された。新規感染者の発生数は低下傾向とな

り5月25日にはこの緊急事態宣言が解除された。日本の今回の緊急事態宣言

には罰則規程が伴わないのにもかかわらず、国民の理解に基づき一致して示

された見事な行動力によって、感染の蔓延防止と著しく低い死亡率のいずれ

においても、世界でも最上レベルの結果が得られた。一方で、経済的な落ち

込みが次第に明瞭となり事態は深刻になっている。6月から7月に経済活動が

再開される中で、一旦は制御していた感染者数も再増加に転じ、いわゆる第

二波となった。その後、国民の活動自粛、感染対策の徹底、医療機関の努力

により感染状況は改善されたが、長期間にわたり社会経済活動に大きな影響

を与えた。2020年11月より感染者数が全国各地の感染が増加し、第一波、第

二波の感染者数を大幅に上回る第三波が到来し、全国の医療機関においてそ

の対応に追われることとなった。通常医療、救急医療の停止も起こり、医療

崩壊の可能性が叫ばれるようになった。逼迫する新型コロナ感染症対応の医

療機関からの強い要望に基づき、2021年1月7日より同年3月まで2回目の緊急

事態宣言を発出し、新型コロナ感染症の制御を試みることとなった。 

このような状況の中で当研究班の班員も多くが救急医療に関わる医師であ

り、新型コロナ感染症の診療に従事している。また全国の原子力災害拠点病

院も地域の新型コロナ感染症治療の中核として位置づけられ多忙を極めた。

加えて主任研究者である永田も新型コロナ感染症の拡大を受けて2020年12月

より本研究を継続しつつ、厚生労働省医政局地域医療技術参与として新型コ

ロナ本部医療班の班員として参画することとなった。 

当初は2020年4月より精力的に全国の原子力災害拠点病院に対してワーク

ショップを実施し、各病院におけるBCP策定の作業を支援する予定で準備を

進めてきた。しかしながら、複数の人員が一定時間同じ部屋で過ごすワーク

ショップは３密に該当するため、2020年7月17日の第1回会議において、感染

拡大防止の観点から、地域を訪問して行うワークショップの実施が困難と判

断された。その代替案として、新型コロナ感染症拡大の中において各分野で

注目されたWeb会議システムを用いたオンラインでワークショップをするこ
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とが検討され（以後、オンライン・ワークショップと呼称）、教材開発を新

たに開発することとした。 

教材開発と合わせて、新型コロナ感染症の推移を見ながら、診療の現場に

支障のない様に十分配慮しながら、全国の原子力災害拠点病院に対してオン

ライン・ワークショップを実施するためのスケジュール調整を行った。 

オンライン・ワークショップは平成31年度にワークショップの指導を担当

していただいた研究協力者である岡本正弁護士（銀座パートナーズ法律事務

所）、そして有嶋拓郎先生（藤田医科大学岡崎医療センター救急診療科病院

教授）と協議して7−9月に教材開発を行い、10月以降にスケジュール調整が

可能となった原子力災害拠点病院に対してオンライン・ワークショップを実

施した。 

 新型コロナ感染症の推移と研究班活動 

 

 

 

  

- 216 -



 

 

7 

2.2. オンライン・ワークショップの開発 

平成31年度に4回実施したワークショップの時間割は以下の通りである。 

 

 

4時間の中で、複数の原子力災害拠点病院からの参加者そして自治体や事

業者らのオブザーバを対象に講義とグループディスカッションやリスクコミ

ュニケーションの演習を行った。グループディスカッションでは、地域で想

定される原子力災害を想定し、各原子力災害拠点病院の実情に合わせて、そ

の被害想定や予想されうる課題について自由に討議した。リスクコミュニケ

ーションでは原子力災害に関連した複数の状況を設定した演習を行った。４

回実施したワークショップにおいて、充実感、質疑応答、他施設や多機関と

の意見交換が行われて意義があったと評価された。 
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オンライン・ワークショップの教材開発にあたり、以下の点を留意した。 

１）4時間のオンラインの講義はスケジュール調整も含めて参加者にとっ

て負担となり得ること。 

２）講師の知的財産を尊重すること 

３）参加者をオンライン会議で複数のグループに分割してディスカッショ

ンすることは技術的には可能であるが、適切な教育効果が難しい 

 

そのため、以下の点に留意して教材開発を行った。 

１）講義（BCP及びリスクコミュニケーション）は事前学習として動画で

各人が自由に閲覧できるようにし、Web会議システムでは、双方向で行うグ

ループディスカッションを中心に2時間程度でオンライン・ワークショップ

とすることにした。 

２）様々なWeb会議システムが存在するが、汎用性や利便性を考慮して今

回はZoomを用いることとした。セキュリティで懸念があるが、オンライン・

ワークショップは公開情報をもとに準備されていること、オンライン・ワー

クショップでの会話や議論については記録を取らないこと、Zoomの録画機能

を講師側、参加者側ともに使用しないことを前提事項とした。 

３）1回のワークショップで１施設の原子力災害拠点病院に対してオンラ

イン・ワークショップを実施する。3名の講師と参加者の都合が合う日時を

設定する。 

４）実施にあたって、各施設の立地条件に合わせて、グループディスカッ

ションや演習の内容を準備する。基本的には毎回、参加する原子力災害拠点

病院と想定しうる原子力災害事故を検討して実施を行う。 

５）オンライン・ワークショップ実施前後においてアンケート調査を実施

する 

 

上記を踏まえてオンライン・ワークショップを下記の通りに実施すること

とした。事前学習2時間、そしてオンライン・ワークショップ2時間の合計4

時間であった。 

 

（１） 事前オンライン学習（動画閲覧） 

永田高志（九州大学） 原子力災害拠点病院のためのBCP研修 60分 
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https://youtu.be/y8o0kVSooio 第1部 

https://youtu.be/Y0M9hMCCKO8 第2部 

 

永田高志（九州大学） 原子力災害拠点病院に必要なリスク・クライシ

スコニュニケーションのあり方 25分 

https://youtu.be/RYHhJn1VHRI 

事前、事後にアンケート調査を実施 

 

（２）研修当日 

① Zoomによるオンライン・ワークショップ（午後の例） 

開会 13：00 

研修1 13：00～13：40 テンプレート説明およびグループディスカッション 

「複合災害による原子力発電所事故を想定した原子力災害拠点病院の対応

について」 九州大学 永田 高志 

 

研修2 13：40～14：20 「原子力災害拠点病院のBCPと病院職員の安全配

慮義務」 銀座パートナーズ法律事務所  弁護士 岡本 正  

 

研修3 14：20～14：50 「原子力災害拠点病院のためのリスク・クライシ

スコミュニケーション演習」 

藤田医科大学岡崎医療センター救急診療科 病院教授 有嶋 拓郎 

 

質疑応答 14：50～15：00 永田高志、有嶋拓郎、岡本正 

閉会  15：00 
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原子力災害拠点病院のためのモデルBCPの重要項目 

公開情報（内閣府原子力防災、道府県地域防災計画、原子力事業所等）に

基づく原子力災害のリスク評価、業務影響分析、業務継続戦略の検討 

原子力災害時の被ばく傷病者受け入れ体制の整備、原子力災害医療チーム

の派遣 

原子力災害時のリスクコミュニケーションのあり方 

職員の安全配慮義務 

その他 

 

モデルBCPではオンライン・ワークショップでの議論を踏まえて、従来の

災害拠点病院のBCPに追記する形、あるいは、当研究班で開発したテンプレ

ートをもとに策定することを勧めた。 

また作業量としては、多くの原子力災害拠点病院は災害拠点病院として

BCPを策定している。そのため、BCP担当者が集まって議論を行い、上記の重

要項目にしたがって書き出すことで十分であると思われる。作業時間として

は5名のBCP担当者が協力して5−10時間程度でできると思われる。 

外部評価は、モデルBCPの重要項目が妥当であるかを踏まえて行うことが

求められる。またBCP策定に当たっては、セキュリティの配慮から全ての内

容を一般公開するものではないと考える。企業におけるBCPは企業秘密等に

触れる可能性があり、一般には公開されるものではない。 
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2.3. オンライン・ワークショップにおける各講義内容について 

 

研修１ 「複合災害による原子力発電所事故を想定した原子力災害拠点病

院の対応について」 

参加する原子力災害拠点病院の立地条件等をもとに、公開情報（内閣府原

子力災害訓練資料、道府県地域防災計画原子力災害編、事業所の原子力災害

対策等）をもとに想定しうる原子力発電所を想定して当方にて教材を毎回準

備した。 

九州大学病院で実施する予定であった資料を提示する。40分のうち、原子

力発電所事故を想定したグループディスカッションを30分、そして他地域で

原子力災害が発生し他県の原子力災害拠点病院に原子力災害医療派遣チーム

を派遣する想定でのグループディスカッションを10分行った。福岡県に隣接

する佐賀県内の原子力事業所である九州電力玄海原子力発電所での原子力災

害を前提として、内閣府が実施した平成29年度原子力総合防災訓練の公開資

料（https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/kunren/h29sg.html）、地

域防災計画、事業所の原子力防災計画、およびその他の公開情報をもとにシ

ナリオを作成した。 
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上記を議論するため原子力災害に関する資料を展示して情報共有を図った。 
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内閣府平成29年度原子力総合防災訓練の公開資料を展示しながら国、自治

体の被害想定や避難経路等を説明した。 
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玄海原子力発電所の地図を提示して地域の医療機関や平時の医療提供体

制を確認しつつ、原子力災害時の医療体制について議論を行った。 

福岡県の隣接する佐賀県、長崎県の原子力災害拠点病院との連携や役割

分担についても自由討議した。 

加えて、福岡県内の原子力災害医療協力機関6施設（北九州市立八幡病

院、独立行政法人国立病院機構九州医療センター、福岡大学病院、久留米

大学病院、飯塚病院、糸島医師会病院）との連携について合わせて議論す

る。 

 

病院の立場で各設問について自由に議論を行った。 
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今までの議論を踏まえて各原子力災害拠点病院の立場から、想定しうる原

子力災害に対するリスク評価、業務影響分析、そして業務継続戦略を立案し

た。これらの内容をモデルBCPの中に記載することが望ましい。 
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想定２：他地域で原子力災害が発生した時に、原子力災害医療派遣チームを派

遣することができるか？ 
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研修2 「原子力災害拠点病院のＢＣＰと病院経営～安全配慮義務・内部

統制システム構築義務と組織・構成員のリスクコミュニケーションの視点」 

 

 プログラムの概要と目的 

 

研修では、原子力災害拠点病院において勤務する全てのステークホルダ

ーが持つべき事業継続計画の推進や遂行の視点として、（１）「安全配慮

義務」「内部統制システム構築義務」「善管注意義務」について理解を深

めることの重要性、（２）職員に対する内部的な「リスクコミュニケーシ

ョン」の重視、（３）職員に対する防災や危機管理意識啓発のための「個

人の生活再建支援と法制度の知識」をもＢＣＰに取り込むことが、リスク

マネジメントの推進にとって有益であることを示すプログラムを構築した。

講師は危機管理及び災害復興法制分野に精通し、国家組織内弁護士経験の

ある弁護士・博士（法学）である。研修の実践においては、オンライン研

修のなかでも工夫を凝らして、参加者との掛け合いや議論を行いながら研

修講義を実施した。なお、主要な先行研究及び先行事例としては『災害復

興法学』（慶應義塾大学出版会2014年）、『災害復興法学Ⅱ』（慶應義塾

大学出版会2018年）及び『被災したあなたを助けるお金とくらしの話』

（弘文堂2020年）などを挙げることができる。 

 

安全配慮義務に関する視点 

 

安全配慮義務とは、ある法律関係に基づいて特別な社会的接触の関係に

入った当事者間において、当該法律関係の付随義務として当事者の一方又

は双方が相手方に対して法令上負う義務を指す。相手方の生命・身体・財

産等を危険から保護し、安全性を確保するべき、民法の信義誠実の原則に

基づく義務である。そしてこれらは、大規模事故や大規模災害においても

当然に負担すべきものであることが、近年の裁判例でも明確に言及されて

いる。すなわち、企業は大規模事故や自然災害の脅威のなかでの組織の事

業継続（ＢＣ）の前提として、労働契約を締結している職員については勿

論、顧客、施設利用者、その他関係者の生命・身体等を守ることが、経営

戦略上最も重要なミッションとなる。 

プログラムでは、これらを学ぶために、東日本大震災における津波被災

訴訟（大川小学校津波被災事件、七十七銀行津波被災事件、常磐山元自動
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車学校津波被災事件等）の裁判例や検証報告書に現れた事実関係を分析し、

抽出した教訓について、講師と参加者とで対話をしながら、「安全配慮義

務」として果たすべき具体的な内容、すなわち、事業継続計画に反映させ

て、訓練メニューにおいて意識すべき事項を解説した。なお、安全配慮義

務について検討すると、同時に「内部統制システム構築義務」や「善管注

意義務」についても言及することになり、組織のコンプライアンスを重視

しつつ、ガバナンスを維持する基本的な知識の習得にも役立つ。 

 

なお、この際、組織事故を引き起こす要因を説明する基本的なモデルで

ある、「防護のスイスチーズモデル」（ジェームズ・リーズン『組織事故』

を参照）で示された「潜在的原因」と「即発的エラー」による分析手法を

念頭において、裁判例から教訓を抽出することが効果的であった。 

以下の図は、津波犠牲者訴訟の裁判例に現れた事実をもとに、先行研究

等を踏まえて抽出した教訓を図式化したものである。大規模な危機や、そ

こまでいかずとも、日常業務とは異なるイレギュラーな事象が発生した場

合（発生しそうな場合）に、組織にどのようなリスクマネジメントが求め

られるかという視点で教訓を抽出した。まず、実際に危機的事象が発生し

た（発生しそう）なときには、①情報収集義務を果たすこと、②収集した

情報に基づいて正しい判断を現場が行うこと、が求められることが、多く

の裁判例から共通した教訓として導かれた。このとき留意すべきは、実際

組織のリーガル・リスクの観点から危機管理マネジメントを

安全配慮義務：
ある法律関係に基づいて特別な社会接触関係に入った当事者間において、当該法律関
係の付随義務として当事者の一方または双方が相手方に対して信義則上負う義務。生
命及び健康等を危険から保護するよう配慮すべき義務。自然災害による危険発生の場
合にも当然に安全配慮義務を負う。

善管注意義務：
委任契約の受任者（役員）は、委任者（組織）に対して、委任の本旨に従い善良なる
管理者の注意をもって委任事務を処理する。従業員らの生命・健康・財産の安全を自
然災害から守ることは、善管注意義務の内容と考えるべき。

内部統制システム構築義務
会社法・会社法施行規則で明示された大会社における取締役会決議事項。いわゆ
る「内部統制システム構築義務」。あらゆる組織に応用できる考え方として参考
になる。企業業務適正の判断のために必要な項目として「当該株式会社の損失の
危険の管理に関する規程その他の体制」が法令に明記されている。いわゆる危機
管理マニュアルや事業継続計画（BCP）を含むものと考えてよいだろう。
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の現場の判断は、そのまま経営層や組織全体の責任原因に直結するという

ことである。そこで、結局のところ必要になるのは、平常時からの訓練や

マニュアルの周知ということになる。①危機発生時に、必ずしもトップや

担当責任者（判断者）が在席しているとは限らないことを念頭に、判断者

の不在を回避するシステム、すなわち上位者不在の場合の自動的権限移譲

システムが組織内に備わっていることが重要であり、またそのことを組織

の構成員が認識していなければならないこと、②現場の第一線の担当者が

常に行動指針を持てるように事前に判断権者不在や、イレギュラー情報を

想定した情報収集と情報共有の訓練をしておくこと、が不可欠だという教

訓を導き出すことができる。 

 

 

 

原子力発電所事故は、あきらかにイレギュラーな情報であり、だれもが

注目するはずであるという前提で制度設計を行うのではなく、判断権者不

在の場合には、イレギュラーな情報を逃したり、仮に組織の構成員の一人

が情報に接したとしてもそれが本来の判断者へ伝達共有されないという課

題があるという前提での危機管理マニュアルと災害対応訓練が求められる

のである。なお、病院組織は、国家資格を有する高度専門職や専門分野ご

ととの指揮命令系統と、法人としての組織運営に関わる指揮命令系統がマ

東日本大震災津波犠牲者訴訟と組織のリスクマネジメント
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トリクスになっている多重構造組織である。したがって、危機想定訓練も

また、多重構造を意識して、専門部署単位や病棟単位など、重畳的に実践

していくことが求められるのである。 

 

職員に対する内部的「リスクコミュニケーションの視点」 

 

ワークショッププログラムの実践においては、ステークホルダー間のリ

スクコミュニケーションとは、一方通行的な説明や指示・資料提供ではな

く、相互理解を前提とした、個々の信頼関係の構築を目指すことが必要で

あるという視点を重視している（木下冨雄『リスク・コミュニケーション

の思想と技術』参照）。 

 

 

大規模災害や原子力災害後において既存の業務を継続していくためには、

組織の事業継続を担う個々の職員の、事故のリスクへの正確な理解と「安

心」が不可欠だということは論をまたない。特に原子力発電所事故であれ

ば、放射能に対する恐怖心は決してゼロにはできないし、そのことを以て

単なる職員の知識不足や理解不足などを指摘することも効果的とは思われ

ない。現に、福島第一原子力発電所事故が起きた際には、避難指示区域だ

（参考）リスクコミュニケーションとは何か

「対象のもつリスクに関連する情報を、リスクに関係する
人々（ステークホルダー）に対して可能な限り開示し、た
がいに共考することによって、解決に導く道筋を探す思想
と技術」

「リスク場面において、関係者間の信頼に基づき、また信
頼を醸成するためのコミュニケーション」

リスクコミュニケーションの定義

木下冨雄「リスク・コミュニケーションの思想と技術 共考と信頼の技法」（2016, 27-28p）

- 231 -



 

 

22 

けではなく、その周辺区域においても、多くの医療機関が、医療従事者の

避難に伴って閉鎖や業務縮小を余儀なくされ、医療崩壊ともいうべき状況

化を引き起こしていたという教訓がある。 

 

労働契約に基づき、あるいは公務員としての服務に基づき、医療従事者

が大規模災害や原子力発電所事故下においても業務を安心して続けられる

ような環境整備と理解を促進しておくことが組織に求められるのである。 

その際、危険な業務や、安全配慮義務に違反するような違法な業務を組

織がその構成員に指示することはできないと考えられ、そのような業務を

拒否する正統性が構成員側にも認められる場合もある。したがって、法令

上の根拠や労働契約上の論点の整備も重視しつつ、実際に当該職員が働く

ことができるのか、できないのかを見極めて、担い手を確保する丁寧な職

員ケアが不可欠になるのである。原子力発電所事故と医療従事者との関係

をみると、とくに職員への原子力災害の理解促進を求めるリスクコミュニ

ケーションが必要であり、また組織の中で各構成員が果たすべき内容を事

前に組織側が理解を求めておかなければならないと考えられる。 

組織と従業員・利用者との関係で想定される初動時の主な論点

■高台の自宅は無事だった。しかし、出産間近の竜子さんが翌１２日に入院する予定
だった病院から「大きな病院で出産した方がいい」と入院の変更を求められた。 看護
師が避難するなどしたため人手不足になったという。そこへ、原発事故が追い打ちを
かけた。（朝日新聞 2011年03月25日山形朝刊）

■（広野町の）高野病院は第一原発から２２キロ。事故後も避難せず、町内にとど
まって診療を続けていた。だが、２０人いた 看護師と准看護師が避難したため、一時、
９人にまで減っていた。「夜勤の後も働き、４８時間寝られなかった」「気づけば壁
にもたれて眠っていた」…… 。深刻な人手不足に悩んでいた…（朝日新聞 2012年11
月18日福島朝刊）

■（南相馬市では）原発事故で 医師が避難したり、迅速に避難できるように入院患者
の数が制限されたりして医師が減少した。特に緊急時避難準備区域となった市内の原
町区では、震災前に市立総合病院など四つの総合病院に勤務していた４５人の医師が
ほぼ半分に激減している。このうち市立総合病院では、麻酔科や眼科、産婦人科、耳
鼻科の４科が休診中で、麻酔科は専門外の医師が対応している状態だ。（読売新聞
2011年9月3日東京朝刊）

【実態】東日本大震災・原子力発電所事故における医師・看護師の避難
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従業員個人や家族の生活再建の知識の備えに関する視点 

 

 組織の安全配慮義務を果たすべく過去の災害を教訓とした訓練やマニ

ュアル整備を実践し、かつ職員らへのリスクコミュニケーションに配慮し

た病院運営を実践していたとしても、そもそも事業継続（ＢＣ）の担い手

となる職員やその家族が大規模災害や原子力発電所事故により被災したり、

避難生活を送らなければならに事態に陥ることはあり得る。それでも、可

能な限り組織における業務を担ってもらうためには、「個人や家族の生活

再建」に配慮した組織内における職員研修が求められる。 

 職員や関係者の家族や生活の基盤（特に住まいや住宅ローンなどの支

払い関係）などの環境整備について見通しが立たないまま、当該職員を従

事させることは、精神的にも肉体的にも大きな負担を課することになって

しまうのである。事業継続とは、職員とその家族の安心を考慮して広くと

らえることが、事業継続計画の確実な遂行には不可欠である。すなわち、

「ＢＣＰ」の視点から「ＢＣＬＰ」（ Business and Living(Life) 

Continuity Plan）という発展的な視点を持つことを推奨するものである。 

 

ケーススタディ（裁判例等に学ぶモデルケース）

（全電通千代田丸解雇事件 昭和43年12月24日最高裁判決）

昭和二七年一月いわゆる李承晩ラインが一方的に設定され、さらに同三〇年一
一月いわゆる「撃沈声明」が韓国連合参謀本部から発せられて間もない翌三一
年三月上旬ころ、海底ケーブルの修理のため出動を命ぜられた事案。就労拒否
をした乗組員が解雇されたところ、危険を冒して出航することが千代田丸乗組
員の「労働契約上の義務」かどうかが論点になった。

最高裁は、「米海軍艦艇の護衛が付されることによる安全措置が講ぜられたに
せよ、これが必ずしも十全といいえないことは、 …実弾射撃演習との遭遇の例
によつても知られうるところであり、かような危険は、双方がいかに万全の配
慮をしたとしても、なお避け難い軍事上のものであつて、海底線布設船たる千
代田丸乗組員のほんらい予想すべき海上作業に伴う危険の類いではなく、また、
その危険の度合いが必ずしも大でないとしても、なお、労働契約の当事者たる
千代田丸乗組員において、その意に反して義務の強制を余儀なくされるものと
は断じ難いところである。」と判断した。

ケース：災害時の緊急・臨時業務への業務命令の限界
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 病院において災害後に多忙な業務を担う医療従事者であればこそ、事

前に災害時に役立つ様々な公的支援制度については、最低限、組織全体の

共通理解としておくことが必要と考えられる。罹災証明書制度、被災者生

活再建支援制度、自然災害債務整理ガイドライン（被災ローン減免制度）、

災害弔慰金制度、応急修理制度など、個人が受けることができる支援につ

いても、組織として職員のライフプランを強靭化するための事前の「知識

の備え」研修を実践しておくことが求められるのである（『被災したあな

たを助けるお金とくらしの話』弘文堂2020年参照）。 
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研修３ 「原子力災害拠点病院のためのリスク・クライシスコミュニケーショ

ン演習」 

 

有嶋先生が勤務される藤田医科大学岡崎医療センターは2020年2月におい

て開院前の施設にダイヤモンドプリンセス号からの新型コロナ感染者を受け

入れ、急遽記者会見を行ったことを最初に紹介した。 

 

 

そして原子力災害時のコミュニケーションの手法が、新型コロナ感染症で

も対応可能であることを説明した。 

  

- 235 -



 

 

26 

 

また、米国疾病予防センターCDCが提唱するリスクコミュニケーション・

クライシスコミュニケーションを実施する際の留意点を合わせて紹介した。 

 

その後に、架空の原子力災害に伴う傷病者の医療機関への受け入れに関す

る事例を提示した。 

 

 

 

患者情報の開示について、家族は個人が特定されない形での開示は許可を

得たという設定にした。 
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状況設定 
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状況設定続き 

 

 

これらの状況設定を踏まえて、１）病院における記者会見、そして２）住

民説明を行う状況を付与し、参加者が模擬体験することとした。参加者の負

担を考慮し、質問はあらかじめ提示して行うこととした。 
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2.4. オンライン・ワークショップの実施 

 

（１）第1回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年10月16日 15時～17時  

場所：長崎大学病院（トライアルとして） 

参加者：9名 

想定：九州電力玄海原子力発電所事故 

 

（２）第2回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年10月21日 10時～12時  

場所：鳥取大学医学部附属病院（広島大学担当地域） 

参加者：3名 

想定：中国電力島根原子力発電所事故 

 

（３）第3回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年10月23日 10時～12時  

場所：北海道大学病院（弘前大学担当地域） 

参加者：6名 

想定：北海道電力泊原子力発電所事故 

 

（４）第4回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年10月23日 13時～15時  

場所：札幌医科大学附属病院（弘前大学担当地域） 

参加者：6名 

想定：北海道電力泊原子力発電所事故 

 

（５）第5回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年10月26日 14時～16時  

場所：長浜赤十字病院（広島大学担当地域） 

参加者：4名 

想定：関西電力大飯原子力発電所事故 

 

（６）第6回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年11月9日 13時～15時  

場所：愛媛大学医学部附属病院（広島大学担当地域） 

参加者：2名 

想定：四国電力伊方原子力発電所事故 

 

（７）第7回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年11月9日 15時 30分～17時 30分 

場所：福井県立病院（広島大学担当地域） 

参加者：4名 

想定：関西電力大飯原子力発電所事故 
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（８）第8回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年11月11日 13時～15時  

場所：京都大学医学部附属病院（広島大学担当地域） 

参加者：10名 

想定：関西電力大飯原子力発電所事故 

 

（９）第9回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年11月13日 10時～12時  

場所：福井大学医学部附属病院（広島大学担当地域） 

参加者：2名 

想定：関西電力大飯原子力発電所事故 

 

（１０）第10回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年11月30日 17時～19時  

場所：大阪医療センター（広島大学担当地域） 

参加者：8名 

想定：京都大学複合原子力科学研究所事故 

 

（１１）第11回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年12月2日 13時～15時  

場所：市立八幡浜総合病院（広島大学担当地域） 

参加者：6名 

想定：四国電力伊方原子力発電所事故 

 

（１２）第12回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年12月11日 13時～15時  

場所：鳥取県立中央病院（広島大学担当地域） 

参加者：6名 

想定：中国電力島根原子力発電所事故 

 

（１３）第13回オンライン・ワークショップ 

日時：令和2年12月16日 15時～17時 

場所：大津赤十字病院（広島大学担当地域） 

参加者：10名 

想定：関西電力大飯原子力発電所事故 

 

（１４）第14回オンライン・ワークショップ 

日時：令和3年1月21日 14時～16時  

場所：北里大学病院（福島県立医科大学担当地域） 

参加者：10名 

想定：グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン事故 

 

（１５）第15回オンライン・ワークショップ 

日時：令和3年3月9日 13時～15時  

場所：長崎医療センター（長崎大学担当地域） 

参加者：6名 
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想定：九州電力玄海原子力発電所事故  

 

病院への直接訪問による情報提供と趣旨説明 

 

（１） 

日時：令和2年10月16日 15時～17時  

場所：唐津赤十字病院 

参加者：2名 

想定：九州電力玄海原子力発電所事故 

 

（２） 

日時：令和2年10月26日 15時～17時  

場所：佐賀大学医学部附属病院 

参加者：9名 

想定：九州電力玄海原子力発電所事故 

 

（３） 

日時：令和2年11月13日 14時～16時 

場所：長崎医療センター 

参加者：3名 

想定：九州電力玄海原子力発電所事故 

 

Zoomを用いたオンライン・ワークショップの実施風景（岡本正先生講義） 
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2.5. オンライン・ワークショップのアンケート調査結果 

オンライン・ワークショップに参加した83名の内訳 

    人数 割合 
年齢分布    

 ２０代 4 5% 
 ３０代 24 30% 
 ４０代 21 25% 
 ５０代 26 31% 
 ６０代 8 9% 
    

男女比    

 男性 65 78% 
    

職種    

 医師 26 31% 
 看護師 18 22% 
 事務職 23 28% 
 診療放射線技師 14 17% 
 その他 2 2% 
    

管理職    

（病院長、副病院長、救命救急センター長、
事務長） 

19 22% 

各施設から 1 名以上必ず管理職の参加者あり   
    

BCP担当
者 

  39 47% 
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参加者のうちアンケートに回答した３７名の結果を提示する。 

 

オンライン・ワークショップに参加した総合的な満足度について 

 

 

全般的に受講生には満足をいただける内容であったと思われる。事前学習

の動画では一部の方から視聴できないとの回答があった。令和元年に実施し

た訪問によるワークショップと同様の成果が得られたと考えられる。 

 

事前学習の動画１ 「原子力災害拠点病院のためのBCP研修」 

 

事前学習の動画２ 「原子力災害拠点病院に必要なリスク・クライシスコ

ミュニケーションのあり方」 

 

研修１ 「複合災害による原子力発電所事故を想定した原子力災害拠点病

院の対応について」 

 

研修２ 「原子力災害拠点病院のBCPと病院職員の安全配慮義務」 

 

研修３ 「原子力災害拠点病院のためのリスク・クライシスコミュニケー

ション演習」  

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体的に今回の研修はいかがでしたか？

事前学習の動画１

事前学習の動画２

研修１

研修２

研修３

大変満足 満足 どちらでもない・不満
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オンライン・ワークショップ参加への時間について 

 

 

 

オンライン・ワークショップでは時間管理にも留意して行った。対面に比

べてオンラインで実施する講義、実技は受講生の集中力が維持されにくいと

されている。そのため１セッションあたり40分以上にならないよう配慮した。 

約６割の受講生が時間について適切であったと回答があった。その一方、

短かった（自由記載ではもっと話を聞きたかった）との回答も見られた。 

 

事前学習の動画１ 「原子力災害拠点病院のためのBCP研修」 

事前学習の動画２ 「原子力災害拠点病院に必要なリスク・クライシスコ

ミュニケーションのあり方」 

研修１ 「複合災害による原子力発電所事故を想定した原子力災害拠点病

院の対応について」 

研修２ 「原子力災害拠点病院のBCPと病院職員の安全配慮義務」 

研修３ 「原子力災害拠点病院のためのリスク・クライシスコミュニケー

ション演習」  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体的に今回の研修はいかがでしたか？

事前学習の動画１

事前学習の動画２

研修１

研修２

研修３

長い 適切 短い
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Zoomにおける技術的問題 

 

 

オンライン・ワークショップに伴う技術的な問題についてアンケートを行

った。15回のオンライン・ワークショップの中で、接続、音声、遅延（タイ

ムラグ）、画質、何らかの支障、グループディスカッションにおける支障は

一定の割合で報告が見られた。 

これはオンライン・ワークショップの主催者である我々のネットワークに

起因する問題であるが、同時に受講生のネットワーク環境によるものでもあ

る可能性がある。 

オンライン・ワークショップの開催を重ねるに伴い、仮に研修中に技術的

な問題が発生しても、速やかに対応することができた。 

ただし、技術的な課題については今後もありうると思われる。また、今回

のアンケートでは自由記載も含めて情報漏洩等のセキュリティに関する問題

は見られなかった。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

接続に問題があった

音声に問題があった

議論で音声・画像に遅延があった

画像の画質に問題があった

実際の研修会に比べて支障を感じた

グループ内での議論で支障を感じた

はい いいえ
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オンライン・ワークショップのアンケート調査結果 自由記載 

 

研究１ 「複合災害による原子力発電所事故を想定した原子力災害拠点病

院の対応について」 

 

 実際にBCPを考える際の想定ができるためとても有意義な内容と考えま

す。 

 学内の検討が必要 

 島根県の行政や病院の方と合同ですればよい。毎年の原子力災害訓練

で使えると思った。 

 BCPの作成もさることながら、実際に患者を受け入れることとなった場

合、現状では課題があることを感じた。 

 内閣府や近隣県の連携・協働について、まだまだ議論して解決しない

といけない課題や多く、政治的な思惑もあり解決には時間がかかる。

また、行政的には縦割りと地域防災計画が県内で完結しており、現実

的な他府県への避難については、事前に行政の努力で解決することと

なされており、越県しての搬送や避難について議論にならないのが現

状。 

 あらゆる想定が必要であることがわかりました 

 想定質問の重要性を再確認いたしました。 

 地域の実情を提示してもらいながらでありイメージしやすかったです 

 地理的に難しい事情を抱えていることを再認識いたしました。 

 非常に勉強になりました。 

 避難計画や国・県その他関連機関の連携など、まだ十分なものができ

ていないと感じています。その当たりを掘り下げるには時間的にも、

遠隔会議の形式も十分ではなかったと思いました。 

 当院の実情にあったお話でとても実践的でした。 

 立地関係を踏まえて進められてとてもわかりやすかった 

 地域の実情に沿って研修を進めていただき，理解しやすかったです。 

 研修実施県の状況を事前に情報収集していただき、分かりやすい内容

であった。 
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 原子力災害での当院の役割を詳しく周知していないところもあるので

傷病者の受け入れや病院としての準備等職員にしっかり周知をしなけ

ればならないと思いました。 

 福井県の避難は必ず滋賀県(湖西ルート）を通る。行政間での「仲良し」

を実現させてもらいたい。琵琶湖の水の汚染については、永遠の課題

である。 

 研修内容の目的が少しわかりにくい内容だった 

 

研修2 「原子力災害拠点病院のBCPと病院職員の安全配慮義務」 

 実際の災害からの教訓がとても印象的でした。 

 参考になりました 

 病院職員の安全配慮義務は重要であるが、強調すると急性期原子力災

害医療や救助対応が出来なくなる恐れがある。これまでの実災害の経

験でも、リスクを負わない組織は結果的には評価されていない。「避

難区域内の病院で活動する医療職は、業務をする義務はないが、救助

活動なので労務法規が適応されなくてもしかたない」の説明は新鮮だ

った。 

 職員の意識醸成の必要性を感じた。 

 管理者としてしっかり押さえておき、事前の対策を立てておくべき重

要な課題と考えておる。 

 当院のBCPには帰宅する人への配慮がないので是非追加したい 

 法律上の解釈など意識することも無かったので、非常に勉強になりも

っと話を聞きたいと思いました 

 具体的事例を元に分かりやすく説明してくださり、理解しやすかった

です。 

 本院の職員が一定数、対応できることを前提にしすぎる危険性につい

て気付かされた。 

 とてもためになる知識が盛りだくさんであり、とても勉強になりまし

た。 

 有益でした。 

 注意すべき点などがまとめられており、実際の事例なども聞けて大変

良かったと思います。 
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 知らないことが多かった。法律の面から知っておくべきことが多々あ

ると感じた。 

 やや消化不良の感があります。 

 事前対策の必要性・マニュアルの周知・訓練・ハザードマップ・避難

訓練等しっかり職員に周知（当院も周知・訓練等は実施していますが）

することの大切さを改めて感じました。 

 やはり、不安な職員は帰宅させなければならない。理論的には理解し

ているが、赤十字職員としての使命があり、難しい判断だと思った。 

 安全配慮義務について、よく理解できた。 

 訴訟例を教えていただき、BCPを再度見直していきたいと思いました 

 

研修３ 「原子力災害拠点病院のためのリスク・クライシスコミュニケー

ション演習」 

 振り返りが参加者の施設に向けた振り返りになるか、一般的な注意事

項の共有になる必要があると感じた。記者会見などを行った個人の振

り返りになると、個人攻撃ととられかねない。 

 本院の広報センターと情報交換が必要 

 病院にも広報担当部署はあるが、クライシスコミュニケーション対応

は困難だろう。特に地方（田舎）では会見中の一言が、経済や商業、

農水産業に影響が少なくないので難しい。個人情報は守秘されるべき

であるが、地方（田舎）では誰がどこで被害に遭ったかすぐに拡散し

てしまう。 

 実際の会見は当院の場合、病院長等、上層部が行うものと思われるが、

日常診療においても心得ておくべきポイントであり参考になった 

 患者を受け入れることに関し、そもそも広報対応が必要性を感じてい

なかったので、大変参考となった。 

 マスコミや住民の理解が得られるような事前の準備資料と対応策が大

きな課題である。 

 是非問答集を作成したいと思います 

 実践的でとても良かったです。 

 記者会見をするという立場に立ったことがなかったので、演習でその

立場になってみると、正しい情報を迅速に、適切な態度や言葉遣いで
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伝えることの難しさと大切さを実感することができました。 

 後半の演習でグループ分けがされたが、事前にグループ単位の時間が

欲しかった（想定問答に答える準備をする）。Zoomのブレークアウト

セッションを利用しても良かったかと思います。 

 オンラインでしたが緊張感をもって行うことができました。 

 どう対応したら良いか勉強になりました。 

 事務職員は線量率などの知識がなく、とまどっていました。住民への

説明というような機会もあり得ることであり、よい訓練をしていただ

いたと思います。 

 演習がとても良く、勉強になりました。自分たちでも想定問答を作っ

たり練習をしたりしてみたい。 

 いざ、説明をしようとすると難しく、事前に準備することの大切さを

実感した。 

 改めてリスクコミュニケーションの重要性を認識できました。 

 自分が報道対応をするということで回答を考えたが、非常に難しく感

じた。ただ、そこをどう回答するかで世論は大きく違うので重要だと

思う。 

 記者会見は改めて準備の大切さを知りました。伝えすぎると混乱させ

てしまう、伝えないことも混乱させてしまうので伝えるところ伝えな

いところを準備段階でしっかり選定し望むことが大切であると勉強に

なりました。 

 原子力災害は風評被害が一番怖い。①安全である②質問ははっきり答

える（‥と思うなど、あやふやな発言はしない）これらの事は広報担

当者と連携が必要だと思った。 

 演習後でよいので、記者会見や住民説明会などを行うときのポイント

や注意点などをもう少し詳しく知りたかった。 

 院内のリスクコミュニケーションについても聞かたかった 
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原子力災害拠点病院に対するBCP策定状況調査と考察 

 

50施設中7施設のみであったことについて 

原子力災害拠点病院のためのモデルBCPやワークショップを開発し実施す

ることが出来たが、BCP策定という視点からは道半ばであると思われる。当

初の計画では令和2年度は積極的に各道府県を訪問しワークショップを実施

した上で、かつ各原子力災害拠点病院がBCPを策定する作業の支援や、策定

されたBCPの評価まで実施することを目指していた。 

しかし原子力災害拠点病院の多くは2020年2月より各地域で新型コロナ感

染症の対応に追われ、その中で原子力災害に対するBCPを策定するための時

間や人員確保は極めて困難であったのが実情である。個別対応の中で、原子

力災害拠点病院の多くから、重要性について理解しつつ、新型コロナ感染症

が落ち着いてから取り組みたいとの申し出があった。 

当研究班においてBCP策定は何ら義務ではなく、あくまでも原子力災害拠

点病院を支援する立場であった。また当方が策定したモデルBCPやワークシ

ョップは、本来は原子力災害だけでなく、新型コロナ感染症対応も含めたあ

らゆる危機・災害に対応できる、いわゆるオールハザード・アプローチに基

づくものであった。オンライン・ワークショップの参加を呼びかける際には、

第一義として原子力災害のためのものであるが、我々が直面している新型コ

ロナ感染症の対応にも有用であると説明した。オンライン・ワークショップ

の中で、参加者より新型コロナ感染症前に受講したかった、というコメント

を複数もらうことができた。 

本年度で当研究は終了となるが、平成31年度、令和2年度にワークショッ

プに参加する機会がなかった原子力災害拠点病院が後日自己学習にてBCP策

定ができるよう、別途ウエブサイトを策定し、教材の提供やノウハウの共有

が可能となるように準備を進めたい。 

 

原子力災害拠点病院におけるBCP策定とインセンティブについて 

原子力災害拠点病院にとってBCPを策定することで何らかのインセンティ

ブを持たせることについては以前から議論があったものである。原子力災害

拠点病院の政府としての支援は内閣府原子力防災を通じて行われるものであ

る。今後、BCPの整備状況が進み、実効性のある原子力災害医療体制が構築

されることで、何らかのインセンティブがあることが望ましいと思われる。 
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加えて、原子力災害に先立ち、そのリスク分析を行い、病院としての業務

影響分析や業務継続戦略を立案すること、職員の安全配慮義務について検討

すること、リスクコミュニケーションについて準備をすることは、結果的に

は病院を守ることとなる。 

 

リスクコミュニケーションにおける対応のテンプレート化 

令和2年度のオンライン・ワークショップでは、事前学習のリスクコミュ

ニケーションにおける講義と教材、そして有嶋先生による指導によって、被

ばく傷病者対応を行う原子力災害拠点病院にとってリスクコミュニケーショ

ンを行うための参考となるようなテンプレートを提供することができた。 

 

平成31年度のアンケート調査と比較した違いについて 

令和2年度に実施したワークショップにおける事後のアンケート調査

（n=83）の自由記載を平成31年度(n=71)の結果と比較検討した。 

平成31年度と令和2年度の自由記載における頻出語の確認、そしてテキス

ト分析の一つであるKH Coderを用いて共起ネットワーク図を作成した。 

 

平成31年度と令和2年度の頻出語を見ると、サンプル数はほぼ同様である

が令和2年の方が、ワークショップの重要テーマに関するキーワード（表の

マーカー部分）がより多くあらわれている。また表からわかるように、令和

2年の方が自由記載欄におけるトータルの出現語数が多かった。これは、よ

り多くの自由記載回答があったことを意味しており、関心の高さが示唆され

る。また平成31年度と令和2年度における上位5つの頻出語において、2✖5表

を作ってカイ二乗検定をしたところ、p=0.4985で有意差が見られなかった。

キーワードとなる頻出語は平成31年度と令和2年度で同様に出現しており、

重要テーマは共有できていると考えられた。 

 

平成31年度と令和2年度の共起ネットワーク図を見ると、平成2年度の方が、

各キーワードの繋がりがある。離れ小島のようなクラスターが少ない。これ

は令和2年度ではキーワードがより有機的に繋がっており、研修を通じて、

参加者に関心と知識の提供を可能としたと考えられた。 

 

令和2年度における違い（改善）の理由として以下の理由が考えられた。 

- 252 -



 

 

43 

 

毎回、公開情報をもとにした各道府県における原子力災害のシナリオをも

とにしたグループディスカッションを通じて、各原子力災害拠点病院の担当

者は、当事者意識を持って病院として何ができるかを考えるきっかけとなっ

た。 

病院職員の安全配慮義務に加えて、過去の災害対応における訴訟例、善管

注意義務、内部統制システムとしてのリスクコミュニケーションは従来の災

害医療やBCPではあまり議論されない点であったため、問題意識を喚起する

ことができた。 

原子力災害における傷病者受け入れ後の報道対応、住民説明を擬似体験す

ることで、リスクコミュニケーションの重要性や準備の必要性を経験するこ

とができた。 

講師を務めた永田、岡本、有嶋は平成31年度に4回、令和2年度に14回のBCP

策定、リスクコミュニケーションに関するワークショップを担当し経験を積

むことができた。そして参加する原子力災害拠点病院の立場を踏まえてBCP

を策定する担当者の疑問点等に答えることができるようになった。 
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表 平成31年度と令和2年度の自由記載における頻出語の確認 
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平成31年度自由記載 共起ネットワーク図 
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令和2年度自由記載 共起ネットワーク図 
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原子力災害と新型コロナ感染症の共通性について 

原子力災害と新型コロナ感染症は災害・危機としては別個の事象であるが、以下

の点で多くの共通性を有する。 

 いずれも社会機能停止を伴う大規模災害・緊急事態である 

 地方自治体のみならず、政府、国際社会を巻き込む 

 実際の健康影響以上に恐怖による人々への影響が大きい 

 収束に長期間を要する 

 災害現場ではゾーニングが必要となる 

 リスクコミュニケーション が重要となる 

 対象がいずれも見えない 

 

他方、 

 原子力災害は人から人に感染拡大しない（汚染を除く） 

 パンデミックは感染症、原子力災害は保健物理学が中心の学問である 

 放射線は直ちに検知や測定が可能であるが、感染症は各種検査が必要でありか

つ結果を得るために時間を有する。 

 

また、原子力災害拠点病院と新型コロナ感染症指定医療機関における病院職員に

対して、法的には安全配慮義務そして応召義務の課題が存在する。応召義務はあく

まで患者を受け入れるための入口の問題である。そして安全配慮義務は患者を受け

入れた後に病院職員が安全かつ安心して患者対応できるための各種資機材や診療体

制の整備が重要となる。加えて、万が一やむ得ない理由で受け入れない場合は、当

該患者を他院へ紹介するための診療情報提供や搬送先医療機関の確保、移送措置な

どの各種対応等が病院としての安全配慮義務の内容になると考えられる。 
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2.6. 全体会議 

研究の最終年度において、原子力災害拠点病院に対するBCPのワークショップを通

じて実効性のある原子力災害医療体制の構築を目指した。また新型コロナ感染症の

状況に応じた現実的な研究計画の修正についても合わせて検討した。本年度は３回

の研究班会議を開催した。 

なお、研究班会議の主な実施内容を以下に記す。 

 

（１）第1回会議（※オンライン出席者） 

日 時：令和2年7月17日 13 時 00 分～14時 40 分 

場 所：九州大学大学院医学研究院（福岡県福岡市） 

出 席 者：永田（九州大）、※明石（竜ヶ崎保健所）、※坂本（帝京

大）、※宇佐（長崎大）、廣橋（広島大）、山村（中河内救命

救急センター）、濵田（重松製作所）、※花田（弘前大）、山

本（原安協）、※岡本（銀座パ）、※有嶋（藤田医科大岡崎医

療センター）、赤星（九州大） 

オブザーバ：※石川（福島県立医科大学、プログラムオフィサー：PO）、

平瀬（原子力規制庁、PO補佐） 

主 な 内 容：事業計画書及び前年度の研究結果を踏まえて、今年度実施する研

究の概要及び実施項目について、参加者間で共有がなされた。 

 
（２）第2回会議（※オンライン出席者） 

日 時：令和2年11月10日 16時00分〜17時20分 

場 所：九州大学大学院医学研究院（福岡県福岡市） 

出 席  者：永田（九州大）、※明石（東京医療保健大）、※山口（杏林大）、

※宇佐（長崎大）、※廣橋（広島大）、山村（中河内救命救急

センター）、※長谷川（福島県立医科大）、濵田（重松製作

所）、※中尾（岡山大）、※萩原（国立循環器病研究センタ

ー）、※山本（原安協）、※岡本（銀座パ）、※有嶋（藤田医

科大岡崎医療センター）、赤星（九州大） 

オブザーバ：※石川（福島県立医科大学、PO） 

主 な 内 容：オンライン・ワークショップの実施状況と事前・事後アンケート

結果報告並びにシナリオ内容説明が各講師陣からなされ内容の確

認が行われた。 
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（３）第3回会議（※オンライン出席者） 

日 時：令和3年1月22日 14時00分〜16時00分 

場 所：九州大学大学院医学研究院（福岡県福岡市） 

日 時：令和3年1月22日 14時00分〜16時00分 

場 所：九州大学大学院医学研究院（福岡県福岡市） 

出 席  者：永田（九州大）、※明石（東京医療保健大）、※山口（杏林大）、

※宇佐（長崎大）、※花田（弘前大）、※廣橋（広島大）、※

山村（中河内救命救急センター）、※長谷川（福島県立医科

大）、濵田（重松製作所）、※中尾（岡山大）、※萩原（国立

循環器病研究センター）、※山本（原安協）、※岡本（銀座

パ）、※有嶋（藤田医科大岡崎医療センター）、赤星（九州大） 

オブザーバ：石川（福島県立医科大学、PO）、三橋（原子力規制庁）、平瀬

（原子力規制庁、PO補佐） 

主 な 内 容：オンライン・ワークショップの実施状況、2021年2月15日の報告

会発表内容、及び当研究の取りまとめについて内容の確認が行

われた。 
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3. まとめ 

 

3.1. 今年度の成果 

本年度の研究計画で挙げた3年目の事業計画は新型コロナ感染症の影響を

受けつつも、おおむね実施できた。なお、各項目の詳細を以下に記す。 

 

１）ワークショップの運営回数について 

原子力災害拠点病院は地域における新型コロナ感染症診療の中核を担って

いる。そのため、日常診療に支障の内容に配慮し感染の推移を把握しながら

BCP研修の開催を行った。令和２年度において、トライアルを含む１５回の

オンライン・ワークショップを実施し、３回の施設訪問による情報提供を実

施することができた。 

 

２）研修効果の検証について 

令和３年３月１日の時点において、令和２年度にオンライン・ワークショ

ップを実施したのは１５施設であった。また、令和元年度にワークショップ

を実施した６施設では、事後のアンケート調査において高い満足度と課題の

抽出を確認することができた。 

なお、令和３年２月の時点でワークショップに参加した２１施設中、４施

設において原子力災害拠点病院のためのBCPが策定され、３施設においては

現在作成中の状況である。 

 

３）マネジメント層（病院長、事務長等）の参画について 

オンライン・ワークショップの実施にあたり、マネジメント層への参画を

依頼した。その結果、各施設いずれも新型コロナ感染症対応でマネジメント

層は多忙であったが、全ての施設において被ばく患者の受け入れ時に重要な

役割を担う救命救急センター長や事務長等のマネジメント層に参画いただく

ことができた。また、病院長等の施設管理者が直接参加する施設も複数あっ

た。なお、本年度実施した１５回のオンライン・ワークショップにおいてマ

ネジメント層の参加者は１９名、オンライン・ワークショップ参加者全８３

名において全体の２３％であった。また、各病院においてBCP策定に関わる

病院幹部職員（マネジメント層に看護師長、技師長、副長等を加えた職員）

の参加者は３９名、全体の４７％であった。 
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3.2. ３か年の成果（2018 - 2020年度） 

2011年の東日本大震災の経験を踏まえて、平成27年に改正された原子力災

害対策指針に基づき、原子力災害拠点病院を中心とした原子力災害医療体制

が構築された。複合災害としての原子力災害が発生した際に、実効性のある

原子力災害医療が実践できるように、業務継続計画BCPを策定することが必

要と考えられた。1年目には原子力災害拠点病院の実情にあったBCP策定のあ

り方について情報収集した。2年目にはBCP策定のあり方（リスク評価、業務

影響分析、業務継続戦略）、安全配慮義務、リスクコミュニケーションを踏

まえたワークショップを開発し、６原子力災害拠点病院に対して実施した。

3年目は新型コロナ感染症の感染状況を踏まえて３密回避のためにオンライ

ン・ワークショップを新たに開発し、１５原子力災害拠点病院に対して実施

した。BCP策定中、策定済みの原子力災害拠点病院は全５０施設中７施設で

あった。今後原子力災害拠点病院のBCP策定が進むようウエブサイトを通じ

た情報提供を行うこととした。以上から、本研究の当初の目標はほぼ達成で

きたと考える。なお、3 か年の研究成果概要(詳細版)は付録 A にまとめた。 

 

 

3.3. 本年度事業の成果発表 

本年度事業の成果は学会発表を通じて途中経過等を報告している。 

主な学会発表について以下に記す。 

1. 第26回日本災害医学会総会・学術集会（2021年3月）永田高志、有嶋拓

郎、長谷川有史 、山村仁 、赤星朋比古、廣橋伸之、宇佐俊郎、花田裕

之、山口芳裕、坂本哲也、明石真言「原子力災害拠点病院BCPワークシ

ョップ開発と実施」（一般演題） 

2. 第48回日本集中治療医学会学術集会（2021年2月）永田高志「原子力災

害時における原子力災害拠点病院ICUのあり方について」（オンデマン

ド配信） 

3. 第48回日本救急医学会総会・学術集会（2020年11月18日 岐阜）永田高

志、有嶋拓郎、長谷川有史 、山村仁 、赤星朋比古、廣橋伸之、宇佐俊

郎、花田裕之、山口芳裕、坂本哲也、明石真言「原子力災害拠点病院

BCPワークショップ開発と実施」（一般演題） 

4. 第47回日本救急医学会総会・学術集会（2019年10月4日 東京）有嶋拓

郎，永田高志，萩原明人「原子力災害時のリスクコミュニケーション 
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既知情報の重要性についての実験的検証」（一般演題） 

5. 第46回 日本救急医学会総会学術集会（2018年11月20日 横浜）永田高

志、有嶋拓郎、長谷川有史 、山村仁 、赤星朋比古、廣橋伸之、宇佐俊

郎、山口芳裕、坂本哲也、明石真言「原子力災害拠点病院のモデルBCP

及び外部評価等に関する調査及び開発」（一般演題） 

6. 第６回 日本放射線事故・災害医学会 年次学術集会（2018年9月22日茨

城県東海村）永田高志「原子力災害拠点病院のモデルBCP及び外部評価

等に関する調査及び開発」（ポスター） 

 

論文・著作物 

1. Radiation emergency medical preparedness in Japan: A Survey of 

Nuclear Emergency Core Hospitals in 2018 (Disaster Medicine and 

Public Health Preparedness, in submission) 

2. Zoom-based training of the Business Continuity Plan for Nuclear 

Emergency Core Hospitals in Japan (Disaster Medicine and Public 

Health Preparedness, in submission) 

3. 東日本大震災と原発事故からの10年 東日本国際大学出版 2021年 

4. 余命宣告のストラテジー そのひと手間が訴訟を回避する 金芳堂 

2021年 

5. 永田 高志: 【緊急被ばく医療】緊急被ばく医療の啓発・教育につい

て知る 米国における原子力災害教育. 救急医学 2019; 43: 803-810. 

6. 永田 高志, 赤星 朋比古, 田口 智章: 【取り組もう!BCP災害に備え

て】医療機関に求められるBCPとは 災害拠点病院におけるBCPとオ

ールハザード・アプローチ. 救急医学 2018; 42: 1797-1802. 

 

以下余白 
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付録  
A 研究成果概要（2018 - 2020年度） 

 

 

放射線対策委託費 

放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

放射線安全規制研究推進事業 

 

 

原子力災害拠点病院のモデルBCP及び 

外部評価等に関する調査及び開発 

―研究成果概要（2018―2020年度）― 
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1. はじめに 

2011年 3月 11日に発生した東日本大震災による東京電力福島第一原子力

発電所事故により，多くの傷病者や避難者が発生した。しかしながらこの

状況に対して当時の被ばく医療体制では十分な対応ができなかった。この

反省を踏まえて平成 27 年 8 月 26 日に改正された原子力災害対策指針に基

づき原子力災害拠点病院を中心とする現在の原子力災害医療体制がつくら

れた。令和 2 年 8 月 1 日時点では原子力災害対策重点区域内の道府県にお

いて 50 箇所の医療機関が原子力災害拠点病院指定にされている。原子力災

害拠点病院が原子力災害時に業務が中断されることなく活動するためには、

平時から業務継続計画 Business Continuity Plan（以下「BCP」という。）

を策定しておくことが重要と考えられる。 

本研究では、原子力災害時における原子力災害拠点病院の医療体制の充

実強化のため、BCPを策定するための技術的指針類を開発し、原子力災害医

療・総合支援センターとともに全国の原子力災害拠点病院の BCP 策定を支

援することを目標とした。さらに、策定された BCP の内容の充実度を評価

するための仕組みを提案することを目指した。また BCP を策定するにあた

り、原子力災害の特殊性を考慮して、BCPを策定するための技術的指針類の

中に職員の安全配慮義務、そして原子力災害時のリスクコミュニケーショ

ンのあり方を含めるものとした。 

以下 3年間(2018-2020年度)の研究 成果の概要を述べる。 

 

2. 本研究で提案する原子力災害拠点病院のモデル BCPについて 

 

原子力災害拠点病院の多くは厚生労働省が定める災害拠点病院であり、

平成 30 年度に BCP を策定済みである。それを踏まえて、原子力災害拠点病

院が複合災害としての原子力災害時に実効性のある原子力災害医療対応を

実践するためには、以下の５項目が必要と思われる。 

 

原子力災害拠点病院のためのモデル BCPの重要項目 

 公開情報（内閣府原子力防災、道府県地域防災計画、原子力事業

所等）に基づく原子力災害のリスク評価、業務影響分析、業務継
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続戦略の検討 

 原子力災害時の被ばく傷病者受け入れ体制の整備、原子力災害医

療チームの派遣 

 原子力災害時のリスクコミュニケーションのあり方 

 職員の安全配慮義務 

 その他 

この点を踏まえて新規の原子力災害拠点病院 BCP として策定する、ある

いは既存の災害拠点病院としての BCP に追記する形、いずれでもいいと考

えられた。 

 

2.1. 公開情報に基づく原子力災害拠点病院のリスク評価、業務影響分析、業務

継続戦略について 

 

原子力災害の想定については、内閣府原子力防災や道府県、あるいは原

子力事業者等により事前に見積もりがすでに公表されているものが多い。

これらの災害想定を各病院が把握することが、リスク評価の第一歩となる。

リスク評価に基づき原子力災害が病院に及ぼす影響、特に日常の診療に及

ぼす影響を分析する。これを業務影響分析と呼び、BCP 策定の上で必須と

なる。原子力発電所と病院との地理的条件に応じて業務影響は大幅に異な

る。もし原子力災害拠点病院が緊急時区域（PAZ 及び UPZ）内にあれば、

状況によっては病院避難も起こりうる。また、十分に距離がある場合でも、

原子力災害に伴う混乱や複合災害（地震・津波等）により病院の業務は大

きく影響を受けることが予想される。原子力災害拠点病院として機能を継

続するために何を優先するか、業務継続戦略や優先業務について、リスク

評価そして業務影響分析に基づき列記することになる。 

このリスク分析、業務影響分析、業務継続戦略は各原子力災害拠点病院

が院内の関係者そして必要に応じて自治体とも協議して検討し、それを

BCP として記載することが必要である。九州電力玄海原子力発電所の事故

を想定した九州大学病院としてのリスク分析、業務影響分析、業務継続戦

略を例として挙げる。 
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また原子力災害拠点病院には原子力災害医療派遣チームがあり、一つの

可能性として他地域での原子力災害時において派遣が想定されている。派

遣計画の策定、そして派遣に伴うマンパワーの低下や対外的な危機広報も

事前に BCPとして扱うべきものである。 
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2.2. 安全配慮義務 

 

 
安全配慮義務とは、ある法律関係に基づいて特別な社会的接触の関係に

入った当事者間において、当該法律関係の付随義務として当事者の一方又

は双方が相手方に対して法令上負う義務を指す。相手方の生命・身体・財

産等を危険から保護し、安全性を確保するべき、民法の信義誠実の原則に

基づく義務である。そしてこれらは、大規模事故や大規模災害においても

当然に負担すべきものであることが、近年の裁判例でも明確に言及されて

いる。すなわち、企業は大規模事故や自然災害の脅威のなかでの組織の事

業継続（Business Continuity）の前提として、労働契約を締結している

職員については勿論、顧客、施設利用者、その他関係者の生命・身体等を

守ることが、経営戦略上最も重要なミッションとなる。安全配慮義務につ

いて検討すると、同時に「内部統制システム構築義務」や「善管注意義務」

についても言及することになり、組織のコンプライアンスを重視しつつ、

ガバナンスを維持する基本的な知識の習得にも役立った。 

組織のリーガル・リスクの観点から危機管理マネジメントを

安全配慮義務：
ある法律関係に基づいて特別な社会接触関係に入った当事者間において、当該法律関
係の付随義務として当事者の一方または双方が相手方に対して信義則上負う義務。生
命及び健康等を危険から保護するよう配慮すべき義務。自然災害による危険発生の場
合にも当然に安全配慮義務を負う。

善管注意義務：
委任契約の受任者（役員）は、委任者（組織）に対して、委任の本旨に従い善良なる
管理者の注意をもって委任事務を処理する。従業員らの生命・健康・財産の安全を自
然災害から守ることは、善管注意義務の内容と考えるべき。

内部統制システム構築義務
会社法・会社法施行規則で明示された大会社における取締役会決議事項。いわゆ
る「内部統制システム構築義務」。あらゆる組織に応用できる考え方として参考
になる。企業業務適正の判断のために必要な項目として「当該株式会社の損失の
危険の管理に関する規程その他の体制」が法令に明記されている。いわゆる危機
管理マニュアルや事業継続計画（BCP）を含むものと考えてよいだろう。
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労働契約に基づき、あるいは公務員としての服務に基づき、医療従事者

が大規模災害や原子力発電所事故下においても業務を安心して続けられる

ような環境整備と理解を促進しておくことが組織に求められるのである。 

その際、危険な業務や、安全配慮義務に違反するような違法な業務を組

織がその構成員に指示することはできないと考えられ、そのような業務を

拒否する正当性が構成員側にも認められる場合もある。したがって、法令

上の根拠や労働契約上の論点の整備も重視しつつ、実際に当該職員が働く

ことができるのか、できないのかを見極めて、担い手を確保する丁寧な職

員ケアが不可欠になるのである。原子力発電所事故と医療従事者との関係

をみると、とくに職員への原子力災害の理解促進を求めるリスクコミュニ

ケーションが必要であり、また組織の中で各構成員が果たすべき内容を事

前に組織側が理解を求めておかなければならないと考えられる。 

このように、原子力災害拠点病院として職員の安全配慮義務について

BCPの中で検討することは必須であると考える。 
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2.3. リスクコミュニケーション 

 

 
米国疾病予防センターCDC が提唱するリスクコミュニケーション・クラ

イシスコミュニケーションを実施する際の留意点を紹介した。 

 

 

- 269 -



 

 

60 

 

米国政府におけるリスク・クライシスコミュニケーションは Vincent 

Covelli, Peter Sandmanといった専門家が提唱する理論に準拠しているこ

とが確認された。 

そして欧米の国際標準的な災害・危機時におけるリスクコミュニケーシ

ョン・クライシスコミュニケーションのあり方を分析し、本研究では、US 

Environmental Protection Agency. Communicating Radiation Risk. 

Crisis Communications for Emergency Responder（米国環境保護省 放

射線リスクのコミュニケーション 緊急対応要員のためのクライシスコミ

ュニケーション）に準拠する形でワークショップの講義・演習を開発した。 
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3. 研究成果 

2018 年度（1 年目）：2011 年東日本大震災で被災した医療機関の聞き取り

調査及び国内外の知見を集約し、原子力災害拠点病院に必要な BCP について

検討を行なった。 

 

2019 年度（2 年目）：前半において、安全配慮義務とリスクコミュニケー

ションのあり方を含めて原子力災害拠点病院が BCP を策定するためのワーク

ショップを開発した。後半において四箇所、6 施設の原子力災害拠点病院に

対してワークショップを実施した。 

 

2020 年度（3 年目）：新型コロナ感染症の感染拡大に合わせて、前半にお

いて新たにオンライン・ワークショップを開発した。後半では 15 施設の原

子力災害拠点病院に対して BCP 策定のためのオンライン・ワークショップを

実施した。研究終了時までに全５０施設中、７つの原子力災害拠点病院が原

子力災害を前提とした BCP を策定中・策定済みの状況であった。オンライ

ン・ワークショップ関連情報は研究終了後も利用できるようにウエブサイト

に公開した。 
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4. まとめと今後の検討課題 

 

本研究では、複合災害としての原子力災害において、地域の拠点である

原子力災害拠点病院が実効性のある原子力災害医療を実践するために、事

前に BCP を策定することを目指した。原子力災害を想定した医療機関向け

の BCP のあり方は確立されていなかったため、国内外の様々な知見を参考

にしながら、本研究班にて原子力災害拠点病院のモデル BCP 及び外部評価

に関するワークショップを開発した。また安全配慮義務とリスクコミュニ

ケーションも原子力災害時には重要であるため、ワークショップの中で合

わせて取り上げた。本ワークショップは、あくまでも原子力災害を前提と

して開発されたが、本来は新型コロナ感染症も含むあらゆる危機に対して

汎用的に用いることができる、いわゆるオールハザード・アプローチに基

づいている。 

本研究終了時までに全国の原子力災害拠点病院の多くが BCP 策定済みで

あることを目指した。しかしながら多くの医療機関、医療従事者は新型コ

ロナ感染症の対応を優先せざるを得ず、ワークショップ参加の機会が限ら

れ、道半ばであったことは大変残念であった。 

今回ワークショップの参加する機会がなかった原子力災害拠点病院が、

新型コロナ感染症が落ち着き、改めて原子力災害のための BCP を策定する

際に、参考となるよう、本研究班で開発した教材はウエブサイトで閲覧で

きるようにした。 

原子力災害は一度発生すると医療機関のみならず地域社会にも長年にわ

たり影響を及ぼすものである。その中で地域の中核となる原子力災害拠点

病院が機能するよう、今後も努力を重ねていきたい。 
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	2020年度成果報告書-包括的被ばく医療-まとめ.pdf
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